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大阪地域司法計画2014の発刊にあたって
大阪弁護士会では、このたび「大阪地域司法計画 2014」を発刊しました。
日本弁護士連合会の 1990 年（平成 2年）5月の司法改革宣言を受けて、大阪弁護士会は、「開かれた
司法」の実現を目指す立場から、2008 年（平成 20 年）3月に、「大阪地域司法計画 2008」を発刊しま
した。また、その後の変化を踏まえて、法教育制度の確立と行政との連携等に焦点をあて、2011 年（平
成 23 年）3月に、「大阪地域司法計画 2011」を発刊しました。
今回発刊いたしました「大阪地域司法計画 2014」は、「大阪における市民の法的問題と法的救済」、

「大阪における法的サービス」のほかに、「高齢者の消費者被害」と「高齢者虐待」を特集として取り上
げました。
我が国における 65 歳以上の人口は、10 年前に比べますと、人口比で約 5％も増加しています（人口
比 24.1%）。高齢者の単独世帯や夫婦のみの世帯数も激増しています。また、認知症の方や認知能力が
低下している高齢者も相当数存在するとの報告がなされています。
このような中で、高齢者をめぐる消費者トラブルも増加しています。特に、住宅リフォーム、健康食
品の送り付け、ファンド型投資商品の販売等をめぐるトラブルが増えています。
また、養護者あるいは要介護施設従事者による高齢者に対する虐待も後を絶ちません。
今年度大阪弁護士会では、「あなたを一人にしない　私たちに相談してください」をスローガンとし
て掲げ、市民お一人お一人に弁護士・弁護士会が信頼できる、頼れる存在であることを積極的にアピー
ルしています。
大阪弁護士会としましては、もとより高齢者に対しても、「あなたを一人にしない」というメッセー
ジをしっかりとお送りし、消費者被害、虐待を未然に防止し、根絶する活動を続けていきたいと決意し
ています。
今回発刊されました「大阪地域司法計画 2014」が、高齢者をはじめとする市民の皆様および自治体
等の行政機関にお役立ていただける情報提供ツールとなりますこと、市民の皆様・行政機関の皆様の法
的問題の法的解決の一助となりますことを切に願っています。
最後に、「大阪地域司法計画 2014」は、大阪弁護士会の司法改革検証・推進本部地域司法部会をはじ
めとする関係委員会等のご尽力により発刊できたものであります。
関係各位のご努力とご協力に心より感謝申し上げます。

2014 年（平成 26 年）5月
大阪弁護士会　　
会長　石田法子
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はじめに

1　これまでの地域司法計画について
まず、大阪における地域司法計画について振り返ってみることとします。
大阪弁護士会では、2001 年（平成 13 年）3月、大阪地域司法計画の第 1次試案を作成し、大阪府北

東部（枚方簡裁管内）と東部（東大阪簡裁管内）における支部の増設を提案しました。
その後、司法改革の進展に伴う新しい司法制度を前提として、市民（企業を含む）が誰でもいつでも

どこでも適切な法的サービスを受けることが出来るようにするため、必要な方策を提言する第 2期地域
司法計画の策定するため、2008 年（平成 20 年）3月、「大阪地域司法計画 2008」を作成しました。
その後、3年の経過による変化をふまえて検証を行い、今後の法的サービスのあり方を提言した「大

阪地域司法計画 2011」を発行しました。
「大阪地域司法計画 2011」では、「大阪地域司法計画 2008」で提言した施策の実現状況などを検証し、
そして、諸課題を達成するためには行政機関等他機関との連携が必要であるとして、「行政連携」を特
集して掲げ、「行政連携のお品書き」の作成につながりました。

2　「大阪地域司法計画2014」について
2013 年（平成 25 年）9月、大阪地域司法計画 2014 のプロジェクトチーム（PT）を立ち上げ、「大阪

地域司法計画 2014」についての議論を始めました。
PTでの議論において、「大阪地域司法計画 2008」及び「地域司法計画 2011」がどれだけ利用されて

いるか疑問であるなど意見も出されました。しかし、大阪弁護士会の活動内容を知ってもらうためには
有益であること、そして、大阪弁護士会の各委員会のこれまでの活動内容の検証という意味があるので
はないかということが共通認識となり、費用対効果を考慮し、弁護士白書的なものを作成することを確
認して作業を進めました。
「大阪地域司法計画 2014」では、特集として「高齢者の消費者被害」及び「高齢者の虐待」を掲げました。
大阪弁護士会では、平成 25年度から、弁護士会と大阪府及び大阪府下の市町村等との協働により「高齢
者のためのネットワークづくり」に取り組んでいます。今後、大阪府及び府下において高齢者の問題（高齢
者の消費者被害や虐待など）の予防と救済が重要となりますので、高齢者全般の問題について取り組むネッ
トワークづくりが広がり、充実したものになればと願っています。

3　「大阪地域司法計画2014」の活用について
上記「高齢者」特集だけではなく、本書では、みなさまがすぐにでも法律相談を利用できるように、

法的問題ごとの相談窓口を明記し、詳細を巻末にまとめました。
市民、各種団体、企業、自治体、学校、司法関係者のみなさま、どうか「大阪地域司法計画 2014」

を法的サービスの手引きとして、ご活用下さい。
大阪弁護士会の委員会の活動の検証活動を大阪における司法サービスの充実につなげるということに

なれば、幸甚です。
また、本書の発行後、巻末の「相談窓口一覧表」を別冊にして、より利用していただきやすいように

したいと考えておりますので、どうかよろしくお願いします。
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特集1　高齢者の消費者被害
1　高齢者の消費者被害

⑴　我が国における 65 歳以上の人口は、2002 年（平成 14 年）10 月に 2431 万人（人口比 19.0％）で
あったものが、2012 年（平成 24 年）10 月には 3079 万人（人口比 24.1％）と増加しており、高齢者
の単独世帯や夫婦のみの世帯数及び構成比も過半数を占めるに至っています。

大阪府でも、同様の傾向が見られ、65 歳以上の人口は、2000 年（平成 12 年）には 132 万人（14.9
％）であったものが、2010 年（平成 22 年）には 196 万人（人口比 22.1％）となり、2012 年（平成
24 年）には 210 万人（人口比 23.7％）と推計されるに至っており、高齢者の単独世帯や夫婦のみの
世帯数及び構成比についても、全国と同様の傾向を確認できます。

さらに、高齢者のうち、認知症の人及び認知能力が低下している高齢者も少なからず存在し、平成
24 年の時点で、全国に、65 歳以上の認知症の人は約 462 万人、軽度認知障害（MCI）の人が約 400
万人いるとの推計調査結果が報告されています。

⑵　このような中、高齢者の消費者トラブルも増加しています。65 歳以上の人を当事者とする消費生
活相談は、全国において、2003 年（平成 15 年）で 13 万 9766 件であったものが、2012 年度（平成
24 年度）には 20 万 7513 件となり、人口の伸び率以上に増加しています。トラブルの種類としては、
住宅リフォーム、健康食品の送り付け、ファンド型投資商品の販売、株・社債の販売等をめぐるもの
が上位を占めており、訪問や電話勧誘によるものが多くなっています。100 万円以上の契約額・被害
額も、高齢者の層ではその比率が大きくなっており、詐欺的な利殖商法や、いわゆる二次的被害の相
談件数も多い状況にあります。

大阪府消費生活センターにおいても、2012 年度（平成 24 年度）における 60 歳以上の人の相談は
25.1％に至っており、その特徴においても全国同様の傾向が見られます。

なお、社債や未公開株などの取引を装う詐欺的な投資勧誘は、警察の統計では、「金融商品取引詐
欺」と呼ばれていますが、「振り込め詐欺」（オレオレ詐欺や還付金等詐欺などのこと）とともに「特
殊詐欺」と扱われています。「振り込め詐欺」は、厳密な意味では消費者被害とはいえませんが、詐
欺的な投資勧誘と同様に看過できないものです。大阪府警の発表では、「オレオレ詐欺」は、平成 23
年にはいったんは減少したものの、平成 24 年には再び増加に転じており、平成 25 年にはさらに増
えていると報告されています。加えて、平成 25 年には「還付金等詐欺」が激増しています。

⑶　高齢者の消費者トラブルは高齢者の「孤独」「健康」「お金」という 3 つの不安に付け込まれるもの
が多いとされます。特に、判断能力が低下したり、社会との接点が希薄化している高齢者の場合には、
それゆえにトラブルに巻き込まれたり、被害の自覚を持てないことも少なくありません。高齢者の場
合は、就労による収入の確保が期待できないこともあり、いったん被害を受けると、高齢者の生活の
基盤自体が破壊されることになってしまいます。

また、高齢者の場合、視覚や聴覚等身体機能の衰えによる事故等、商品等により危害や危険に遭う
ことも少なくありません。この点にも留意が必要です。

2　高齢者の被害の予防・救済に向けた対応
⑴　消費者庁は、「平成 25 年版消費者白書」において、「高齢者の消費者トラブル」を特集しました。

高齢者の相談件数が人口の伸び以上に増加していることなどを紹介し、その対応として、事業者への
働きかけ、高齢消費者への普及啓発・注意喚起の徹底、見守り体制の強化、相談体制の強化、被害救
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済の強化などを訴えています。さらに、現在、地方消費者行政の基盤強化に向けて消費者安全法を改
正する方向で準備が進められています。

内閣府消費者委員会では、平成 25 年 8 月に「詐欺的投資勧誘に関する消費者問題についての建
議」を行いました。この中で、詐欺的投資勧誘の被害者は、7 割以上が 65 歳以上の高齢者であること、
相談件数が激増していること、支払金額が多額であることなどを紹介し、対策として、関係法令の執
行強化・制度整備、犯行の抑止、被害の未然防止、以上の政策等を組み合わせ総動員する必要がある
こと、特に、被害の未然防止の方策として、消費者への注意喚起及び高齢者の見守りの強化が重要で
あることを強調しています。

⑵　大阪府及び大阪府内の市町村においても、高齢者の消費者被害の予防等に向け、消費者行政部門と
高齢者等の福祉部門の庁内連携、社会福祉協議会や介護事業者その他との協力・連携を行っていると
ころもあるようです。全国には、さらに一歩進めて、ガイドラインや要綱等を定め、高齢者（および
障がい者）の消費者被害の防止と救済のための「見守りネットワーク」を組織し、相互連携をはかり
つつ継続的に活動している自治体もあります。高齢者の消費者被害が深刻化する中、これらの活動は、
先駆的なものとして高く評価されているところです。今後、大阪府内においても、このような取組み
を進めていく必要性は大きいといえます。

⑶　大阪弁護士会では、平成 25 年 11 月、高齢消費者被害プロジェクトチームを立ち上げて、高齢者
の消費者被害に関する「見守りネットワーク」についての調査研究を開始しました。折しも、日本弁
護士連合会が、平成 25 年 12 月、高齢消費者の見守りネットワーク作りについての意見書を採択し
たことから、当会においても、平成 26 年 2 月に、大阪府知事及び大阪府内の各市町村長に宛てて、

「高齢者の消費者被害の予防と救済のためのネットワークづくりに関する要望書」を提出しました。
今後はさらに、高齢者の消費者被害の予防・救済の強化をはかるべく、大阪府知事及び府内の各市町
村や関連諸団体と意見交換を行い、連携して、高齢消費者の「見守りネットワーク」づくりに向けた
取組みを行い、また、そのネットワークの活動に協力していく意向です。
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【高齢者の消費生活相談は、人口の伸び以上に増加している】（『平成25年版消費者白書』P34より）

（備考）�⒈ PIO-NETに登録された消費者相談情報（2013年4月30日までの登録分）及び総務省［人口推計」（各年10月1日のデータ）により作成。�
⒉ 2007年度＝100とした時の指数。
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特集2　高齢者虐待 
1　高齢者の虐待問題

⑴　高齢者虐待の実態
高齢者虐待は、養護者による虐待と養介護施設従事者による虐待に分類され、前者は家庭内での家

族等からの虐待など日常的に何らかの世話をしている者による虐待であり、後者は老人福祉法や介護
保険法に位置付のある施設や事業の事業者による虐待です。平成 18 年 4 月に施行された「高齢者虐
待防止法」は、虐待について、高齢者の身体に外傷が生じる暴行を加えるなどの「身体的虐待」、高
齢者を衰弱させるような著しい減食などの「介護・世話の放棄・放任」、高齢者に対する著しい暴言
などの「心理的虐待」、高齢者に対しわいせつな行為をするなどの「性的虐待」、高齢者の財産を不当
に処分するなどの「経済的虐待」と 5 つの分類をして定義しています。たとえば、2012 年の例ですが、
大阪府内で起きた、認知症がある母親の介護をしていた息子が「耳が痛い」との母親の訴えにより病
院に母親を連れてきたところ、病院は虐待の疑いを持ち通報、母親はそれ以前から息子に殴られると
訴えていたと虐待の報道がなされています。

高齢者虐待防止法が施行されて以降、厚生労働省は、同法に基づき、毎年、その実態を全国的に調
査しています。平成 24 年度の大阪府における高齢者虐待の対応状況について以下に記します。

大阪府内において、養介護施設従事者による虐待の判断件数は 7 件、養護者による虐待の判断件数
は 1409 件でした。これらの数は通報がなされたもののうち大阪府もしくは大阪府内の市町村におい
て虐待と判断された数です。

⑵　養介護施設従事者による虐待の判断件数が養護者によるものに比較し圧倒的に少ないのは、通報件
数がそもそも少ないことに起因しています。介護保険法の施行により、家庭には介護支援専門員やヘ
ルパーの目が入るようになり、虐待やそのおそれを発見しやすい環境になりました。ところが養介護
施設内には家庭より外部の目が届きにくく、高齢者本人や家族は、認知症であったり、施設に世話に
なっていると考えていることから声をあげにくく、施設従事者による通報に期待せざるをえないので
すが、施設従事者は自分たちの勤務する施設内での問題を通報することにより、従事者としての地位
に影響があると考えてしまうことや従事者の通報については過失のある場合、免責されないため、通
報に消極的にならざるを得ないことから、通報が極端に少ないと考えられます。ですので、実際は、
養介護施設従事者による虐待の件数はもっと多いと考えられます。

⑶　養護者による虐待について言えば、要介護度が自立の人も含めて虐待を受けており、要介護度が高
いからといって虐待を受ける割合が増えるわけではないという調査結果が出ており、必ずしも介護度
が高く、養護者の介護負担が重いときに虐待が行われるとはいえないことが分かっています。すなわ
ち重い介護負担が虐待の要因になっているものではないということです。虐待の要因にはそれまでの
家族関係、養護者の生活の変化、養護者や高齢者の精神疾患等が影響していることに留意し、虐待対
応方針が検討されるべきです。また、統計の結果から高齢者を虐待をしている養護者から分離保護し
ている割合が大きく、虐待の事態が深刻になってから虐待対応が始まることが多いことがうかがわれ
ます。虐待が深刻化する前に早期発見・早期対応することが必要であり、そうすることにより分離保
護せずに虐待対応することが可能になると考えます。

さらに、成年後見制度の利用は、経済的虐待の場合には、後見人等が高齢者の財産を管理して養護
者による財産の侵奪を防いだり、介護放棄の場合、後見人等が介護サービスの導入のために契約を行
うなど、虐待を解消するに有効な方法です。しかし、成年後見制度の利用については、虐待を判断し

【高齢者の消費生活相談は、人口の伸び以上に増加している】（『平成25年版消費者白書』P34より）
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た総数に比して手続中のものを入れて 4％強に過ぎません。もっと同制度が活用されるべきです。

2　高齢者虐待の予防・救済に向けた対応
⑴　「高齢者虐待防止法」は、虐待対応について市町村や地域包括支援センターがその責務を担うこと

を定めたものです。地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域でその人らしく生活するため
に保健、医療、福祉サービスなどを総合的、継続的に提供し地域における包括的支援を行うとされて
いる機関で、高齢者虐待対応の機関と位置づけられています。

市町村は、虐待対応にあたり、虐待にあたるか否かの判断、緊急性（生命・身体に重大な危険が生
じているおそれ）があり、生命・身体の保護のためすぐに高齢者を虐待している養護者と分離保護す
べきかの判断を行い、虐待解消に向けて、虐待の要因分析と支援方針の決定を行います。地域包括支
援センターは市町村からの委託を受けるなどして、相談・通報を受理して高齢者や養護者に助言をし
たり、事実確認を行ったりします。

⑵　そのような市町村や地域包括支援センターの対応を支援するため、大阪弁護士会では、高齢者障害者
総合支援センター運営委員会（通称「ひまわり」）を中心として以下の取組みを行っています。社会福
祉士会と協同して、高齢者虐待対応専門職チームを立ち上げ、市町村が開催する個別の虐待ケースの会
議に出席して、法的助言を行っています。社会福祉士会と協同して行うのは、市町村などが虐待対応を
行うについて高齢者虐待防止法やその他法律の根拠を明らかにする必要があると同時に、虐待の要因を
分析した上で、介護保険サービスの導入など虐待を解消していく方法を探るためのアセスメントについ
ての助言を行うなどソーシャルワークの手法が必要だからです。現在は、市町村に対してスーパーバイ
ズする役割を担っている大阪府、その他大阪市、高槻市、茨木市、吹田市、豊中市、池田市、摂津市、
寝屋川市、堺市、羽曳野市、八尾市、富田林市、岸和田市（1 府・13 市）と契約し、弁護士を派遣し
ています。派遣される弁護士は高齢者虐待に関する研修を受け、登録された弁護士です。

平成 24 年度の派遣実績は 97 件、今年度の派遣実績は 2 月末日段階で 77 件です。
⑶　また、前にも述べましたように虐待は早期発見し、早期に予防することが肝要です。発見が遅れま

すと重大な権利侵害が発生することになり、虐待の解消が困難になります。そのため、高齢者に対す
る虐待を早期に発見することが可能な地位にある福祉職や行政職は、「虐待」の内容を正確に理解し、
通報したり対応することが重要です。大阪弁護士会は、このような方々に向けた研修に弁護士を派遣
することも行っています。
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第1　大阪における市民の法的問題と法的救済

1　借金問題
⑴　大阪における多重債務問題の現状

ア　消費者金融の利用者
現在、わが国における消費者金融の利用者は、少なくとも約 1,209 万人にのぼり、そのうち 5 社

以上の利用者は、約 20 万人ともいわれています（平成 25 年 12 月末時点における株式会社日本信
用情報機構の信用情報登録数より）。全国に対する大阪府の人口比からすれば、大阪府下の消費者
金融の利用者は約 84 万人、5 社以上の利用者は約 1 万 4000 人にのぼると推計されます。

多重債務状態といえる消費者金融 5 社以上の利用者数は、改正貸金業法の成立及びその成立に伴
い策定された多重債務問題改善プログラムの実施の効果により、貸金業法の改正前と比較してかな
り減少しています。

イ　自己破産件数の推移
平成 19 年から平成 24 年までの大阪地方裁判所管内における破産新受件数の推移は、以下のと

おり依然として 1 年間に 9,000 件以上の破産申立てがなされています（司法統計）。
大阪地裁管内（本庁、堺支部、岸和田支部）の破産新受件数の推移

平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年

14,602 13,398 13,719 13,184 11,169 9,135

ウ　経済苦・生活苦による自殺
多重債務問題の影響として経済苦・生活苦による自殺が挙げられます。大阪府下の自殺者数は、

漸減傾向にはあるものの、平成 24 年も約 1,740 人を数え（大阪府発表の資料）、そのうち 2 割前後
が経済苦・生活苦を原因とするものと推定されています。

⑵　大阪における法的救済の現状
ア　多重債務者救済対策本部の設置

大阪弁護士会では、従前から、消費者保護委員会が中心になって多重債務者の救済に取り組んで
きました。さらに、貸金業法の改正を受け、平成 19 年 8 月から平成 23 年 3 月までの間、多重債
務者の救済を実現するためにとるべき方策の企画立案及びその実行を目的として、多重債務者救済
対策本部を設置し、より機動的に救済を図るように努めてきました。

イ　相談体制の拡充等
大阪弁護士会では、平成 19 年 9 月から、平日の夜間及び日曜にもクレサラ相談（相談料無料）

を拡充し、同年 10 月からは、電話による弁護士紹介制度も開始しました。平成 26 年 6 月からは
事務所待機型法律相談を実施しています。また、相談窓口の周知のため、各種ポスター、パンフレ
ット及びステッカーを作成し、自治体などへ配布したほか、地下鉄広告や自治体広報誌等で広告を
実施するなどして、相談窓口の周知を図りました。

さらに、大阪府が設置した多重債務者問題対策協議会に参加して、大阪府の多重債務問題解決の
ための提言及び支援を行いました。
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ウ　自治体連携制度
大阪弁護士会は、3（1）記載のとおり、多重債務者の生活再建を目的とした自治体との連携制

度を創設し、大阪府下の複数の自治体と多重債務者の救済を図っています。
エ　自治体等への無料講師派遣事業

多重債務者救済対策に関し、大阪府下の自治体等から講師派遣の申し込みがあった場合には、初
回無料で講師を派遣する事業を実施しました。

⑶　大阪弁護士会と行政との連携
ア　自治体連携制度

平成 20 年 6 月から試験的に行っていた豊中市との多重債務者救済のための連携を発展させ、「自
治体との連携による多重債務者救済制度」を創設し、大阪府内の全市町村に参加を呼びかけました。
平成 21 年 1 月よりその運用を開始し、現在、豊中市、大阪府、八尾市、高槻市及び貝塚市と連携
しています。

この制度は、多重債務問題の解決だけでなく、広く多重債務者の生活再建全般を目的とするもの
です。また、迅速な対応を図るため、相談担当弁護士が毎日交代で事務所において待機する体制を
とり、連携先自治体から弁護士会に利用希望者がいる旨の連絡があれば、原則として当日中に担当
弁護士が相談希望者と面談日の予約を行うことを可能としました。さらに、実効的な救済のために、
相談担当弁護士の登録要件として研修の受講や民事法律扶助の利用もしくは着手金の分割等を義務
付けています。

イ　生活保護受給者に関する多重債務者自立支援プログラムにおける連携制度
平成 20 年 4 月から大阪市と、平成 23 年 6 月から堺市と生活保護受給者を対象とした多重債務

者自立支援プログラムによる連携を図り、多重債務者の救済の一環としています。
ウ　自殺未遂者相談支援のための自治体との連携

自殺未遂者の抱える多重債務問題解決のため、平成 21 年 5 月 25 日から堺市と、平成 22 年 3 月
1 日から大阪市と連携を開始しました。さらに、平成 25 年 4 月からは、大阪府、豊中市、高槻市
及び東大阪市とも連携を始めています。なお、現在、この制度は、多重債務問題だけでなく、離
婚・DV 問題及び生活保護問題にも対象を拡大しています。

⑷　債務整理事件処理の規律を定める規定等の制定
日本弁護士連合会は、債務整理における弁護士による不適切な対応を排除し、多重債務者の適切な救

済を図るために、平成 23 年 2 月、債務整理において不適切な勧誘、受任及び法律事務処理並びに過大
な報酬の受領の禁止などを内容とする「債務整理事件処理の規律を定める規程」を策定しました。大阪
弁護士会においても、同規程の周知に努め、適切な債務整理事件処理がなされるようにしています。

⑸　弁護士会におけるサラ金被害相談担当弁護士の研修義務化等
大阪弁護士会が実施しているサラ金被害の法律相談を専門法律相談と位置づけ、平成 23 年 6 月以

降、相談担当弁護士には、研修（①債務整理全般、②自己破産、③個人再生）の受講を課すとともに、
依頼者が費用を一括で準備できない場合に分割の応諾又は法律扶助の利用を義務づけ、多重債務者救
済体制の強化を図っています。
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⑹　今後適切な法的救済が受けられるようにする方策
ア　自治体連携制度の拡充

現在、前記 3（1）の自治体連携制度を利用している自治体は徐々に増加しているものの、未だ
一部にとどまります。そのため、今後もこの制度の趣旨の理解を広め、より多くの自治体との連携
を図るなどして、多重債務者が円滑に弁護士による相談を受けることができる体制作りをする必要
があります。

イ　広報活動の重要性
多重債務問題における大阪弁護士会等での相談体制について、市民の方々に対し、更にわかりや

すく広報することも重要です。
大阪府下の多重債務の相談窓口については、本書 123 頁ご参照。
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2　消費者被害
⑴　大阪の消費者被害の件数、種類

大阪府内の消費生活センター〔大阪府及び常設（週 4 日以上開設）消費生活センター等 30 市、常
設以外の消費生活センター等 13 市町村〕での平成 24 年度の相談件数は前年度より約 6.3％減少して
いますが、依然、68,272 件と多くの相談が寄せられています。

平成 24 年度に大阪府消費生活センターだけが受付をした相談件数に限れば、7,917 件となっていて、
前年度の 9,520 件から減少しましたが、翌平成 25 年度には再び増加する傾向にあります（上半期だ
けで 4,274 件の相談がありました。）

相談の多い商品・サービス別にみると、インターネット、デジタルコンテンツ（有料サイト等）関
連の相談が一番多く（1,466 件）、その後、賃貸アパート、食料品、工事・建築、移動通信サービス
の相談が上位 5 位の相談となっています。販売方法別でみても、世代を問わず「インターネット通
販」による相談が多く、70 歳以上を除く各年代で 1 番多い相談となっています。

年代別でみると、60 歳以上の相談が、相談全体の 24.2％を占め、4 人に 1 人が高齢者の相談であ
るという傾向があります。

販売形態別の相談状況では、訪問購入、電話勧誘販売、訪問販売の相談件数の割合が大きくなって
おり、健康食品の一方的な送りつけ商法などが急増しました。また、高齢者に対しては、ファンド型
投資商品や未公開株などを勧誘する高額な利殖商法のトラブルが依然として後を絶ちません。

〔相談の多い商品・役務〕

平成 24 年度 平成 25 年度上半期
順位 商品・役務 件数 順位 商品・役務 件数
1 デジタルコンテンツ 1,466 1 デジタルコンテンツ 728
2 賃貸アパート 272 2 賃貸アパート 165
3 食料品（健康食品以外） 214 3 健康食品 149
4 工事・建築 205 4 移動通信サービス 116
5 移動通信サービス 189 5 食料品（健康食品以外） 96
6 フリーローン・サラ金 167 6 工事・建築 89
7 医療 156 7 自動車 84
8 インターネット接続回線 150 8 フリーローン・サラ金 78
9 携帯電話 149 9 化粧品 72
10 健康食品 135 10 インターネット接続回線 71
11 自動車 135 11 ファンド型投資商品 69
12 ファンド型投資商品 108 12 医療 65
13 エステティックサービス 91 13 洋服（紳士・婦人） 62
14 新聞 86 14 新聞 62
15 化粧品 82 15 携帯電話 58
16 テレビ放送サービス 82 16 エステティックサービス 56
17 株 76 17 生命保険 49
18 アクセサリー 75 18 テレビ放送サービス 48
19 生命保険 73 19 履物 44
20 集合住宅 71 20 集合住宅 43

総相談件数 7,917 上期総相談数 4,274
大阪府消費生活センター発表の相談概要の資料編よりデータを抜粋
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⑵　司法へのアクセスの実態
ア　弁護士会等の相談窓口へのアクセスの実態

前記のとおり、平成 24 年度の大阪府内の消費生活センターでの相談件数は 68,272 件でした。
これに対し、弁護士会の法律相談窓口に寄せられた消費者相談は 2,366 件（一般 274 件、サラ

金・クレジット 2,092 件）で、大阪府内の消費生活センターに寄せられる消費者被害相談に対して、
弁護士会等の相談窓口にアクセスされている件数は約 3.5％程度にしか過ぎません。

  イ　消費生活センターの役割
消費者相談の多くが消費生活センターに寄せられていることに加え、消費生活センターの相談の

うち、約 8 割程度が相談と助言だけで終了（解決）に至っているというデータもあり、消費生活セ
ンターは消費者事件において消費者被害救済機関として重要な役割を担っているといえます。

また、平成 21 年 4 月からは、国民生活センター紛争解決委員会による ADR が実施されましたが、
その申請件数は年間平均 130 件程度にすぎず、また、およそ 3 割程度は和解不成立というデータ
もあり、全ての紛争が解決できている訳ではありません。

このように、消費生活センター等で解決できなかった事件について、個々の弁護士や弁護士会が
適切に対応することが求められています。

ウ　弁護士への相談事件の傾向と問題点
平成 24 年度の弁護士会館内での消費者相談のうち、全体の約 4 割が証券、保険、銀行、先物取

引等の契約に関するトラブルであり、金融商品に関する相談が多いと言えます。
弁護士会等の相談窓口をもっと大阪の市民に利用しやすいものに改善するためには次の点を検討

する必要があります。
ア　消費者被害の被害金額は比較的少額なものが多いといえます。平成 24 年度に大阪府消費生活

センターに寄せられた相談件数のうち、8 割以上が被害金額 50 万円未満であり、5 万円未満の
被害件数は全体の 4 割以上に達します。

イ　被害金額が少額なため、相談費用（総合法律相談センターの場合、30 分 5000 円（消費税別））
や弁護士費用について割高感が生じます。

ウ　有職者にとって平日に弁護士に相談することは容易ではありません。なお、大阪府や大阪市の
消費生活センターでは、メール相談も実施されていて、夜間の相談も目立つようです。

エ　近時の消費者被害事件は複雑・専門化してきており、弁護士のスキル如何では、被害者のニー
ズに応えられていないのではないかという危惧もあります。

⑶　適切な法的救済を受けやすくするための方策
ア　少額の消費者被害事件と弁護士費用について

相談費用や弁護士費用に対する割高感が強い点については、法テラスにおける扶助制度（一定の資力
要件を満たす方については 3 回までの相談を無料にしたり、費用の立替援助が認められる制度）の広報
を充実させ、府民の弁護士へのアクセスに対する不安感を払拭できるように努力する必要があります。

また、財政的な問題はありますが、弁護士会の消費者相談の無料化は検討すべき課題です。さら
に、弁護士会は、弁護士が少額の消費者被害事件を受任する場合に、少額事件補助の申請制度（総
合法律相談センター）を設けていることも十分に広報するべきです。

イ　法律相談のアクセスの改善
弁護士会総合法律相談センターにおける法律相談の予約受付方法が、従来の電話予約に加え、イ

ンターネットによる Web 予約も可能となりました。これにより、日中、電話連絡を取りづらかっ

11



た方や障害を持った方などにとっても飛躍的なアクセス改善に繋がったものと思われます。
多様化する相談者のライフスタイルに対応すべく、夜間、休日の法律相談の開催日、開催場所の

より一層の拡充を図るなど、弁護士会での法律相談へのアクセスを向上するための改善策は更に検
討すべきです。平成 25 年 6 月からは、事務所待機型法律相談を実施しています。

ウ　消費者被害事件を未然に防止するための啓蒙活動
消費者被害事件を未然に防止するために消費者教育が重要です。現在、総合法律相談センターは

講師派遣制度を導入していますが、学校や施設、企業等へ弁護士を派遣し、消費者教育を積極的に
行うことが必要です。また、その活動を自治体や府民に広報し、認知されることが重要です。消費
者教育についても、弁護士会ホームページなどを活用した広報活動が有益です。

エ　大量消費者被害事件が発生した場合の対応について
大阪弁護士会では、これまで大量消費者被害が発生する都度、110 番活動や被害者説明会を実施

していますが、今後は、ホームページ等を活用した情報提供や Q ＆ A などの充実が求められます。
平成 22 年度には、消費者保護委員会と「特定非営利活動法人消費者支援機構関西」（KC ‘s）との
意見交換が実施されましたが、その他にも社団法人全国消費生活相談員協会や社団法人日本消費生
活アドバイザー・コンサルタント協会（NACS）など適格消費者団体や消費者団体との情報交換や
協力体制などの取組の検討が必要です。

また、大阪府下で大量に消費者被害が発生した場合に備えて、被害者に対して迅速・適切な情報
を提供する目的で、自治体との連携も必要です。自治体に説明会場を用意してもらい、広報活動を
行う等のサポートを受けながら、弁護士会が公益活動の一環として被害者説明会を実施するなどの
自治体との連携が検討される必要があります。

オ　消費生活センターとの連携と弁護士の研修制度の充実
弁護士会は、消費者被害救済機関として重要な役割を担っている大阪府下の各消費生活センター

との連携を強め、消費者被害事件の情報を得るとともに、迅速に対応できるシステムを構築する必
要があります。

大阪弁護士会の消費者保護委員会の委員は毎月大阪府下の消費生活相談員と事例研究会を実施し、
あるいは消費生活センターに顧問弁護士を派遣していますが、今後は各消費者被害分野に熟練した
弁護士や弁護団の名簿を作成するなどして情報提供に努める必要があります。

カ　分野別研修・登録制度の導入
消費者被害事件は、特定商取引法で規制されるものから、金融商品取引法に関するもの、製品の

安全に関するものまで専門化の一途を辿っており、内容も年々複雑化しています。このような事態
に応じて、大阪弁護士会では平成 23 年度から専門法律相談制度を導入し、専門法律相談を実施す
ることになりました。さらに今後は、消費者事件の分野別相談を可能にし、各消費者被害分野ごと
の紹介制度を充実させることも検討すべきと思われます。これらの制度の前提として、多種多様の
消費者被害救済に当たる弁護士を育成するための分野別研修制度の充実や総合法律相談センターの
登録システムの改善が必要となります。

キ　専門家や各種団体、行政との連携
欠陥住宅やリフォームトラブルなど建築紛争に関して、住宅紛争処理支援センターでは、弁護士

と一級建築士がペアとなって法律相談をうける体制が構築されています。他の分野の消費者被害に
関しても、専門家との連携や協力体制を検討すべきです。また、各消費者団体との情報交換や連携
の重要性は前述したところですが、各消費生活センターが行う相談・あっせんや各自治体の行う行
政処分に関しても、援助・協力体制の構築が検討されるべきです。
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【消費者問題について法律相談ができる相談窓口】

●　大阪弁護士会館（市民法律センター）（詳細は 119 頁）
●　法テラス大阪（詳細は 122 頁）

【行政その他の消費者相談窓口】

●　公益社団法人総合紛争解決センター（詳細は 123 頁）
●　公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター（詳細は 123 頁）
●　大阪府消費生活センター（詳細は 123 頁）
●　社団法人全国消費生活相談員協会（詳細は 123 頁）
●　社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会（NACS）（詳細は 123 頁）
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3　労働問題
⑴　大阪の労働相談の実情

長引く不況のなかで、労働に関する問題はますます増えています。大阪労働局（国の機関）に寄せ
られた相談件数も平成 24 年度で 12 万 1,804 件（前年度比 3.5％増）と増え続けています。一方で、
大阪総合労働事務所（大阪府の機関）に寄せられた相談件数については、平成 24 年度で 1 万 2,064
件（前年度比 3.4％減）と 3 年連続の減少となっています。

相談の内容としては、解雇・退職勧奨・雇用止めなど労働契約終了に関する事案が最も多く（大阪
労働局で 35.2％。労働事務所で 18.6％）、次いで労働条件に関する事案（労働局で 22.1％、労働事務
所で 15.7％）、賃金未払・引下げに関する事案（労働局で 13％、労働事務所で 75％）と続いており、
大阪府下の高い失業率（平成 22 年 7.6%、平成 23 年 4.5%、平成 24 年 5.6%、※ いずれも 7-9 月期）
を反映してます。

こうした状況から、大阪府下における労働問題への取り組みの必要性はますます高まっています。

⑵　大阪の労働問題についての司法へのアクセス
ア　行政における解決

大阪労働局には、問題解決のための制度として、「助言・指導、あっせん」があります。平成 24
年度の「あっせん申請」件数は 456 件で、あっせんを実施した 433（合意 + 打切りの件数）件（94.9
％）のうち、当事者間の合意に至ったのが 147 件（33.9％）であり、一定の解決が図られているよう
です。しかし、「助言・指導」を含めても、大阪労働局が行政として動いた件数は 1,182 件にすぎず、
相談件数の多さから比べると充分なものとは言えないようです。

イ　裁判へのアクセス
大阪地方裁判所では、第 5 民事部が労働事件の担当部となっています。同部が平成 24 年度に受理

した労働審判の新受件数は 348 件です。平成 23 年は、343 件でしたから、裁判所への申立事件も増
加傾向にあります。

同部は、平成 19 年度に担当裁判官を 1 名増やしていますが、労働事件をよく扱う弁護士からは、
さらに増員する必要があるとの指摘もなされており、第 5 部の体制を一層強めていく必要があります。

ウ　弁護士へのアクセス
大阪弁護士会では、毎週月～金曜日に労働相談を設けています。地域司法計画 2008 で労働者から

の「労働相談の無料化」を提言しましたが、これを実現することができました。このため、労働相談
の件数は、平成 25 年度で合計 1,571 件と飛躍的に増加しました（平成 24 年 1599 件、平成 23 年
1245 件）。弁護士会の取組みが一定程度、効果を及ぼしているということができます。しかし、行政
に対する相談件数が、年 10 万件を越えていることからすれば、弁護士会あるいは裁判などへのアク
セスは充分なものとは言えません。

⑶　弁護士へのアクセス障碍除去へ向けての提言
ア　弁護士のアクセス障碍の除去へ向けて
ア　行政機関との連携

先にあげた行政機関以外にも各地の自治体などの多くが労働相談の窓口を設けています。これら
の行政機関にきた相談者が必要に応じ弁護士にアクセスできるよう、大阪弁護士会作成のパンフレ
ットを各窓口においてもらうなど、弁護士会からの各行政機関への積極的な働きかけを強める必要
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があります。
イ　労働相談の無料化について

先に述べたように、大阪弁護士会では、労働者側から 1 回目の「労働相談」については、無料化
を実現しました。そのことが相談件数の飛躍的増加につながっていると思われます。しかし、まだ
市民に充分に伝わっているとは言えません。相談活動とあわせ、広報宣伝活動の強化が必要となっ
ています。

ウ　裁判費用などの援助

日本司法支援センターが、一定の資力以下の方に裁判費用の援助（立替え）を行っています。ま
た、労働災害認定、労働基準監督署、労働局への違法行為の申告を弁護士に委任したいが、経済的
な理由により弁護士費用や実費（以下「弁護士費用等」）を支払うのが困難な方について、大阪弁
護士会が弁護士費用等を立替える制度（大阪弁護士会行政庁に対する申請等に関する援助事業）を
平成 22 年 10 月から始めました。原則償還性ですが、被援助者の申出により、生活状況等を考慮
して、償還を免除し、又は償還の方法を変更することが可能です。有用な制度ですが、まだ充分に
活用されていません。こうした制度の存在を広く市民に知らせるとともに、弁護士の側もその活用
を心がけるようにしなければなりません。

イ　大阪弁護士会における労働問題委員会の設置
これも地域司法計画 2008 で提言したことですが、大阪弁護士会では、労働問題委員会を設置しま

した。この委員会は労働者側、使用者側双方の代理人弁護士が所属します。双方の立場から納得のい
く労働問題解決のために制度づくりへの提言、弁護士を対象とした各種研修活動の強化、大阪地方裁
判所労働部や労働審判委員との懇談などの活動を積極的に行っています。

従来、弁護士のなかにも労働事件は専門分野であるとの認識があり、労働事件に取り組む弁護士は
そう多くはありませんでした。労働事件を扱える弁護士に対するニーズは多く、より多くの弁護士が
労働事件に取り組むことができるよう、よりきめ細かで実践的な研修をする必要があります。

【労働問題について法律相談のできる相談窓口】
●　大阪弁護士会（詳細は 119 頁）
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4　交通事故
⑴　大阪府下における交通事故事件と法的処理の現状

平成 22 年～ 24 年中に大阪府内で発生した交通事故の件数、死者数、負傷者数は、下記のとおり
です。

平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年

交通事故件数 51,292 49,644 48,212

死者数 201 197 182

負傷者数 61,469 59,489 57,804

これに対し、大阪地方裁判所で平成 25 年に受理した交通事件新受理件数は、1,459 件でした。なお、
平成 25 年に終結した件数は 1,423 件で、内訳は判決が 356 件、和解が 884 件となっています。

また、裁判とは別に、財団法人交通事故紛争処理センター大阪支部（近畿二府四県対象）が取り扱
う示談あっせん終結件数が年間約 1300 件、財団法人日弁連交通事故相談センター大阪支部が取り扱
う示談あっせん件数が年間約 100 件あります。

⑵　交通事故事件における司法サービスへのアクセスの現状
交通事故の発生件数に比べて、裁判制度や示談斡旋等の紛争解決手続が利用される割合は低いと言

えます。
その理由として、多くの交通事故が、裁判制度や ADR（裁判外紛争機関）を用いられることなく、

保険制度により処理されていることが挙げられます。実際には、保険制度による賠償や当事者間の交
渉により、妥当な解決がなされている事案も大量にあると思われるので、このような現状が一概に不
合理と言うことはできません。しかし、交通事故被害者の救済に保険制度が利用できる場合であって
も、それによる給付は必ずしも十分とは限りません。

まず、強制加入保険である自賠責保険による給付額は必要最小限にとどまっており、これにより十
分な賠償が受けられる場面は軽微な傷害事故などに限られます。また、加害者側が加入する任意保険
により賠償がなされる場合であっても、その賠償額は各保険会社が定める基準（いわゆる任意基準）
に従うのが通例ですが、この任意基準は、裁判所により認められる損害賠償額の基準（いわゆる裁判
基準）よりも一般的には低い給付水準となっています。したがって、交通事故被害者の中には、本来
支払われるべき賠償額よりも低い水準の損害填補しか受けていない者も多数存在すると考えられます。

そして、現実には、弁護士が関与した事件でなければ、裁判基準と同等の水準の賠償を受けうる可
能性が低い一方、弁護士が関与するだけで、裁判基準に近い金額での交渉、和解が可能となる場合も
少なくありません。

そこで、交通事故事件において被害者の損害賠償の充実を図るために、弁護士へのアクセスをより
容易にするための方策が必要といえます。

⑶　法的救済を充実させる方策
そこで、交通事故被害者に対する適正な損害賠償算定基準が普及し、より多くの交通事故被害者が

正当な補償を受けられるために、①弁護士へのアクセスの更なる改善、②低コストかつ効果的な紛争
処理手段の提供が求められます。

まず、①については、日弁連交通事故相談センター大阪支部が現在府下 7 か所で実施している無料
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の交通事故相談について、パンフレットを効率的に配布するなど、さらなる普及、周知が望まれます。
また、弁護士費用特約保険に加入しているけど依頼する弁護士がいなくてお困りの方に対して、全

国どこでも弁護士の紹介が容易に受けられる制度として日弁連リーガル・アクセス・センター（通称
LAC）を構築しております。協定している損害保険会社の契約者に限定されますので、今後はさらに
協定社数を増やしていくことが望まれます。なお、現在協定している損害保険会社は、あいおいニッ
セイ同和損害保険株式会社、エース損害保険株式会社、au 損害保険株式会社、SBI 損害保険株式会社、
株式会社損害保険ジャパン、全国共済農業協同組合連合会、全国自動車共済協同組合連合会、ソニー
損害保険株式会社、日本興亜損害保険株式会社、富士火災海上保険株式会社、三井住友海上保険株式
会社、三井ダイレクト損害保険株式会社、そんぽ 24 損害保険株式会社、共栄火災保険株式会社です。

次に、②の低コストかつ効果的な紛争処理手段としては、示談あっせんなど ADR 制度のさらなる
活用と、経済的援助制度の充実が望まれます。この点、（財）交通事故紛争処理センターでの示談終
結数は近畿二府四県対象とはいえ年間約 1,300 件なのに対し、（財）日弁連交通事故相談センター大
阪支部での示談あっせん件数は年間 100 件程度にとどまっています。（財）日弁連交通事故相談セン
ターの示談斡旋制度は申立費用が不要ですから、事実関係に争いが少なく、法的評価や賠償金額に争
いがある事案で、相手方が損害保険・共済に加入している場合には、低廉かつ迅速な紛争解決手段と
して有効です。特に、相手方が全労済、教職員共済生協、JA、自治協会・町村生協、都市生協、市有
物件共済会の各自動車共済に加入している場合は、日弁連とこれらの共済との間の協定に基づき、審
査委員の評決に事実上の片面的強制力（被害者が審査委員の示談案を承諾した場合は、共済はこれを
尊重するという強制力）が認められているので、終局的な解決も可能です（もっとも、損害保険会社
に対しては強制力がありません。）。

なお、（財）日弁連交通事故相談センターは、平成 19 年 9 月 1 日より「少額事件援助制度」を開
始しました。これは、賠償金が少額で、弁護士に委任しにくい事件について着手金を援助する制度で
す。この制度は、示談あっせんでの示談が不調に終わった場合にしか利用できないという制約がある
ため、現在のところ利用実績はほとんどありませんが、このような制度が広く認知されることにより、
いわゆる裁判基準に基づく被害者補償が、より普及するものと期待されます。

また、公益社団法人総合紛争解決センターの和解あっせん・仲裁手続は、申立手数料及び成約手数
料が必要となりますが、同センターは ADR 促進法による民間紛争解決手続実施者の認定を受けた団
体として、同センターへの申立に時効の中断、調停前置の特例、裁判手続の中止といった法的効果が
付与されることとになりました。今後はこの ADR の利用が促進されることも期待されます。

【交通事故について法律相談を受けることができる主な相談場所】

●　財団法人日弁連交通事故相談センター大阪支部（詳細は 119 頁）
●　大阪弁護士会　総合法律相談センター（詳細は 119 頁）
●　門真、茨木、豊中の各市役所（詳細は 124 頁）
●　財団法人交通事故紛争処理センター（詳細は 124 頁）
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5　家庭の問題（家事事件）
⑴　大阪府における法的問題の現状

ア　離婚件数及び大阪家庭裁判所の利用件数
21 頁の表を参照

イ　大阪弁護士会の家事当番の件数及び割合（総合法律相談センター統計値）
大阪弁護士会の家事当番制度とは、家庭裁判所から訴状が送達されたあるいは調停期日の通知

書が届いた場合のように比較的緊急性のある案件について、1 回に限り無料で相談に応じる制度で
す。この制度は大阪弁護士会と谷町の法律相談センターにおいて行っています。この家事当番の
利用者数は、平成 21 年度で 670 件、平成 22 年度で 548 件、平成 23 年度で 490 件、平成 24 年度
で 222 件となっており、平成 21 年度から年々かなりの減少傾向にあります。なお、家事当番のよ
うに緊急性のある案件以外にも、一般相談での相談や法テラスでの相談での家事事件の相談はあ
ります。ただ、これらの数字の中で家事事件がどれであるのか特定できないことから、この度は
資料から除外しています。

⑵　大阪府下における法的救済の現状
ア　離婚の件数に対して裁判所の利用率が少ない

上記の通りおおよそ平成 21 年～平成 24 年までの大阪の離婚件数が 20000 件前後であるのに対し、
平成 21 年～平成 24 年までの夫婦関係調整の申立件数が 3800 件程度です。離婚の中では当然紛争
にならずに離婚している案件もあり一概にはいえませんが、利用者数は比較的少ないです。

イ　離婚にあたって、離婚することと親権者の指定以外の問題について話合いがなされていないこと、
話合いがなされていても合意どおりに履行されていないこと

民法が改正された後、離婚届の用紙には養育費や親子の面会交流について取り決めをしたか否か
にチェックする欄が設けられており、離婚にあたって付随する問題（特に子どもの養育に関連する
事項）について取り決めがなされているかどうかをチェックするようになっています。しかし、チ
ェック欄に記載がなくても離婚届が受理されることや、たとえ養育費や親子の面会交流の定めをし
ても合意どおりに履行されず困っている人が多いです。家庭裁判所の調停・審判で取り決めがなさ
れている場合であっても、履行がなされず、履行勧告事件が年間 832 件～ 900 件申立られている
のに対し、全部履行が 179 件～ 214 件、一部履行が 138 件～ 183 件と、満足を受けている世帯が
半数にも満たないです。

なお、平成 23 年度全国母子世帯等調査結果は、大阪府民のみを対象としたアンケート結果では
ないですが、おそらく特殊な事情がない限り大阪府民も同様の問題点があると思われるので参考と
なります。この調査によれば、母子世帯の 60.1％が養育費の取り決めをしていない、面会交流に
ついては 73.3％が取り決めをしていないとなっています。その中で養育費の取り決めをしたくな
い理由の 48.6％が相手に支払う意思や能力がないと考えていることや、取決めの交渉がまとまら
なかったというのが 8％となっています。

⑶　今後適切な法的救済が受けられるようにする方策について
ア　大阪府民が家庭裁判所をそもそも利用しない原因の解明

上記の通り、そもそも大阪府民は、離婚問題につき家庭裁判所での話し合いをせずに、協議での
離婚で大半を終わらせているという実態があります。なぜこのような実態が生じているのかまず分
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析することが必要になります。
イ　原因の解明のためヒヤリングの必要性

家庭裁判所を利用しないあるいは弁護士を利用しない理由の解明については、平成 25 年 12 月
にようやく日弁連において調査が行われ、報告が行われています。今後当委員会においても、大阪
府民からの直接のヒヤリングを行い、実態の把握に努めることが急務です。

ウ　原因として考えられる内容とその改善策について
ア　家庭裁判所に対する関係について

⒜　実効性の問題について
養育費の問題や面会交流の問題については特にこの問題は顕著に出てきています。家庭裁判

所で決めても履行されないのであれば、初めから家庭裁判所を利用することを諦めることも考
られます。養育費については、現在養育費の履行勧告や履行命令といった制度がありますが、
それ以上に、強制執行を行うための財産開示制度を強化する、あるいは養育費を自治体が立て
替えて支払い、自治体が代わって相手方に請求するといった法整備を行うことが考えられます。
面会交流については、面会交流支援体制を作る必要があります。現在、家事法制委員会では、
FPIC や家裁との協議を行っていますが、今後は自治体とも連携して、面会交流支援体制を充
実して、家庭裁判所で決めた内容の実効性をより強化することが考えられます。

⒝　家庭裁判所の利便性について
通常の府民であれば平日になかなか休みの取れないものです。また、遠方であれば、なおさら

裁判所へ来ることが難しいものです。このような府民のニーズに応えるためにも家事事件手続法
で定められたテレビ会議や電話会議システムの積極的な利用を検討することが考えられます。

⒞　調停・裁判の長期化の防止
調停・裁判が長期化することによる当事者への経済的・精神的負担は重い。このことから、

家庭裁判所の利用を敬遠しようと考える者も多くいると考えられます。調停・裁判所の長期化
の防止のためにも、早期に争点整理を行うように調停・裁判を運用する、期日を短期間に入れ
られるように、調停室の増設や人員を増やすといった対策が考えられます。

⒟　情報の説明について
府民にとっては、そもそも家庭裁判所ではどのようなことをして、どれほどの期間がかかり、

どれほどの費用がかかるのか知らない者も多いです。家事事件の手続きの内容やどのようなこ
とが実現可能なのか、どれほどの費用とどれほどの期間を要するのか等をわかりやすく説明す
る必要があります。また、家庭裁判所の説明で限界がある場合は、弁護士会の家事当番制度等
の教示をしてもらうなど、関係機関の教示を行う必要もあります。

⒠　小括
上記の内容については、そもそも法整備自体を変更する必要があるものもありますが、運用

や関係機関の連携・協力によって改善可能なものもあり、家事法制委員会としては今後家庭裁
判所や行政や他の機関との連携を図って改善に取り組みたいです。

イ　弁護士に対する関係について

⒜　弁護士の報酬の明確化とわかりやすい説明
特に家事事件の場合は弁護士の報酬体系が複雑になりやすく、依頼者に対しては報酬体系の

より懇切丁寧な説明が必要となると考えられます。
⒝　家事事件制度に精通した人材の育成

家事事件は人的関係が複雑に入り組んだ事件であり、当事者の気持ちへの配慮や豊富な知識
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と経験を要するものです。現在、家事法制委員会では、新人のための基礎研修や年に複数回に
わたって研修を実施し、弁護士の能力向上に努めています。

⒞　利便性や費用対効果等の問題
府民の利便性のニーズに応えるために、大阪弁護士会では家事当番制度や土・日・祝日でも

法律相談に応じられるように体勢を整えています。ただ、上記の通り、離婚問題の件数のわり
には相談と受任件数が少ないです。そもそも家事当番制度自体の存在を知られていないのなら、
家事当番制度や土・日・祝の相談があることをより広報する必要があります。また、上記の実
効性の問題とも関連するところでありますが、実効性が低ければ費用を支払うことをためらう
のは当然です。弁護士側においては、従前のように事件を受任する以外にも、例えば継続して
相談するプラン等の多様な費用のプランを用意して、府民の費用対効果の問題に対応する必要
が出てくるものと考えられます。

ウ　自治体や関係機関との連携の必要性について

家事事件問題は単に裁判所で決めただけでは総合的な解決にはなりません。今後の生活設計や
子どもとの関わり合いや住宅・就労問題等の問題が複数に絡み合っているものです。このことか
らも、家庭裁判所は自治体や関係機関とも連携をとって府民のニーズに応える必要があります。
また、逆もしかりで、複数に絡み合った悩みで自治体や関係機関に相談に来た府民に対しては、
解決の一助のために家庭裁判所での解決方法があることを教示して問題解決にあたらなければい
けません。その橋渡し役として弁護士会は存在し、弁護士会も自治体や関係機関と家庭裁判所と
も連携して問題に取り組む必要があります。

例えば、子どもの面会交流の問題があれば、裁判所において定めた内容が関係機関との連携に
おいて本当に履行できる支援体制が整っているか吟味して決定あるいは調停を成立させる、自治
体において離婚届の提出の際に子どもの面会のことが何も決められていないのであれば話し合い
をする、話し合いがまとまらないなら家庭裁判所を利用するように教示するといった家事事件の
問題を連携して支援していくという体制の構築が今後必要になってくると考えられます。

エ　家事法制委員会としての取り組み

すでによりよい家事事件手続を模索するために、家事法制委員会では、家庭裁判所・家事調停
協会・FPIC 等との協議を重ねています。今後はより広く関係機関との協議を重ねて、よりよい
家事事件手続の運用と法整備の提案を行っていきたいと考えています。
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大阪家庭裁判所司法統計

夫婦関係
調整 婚費調停 婚費審判 履行勧告 履行命令 養育費

調停
養育費
審判

面会交流
調停

面会交流
審判

平成 21 年 4603 1075 205 900 8 1251 255 615 102
平成 22 年 3730 1216 171 880 6 1279 219 638 111
平成 23 年 3560 1347 252 832 8 1253 261 656 107
平成 24 年 3561 1368 282 857 8 1257 289 782 145

離婚件数（人口動態統計調査から）

平成 21 年 20737

平成 22 年 20752

平成 23 年 19410

平成 24 年 18750

履行勧告事件（大阪家庭裁判所の総務課からの協力）

総数 全部履行 一部履行 金銭
その他不詳

目的を
達した

一部目的
を達した

目的を
達しない

その他
不詳

平成 21 年 900 179 183 436 28 16 41 17

平成 22 年 88 197 143 422 30 19 51 18

平成 23 年 832 207 138 389 32 10 40 16

平成 24 年 867 214 154 403 11 14 47 14

履行命令後の状況（大阪家庭裁判所の総務課からの協力）

総数 履行命令 却下 取下げ

平成 21 年 8 2 0 6

平成 22 年 6 2 0 4

平成 23 年 8 3 3 2

平成 24 年 8 6 0 2
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6　DV（配偶者間暴力）
⑴　大阪におけるDV（配偶者間暴力）被害の実情

ア　内閣府の公表
内閣府男女共同参画局が全国の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等の公表結果によ

ると、大阪府における平成 24 年度の相談総数は 5256 件でした。
平成 21 年度　3,929（対象施設数カウントなし）
平成 22 年度　4,393（対象施設数カウントなし）
平成 23 年度　5,657（対象施設数 9）
平成 24 年度　5,256（対象施設数 10）

イ　大阪市と堺市が配偶者暴力相談支援センターを設置
内閣府の発表した相談件数が平成 23 年度以降増加したのは、平成 23 年 8 月に大阪市が配偶者

暴力相談支援センターを設置し、平成 24 年 7 月に堺市が配偶者暴力相談支援センターを設置した
ことが要因になっていると思われます。

⑵　大阪におけるDV被害者の法的救済の実情
ア　弁護士の適時関与

DV 被害者の法的救済は、まず、加害者の支配から脱することから始まります。被害者の一時的な保
護や、DV 法に基づく保護命令申立ての援助を含めたケース対応において、当事者や行政担当者が法的
支援（アドバイスレベルから受任まで）を求めたい時、弁護士が適時に関与できる態勢が必要です。

そのために、大阪府および市町村との情報交換や連携・提携は不断の努力をもって行うべきであ
り、平成 19 年度から、大阪府の配偶者暴力相談支援センター機能を有する大阪府女性相談センタ
ーと連携し、月 1 回、大阪府女性相談センター等への出張相談業務を行っています。また、大阪市
男女共同参画センター（クレオ大阪）における法律相談、さらに、大阪弁護士会からの派遣という
形式ではありませんが、平成 25 年度から、吹田市男女共同参画室と連携し、月 1 回の出張相談を
行っています。その他、複数弁護士が直接連携している市町村もあります。

イ　保護命令事件
DV 防止法に基づく保護命令の事件数ですが、最高裁の平成 24 年司法統計年表によると、大阪

地方裁判所管内の新受件数は 308 件でした。全国の新受件数が 3145 件であることから、大阪での
保護命令申し立てが全体の 1 割を占めています。また、全地方裁判所の中で最も申立件数が多いの
も大阪でした。

ちなみに、東京都の配偶者暴力相談センターでの相談件数は平成 24 年度で 8400 件あり、東京
地方裁判所における保護命令申立ての新受件数は 138 件でした。また、千葉県の配偶者暴力相談
支援センターへの相談件数は 6241 件であったのに対し、千葉地方裁判所における保護命令申し立
ての新受件数は 107 件でした。

上記のとおり、平成 24 年度の大阪の配偶者暴力防止支援センターへの相談件数は 5256 件あり、
大阪地方裁判所への保護命令申立てが 308 件でした。東京都や千葉県の相談件数と保護命令申立
て事件数を対比すると、大阪では積極的に保護命令申立てを行っていることが分かります。
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⑶　法的救済を受けやすくするための方策
ア　専門性の強化・広報活動の一層の強化

「弁護士会や法テラスの法律相談に行っても、DV の実情をご存じない先生が担当されると被害
者が辛い思いをするだけで終わってしまう」という声があります。誰が担当するか分からない法律
相談にクライアントを連れて行けないという行政側の担当者の声を真摯に受け止める必要があるで
しょう。

DV は離婚原因の大半を占めていると言っても過言ではありません。大阪弁護士会としては、DV
に関する専門知識を備えた弁護士を多数養成するための研修制度の充実、及び DV 相談を広く知ら
せる広報活動を一層強化する必要があります。

イ　日本司法支援センターの積極活用
DV 被害者には経済的弱者が多く、資力がないため弁護士に依頼するのを躊躇している方もおら

れるでしょう。日本司法支援センターの弁護士費用の立て替え制度を積極的に活用することで弁護
士費用の壁をクリアーすることができます。費用の返還（償還）についても、償還猶予制度や生活
保護世帯の場合には免除申請もできますので、積極的な活用が望まれます。

【DV 問題について法律相談ができる相談窓口】

●　大阪弁護士会女性に対する暴力電話相談（詳細は 119 頁）
●　大阪府内の配偶者暴力相談支援センター（詳細は 124 頁）
●　各自治体の男女共同参画センター等での法律相談（お住まいの各市区町村へお問い合わせ下さい。）
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7　高齢者・障害者
⑴　大阪における高齢者・障害者福祉の実情

ア　成年後見制度
全国における平成 24 年 1 月から同年 12 月までの成年後見関係事件（後見開始、保佐開始、補

助開始、及び、任意後見監督人選任）の申立件数は、3 万 4689 件（対前年比約 10.5％増）です。
市町村長が申し立てたものは 4543 件（全体の約 13.2％）で、対前年比約 23.5％の大幅増となって
います。

イ　介護保険制度
大阪府における平成 25 年 4 月末時点の要介護（要支援）認定者数は 42 万 6462 人（対前年比約

7.2％増）で、介護保険サービスを受給している人は 33 万 6575 人です（対前年比約 7.1％増）。
大阪における平成 24 年度の保険者の処分に対する審査請求件数は、要介護認定に関する処分に

対するものが 37 件、保険料に関する処分に対するものが 559 件です。
ウ　高齢者虐待

大阪府下の市町村において平成 23 年度に高齢者虐待防止法に基づいて相談・通報を受理した件
数は 2025 件でした（前年比 14.9％増）。このうち 1284 件（前年比 4.1％増）について虐待があっ
たと判断され、内訳は身体的虐待が 6 割、次いで心理的虐待が、経済的虐待が介護・世話の放棄・
放任の順でした。

エ　介護事故
高齢者介護サービスの提供に際して生じる事故（介護事故）について、高齢者やその遺族が、施

設・事業者に対して損害賠償を求めるという事案が増えています。
オ　精神医療審査会

大阪府の精神医療審査会において平成 21 年度に退院・処遇改善請求を受理した件数は 267 件でした。

⑵　大阪における高齢者・障害者福祉についての法的サポート、法的救済の実情
ア　専門法律相談活動

大阪弁護士会では、高齢者・障害者を対象とした専門法律相談を実施しています。
平成 24 年度の相談件数は、出張相談 385 件（対前年比 8.8％増）、電話相談 2542 件（同 2％減）、

来館・来所相談 288 件（同 5.4％増）でした。電話相談や出張相談は、法律相談へのアクセスを容
易にするための目的で実施しています。また、聴覚障害者のために、来館相談や出張相談の申込み
についてはファクシミリで受け付けています。また、谷町 6 丁目のろうあ会館で月 2 回の無料法
律相談を実施しています。

イ　成年後見制度に関する弁護士の関与
成年後見等開始申立事件の申立人代理人として弁護士が関与する場合と、成年後見人等として弁

護士が選任される場合があります。
ウ　財産管理についての弁護士の関与

大阪弁護士会では、高齢や障害のため判断能力が十分でない人から財産管理の委任を受ける業務
を行っています。平成 24 年度は 8 件の事件受任がありました。

エ　精神保健支援活動
精神病院に入院中の人から退院や病院内での処遇改善の依頼があった場合、弁護士が病院へ出張

して相談に応じ、委任を受けて代理人となり、保護者や病院等の関係者との面談等や、退院請求や
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処遇改善請求を行っています。平成 21 年度は 66 件の出張相談を実施し、31 件の事件受任を行っ
ています。

オ　高齢者虐待防止
大阪弁護士会では、市町村が開催する高齢者虐待案件についてのケース検討会議に出席して法的

助言を行う「アドバイザー」として、弁護士を派遣しています。
カ　介護事故

大阪弁護士会では、会員向けの「介護事故マニュアル」を発行し、介護事故相談に携わる弁護士
を対象とした研修に努めています。

キ　その他、高齢者・障害者福祉に関する制度運営への弁護士の関与
社会福祉施設の運営適正化委員会やその小委員会の委員として大阪弁護士会より弁護士を派遣し

ています。また、事業所ごとに「苦情解決第三者委員」を設置するよう奨励されていて、弁護士に
第三者委員を委嘱している事業所もあります。

ク　障害者刑事弁護
触法障害者についての刑事弁護活動を支援するために大阪弁護士会高齢者・障害者総合支援セン

ター運営委員会内に障害者刑事弁護部会を設置しています

⑶　府民が法的サービスを受けやすくするための方策
ア　法律相談の拡充と専門性の向上

高齢者・障害者が自らの権利を擁護するためには、まずは、専門的知見をふまえた弁護士による
法律相談にアクセスできることが重要です。そのためには、弁護士による出張法律相談のさらなる
拡充と専門性の向上が必要です。

イ　法律相談のアクセス障害解消・バリアフリー
高齢又は障害によって弁護士事務所や弁護士会へ相談のために赴くこと自体が困難な場合がある

ことを想定し、大阪弁護士会では、電話相談及び出張相談の制度を設けて、法律相談のアクセス障
害解消・バリアフリーを図っています。

ウ　行政との連携強化
高齢者等にとって一次的な相談窓口となることが多い行政の窓口に寄せられた相談の中で、弁護

士による専門的な対応が必要なケースについては、速やかに行政と弁護士会が連携して対処できる
ような仕組みを構築する必要があります。

エ　ひまわり15周年事業
平成 10 年 5 月にひまわりが発足してから、15 周年を記念し、大阪弁護士会では、ひまわり 15

周年として、各自治体等の支援者を対象とした、無料法律相談会、講演会を実施して、大阪府下全
域に弁護士を講師として派遣しています。
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【高齢者・障害者についての法律相談窓口】

ア　大阪弁護士会・高齢者・障害者総合支援センター（詳細は 119 頁）
大阪市北区西天満 1 − 12 − 5　電話 06 − 6364 − 1251
電話相談（火曜・水曜・金曜の午後 1 時～ 4 時）　無料
来館相談（火曜・金曜午後 1 時～ 4 時）　要予約・有料
出張相談（随時）　要予約・有料

イ　大阪府社会福祉協議会・大阪後見支援センター（あいあいねっと）（詳細は 124 頁）
大阪市中央区谷町 7 丁目 4 − 15　電話 06 − 6764 − 5600
専門相談（木曜）　弁護士が対応。要予約・無料

ウ　大阪市社会福祉研修・情報センター（詳細は 124 頁）
大阪市西成区出城 2 丁目 5 − 20　電話 06 − 4392 − 8181
専門相談（水曜・木曜・金曜）　弁護士が対応。要予約・無料

エ　ろうあ会館（詳細は 124 頁）

オ　堺市権利擁護サポートセンター
堺市堺区南瓦町 2 版 1 号堺市総合福祉会館 4 階　電話 072 − 225 − 5655
専門相談　毎月第 1・第 2・第 4 火曜日　弁護士が対応。要予約・無料
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8　子ども
⑴　少年保護事件

ア　大阪における少年付添人選任率
平成 24 年の全国における一般保護事件のうち観護措置をとられた少年は、10,047 人ですが、そ

のうち付添人が付された少年は、7,788 人（77.5％）となっております。しかし、大阪の付添人選
任率は非常に低く、一般保護事件のうち観護措置をとられた少年は、大阪本庁と堺支部をあわせて
1,386 人ですが、そのうち付添人が付された少年は、805 人（58％）にしか付添人が付されておら
ず、全国と比較して低い水準にあります。

イ　当番付添人の選任率
全国の弁護士会は、付添人の選任率を上げるため、当番付添人制度を実施しており、大阪弁護士

会でも、平成 19 年 10 月より「少年当番付添人制度」を始めています。これにより、大阪におい
ても、平成 18 年は 18.7％であった付添人選任率が、平成 21 年には 41.5％に増加し、更に、平成
24 年には 58％まで増加しましたが、それでも成人の被告人の弁護人選任率（約 98％）と比べると
極めて低く、更なる増加を目指す必要があります。

ウ　国選付添人制度
平成 21 年 5 月から被疑者国選弁護制度が必要的弁護事件に拡大して実施されていますが、平成

19 年 11 月から実施されている国選付添人制度は、被害者が死亡した事件等の重大事件に対象が限
定されたままになっていました。しかしながら、国選付添人制度を被疑者国選対象事件まで拡大す
る内容を含む少年法改正案が国会に提出され、平成 26 年 4 月 11 日に成立しました。公布後 2 ヶ
月でこれが施行されます。もっとも、選任は裁判所の裁量に委ねられています。平成 24 年の大阪
における一般保護事件のうち、観護措置をとられた少年数は 1,386 人ですが、少年法改正後、国選
付添対象事件が拡大された場合の国選付添人対象事件数を試算すると、1,156 件となり、現行の国
選付添人対象事件数、55 件から大幅に増えることになります。そこで、少年法改正後の国選付添
人対象事件数の増大に対応するため、国選付添人名簿の整備と、研修による国選付添人の量的、質
的強化を図ることが急務です。

⑵　児童虐待問題
ア　大阪の状況

全国の児童相談所で対応した児童虐待相談対応件数は、平成 10 年に 6,932 件でしたが、平成 14
年に 23,738 件、平成 24 年には 66,807 件と、平成 10 年から約 10 倍となっており、児童虐待は全
国的な社会問題となっています。なかでも、大阪は児童虐待相談対応件数が多く、平成 24 年度、
大阪府 6,079 件（全国 1 位）、大阪市 2,823 件、堺市 973 件でした。

イ　弁護士の役割
このような深刻な状況に対処すべく、大阪府において、平成 12 年 11 月に弁護士・医者・児童

心理士等の専門家からなる大阪府児童虐待危機介入援助チームが発足した他、大阪市や堺市でも、
弁護士が専門的立場から、一般的な法律相談から児童相談所の代理人として家庭裁判所への各種申
立まで、種々の活動を行っています。
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⑶　学校でのいじめ・体罰等の問題
ア　「いじめ」と第三者調査委員会

平成 24 年 7 月、大津市の中学生が「いじめ」を理由に自殺したとの報道がされ、第三者調査委
員会が設置されたことから、「いじめ」における「公正・中立」な事実調査の問題が大きく注目さ
れることになりました。同事件で設置された第三者調査委員会が示した提言においては、教育・心
理・医療・司法の各分野における専門職の知識・経験を活かす必要性が指摘されました。

平成 25 年 9 月 28 日には、いじめ防止対策推進法が施行され、同法では、①道徳教育の推進、
②早期発見のための措置、③相談体制の整備などを定めるとともに、重大事案が生じた場合、学校
に事実関係の調査を求め、児童等の保護者からの通報があった場合も、事実確認の措置を講ずるこ
とを求めています。このような場合には、第三者調査委員会が設置され、弁護士へ調査委員就任の
依頼の増加も考えられます。

従来から大阪弁護士会では、「子どものみかた」をキーワードに子どもの人権 110 番という電話
相談を実施していましたが、上記事態を受けて、緊急に電話相談を実施しました。

大津市中学生自死事件の後にも、近畿弁護士会連合会管内では「いじめ」を原因とする疑いがあ
る事案が数件起こっており、弁護士が調査委員や調査員として関与するケースが増えています。

イ　弁護士の役割
「いじめ」や不登校等の学校問題では、子どもの代理人となる弁護士が子どもと保護者（親）の

ニーズを上手く把握することが必要です。学校と常に対立的になることは、必ずしも子どもの利益
に沿わない場合もありますので、その子どもにとって何が必要で何が重要なのかを念頭においた対
応が必要です。いじめが始まった早い段階で弁護士が介入し、環境調整をしていくことは、いじめ
の解決に第一次的責任を有する学校にとっても有意義なことであると考えられます。

⑷　外国人の子どもの問題
ア　在留資格のない子どもの問題

従来、在留資格のない外国人も外国人登録は可能でしたが、平成 24 年 7 月施行の改正入管法に
よって、従来の外国人登録制度は廃止され、定住外国人には住民登録制度が導入されました。これ
によって、在留資格のない外国人の子どもの就学の機会が奪われることが危惧されています。この
ような動きがないか否か、注意を払う必要があります。また、日本で育って母国語が出来ない外国
人の子どもが、退去強制によって教育を受ける機会を奪われることがあり、このような問題につい
ても研究・検討をしています。

イ　外国人の子どもの教育問題
外国人の子どもにとって、自己のルーツと自民族の文化や歴史を学ぶことは、自分に自信を持っ

て生きるために極めて重要なことです。子どもの権利委員会では、大阪の複数の公立学校に設置さ
れている民族学級、及び各種学校や無認可の外国人学校などを訪問し、関係者から聞き取りを行っ
て制度上の問題点を研究しています。

ウ　ヘイトスピーチの問題
近年、外国人に対する誹謗中傷を含んだ街宣活動が頻繁に行われています。このようなヘイトス

ピーチは、子どもの成長に極めて深刻な悪影響を及ぼすおそれがあります。外国人の子どもたちが
このようなヘイトスピーチにさらされないよう、表現の自由との関係に配慮しつつも、法規制につ
いての検討・研究を行っています。
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⑸　未成年後見
件数は少ないものの家庭裁判所からの依頼で弁護士が未成年後見人に選任されることがあります

（平成 24 年度において、未成年後見人選任事件全体の新受件数は、全国 2,426 件、大阪 215 件でした）。
核家族化が進み、親戚・知人との関係も希薄化していく中で、弁護士が未成年後見人として選任され
る件数が増えると考えられますが、当該未成年者とそれまでの関わりが殆どない弁護士が財産管理と
身上監護の両方の権利義務を一手に引き受けることの負担の大きさなどが課題とされてきたところで
す。この点、今般、民法が改正され、平成 24 年 4 月 1 日以降、複数の未成年後見人を選任すること
ができるようになりました。これによって、専門知識の必要な遺産の管理等（財産管理）を弁護士が
行い、子どもの日々の生活の見守り（身上監護）を親戚が行うといった分担も可能となり、今後、よ
り適切かつ迅速な未成年後見人制度の運用が期待されます。

【子どもの問題についての法律相談窓口】

●　大阪弁護士会刑事当番弁護士（少年）（詳細は 119 頁）
●　大阪弁護士会子どもの人権テレフォン相談（詳細は 119 頁）
●　大阪弁護士会市民法律相談センター（詳細は 119 頁）
●　日本司法支援センター（法テラス）（詳細は 122 頁）
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9　行政問題
⑴　大阪府下におけるその法的問題の実情

全国の地方裁判所の行政訴訟事件は、過去 10 年間で大幅に増加しています。
特に、平成 17 年（2005 年）4 月に改正行政事件訴訟法が施行され、その翌年、大幅に増加した後、

年間 2000 件以上の件数が維持されています。

西暦 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

件数 1856 1844 1863 2081 2211 2170 2029 2195 2268 2417

増加件数 0 -12 7 225 355 314 173 339 412 561

前年比 0 -12 +19 +218 +130 -41 -141 +166 +73 +149

大阪地方裁判所（支部を含む）における平成 24 年の第 1 審新受件数は、297 件で、全国の約 12％
となっています。

また、大阪地方裁判所第 2 及び第 7 民事部における近年の新受事件の内訳は、以下のとおり（た
だし、大阪弁護士会との協議会で報告された速報値です。）です。

西暦 2010 年 2011 年
地方自治関係訴訟 15 件 11 件
租税関係 28 件 19 件
出入国・難民認定関係訴訟 50 件 58 件
社会保障関係訴訟 20 件 28 件
情報公開・個人情報開示関係訴訟 5 件 11 件
その他 65 件 49 件
計 183 件 176 件

⑵　大阪府下における法的救済の実情
ア　行政訴訟事件全般について

改正行政事件訴訟法が平成 17 年 4 月 1 日施行され、救済範囲の拡大などが図られました。しかし、
行政訴訟には、原告適格・処分性・行政裁量（専門性）、証拠偏在、事実認定（行政の無謬性）等の
壁が依然としてあり、市民が行政庁相手に救済を受けることが極めて厳しい実情にあります。

下記表（ただし前記同様の速報値である）からも、原告の請求が認容される率は極めて低いこと
がうかがえます。

西暦 2011 年
認容（率） 7 件（4％）

棄却 104 件
却下 18 件

取り下げ 42 件

仮の差し止め
申立て 発令 却下 取り下げ
1 件 0 件 1 件 0 件

仮の義務付け
申立て 発令 却下 取り下げ
2 件 0 件 1 件 1 件

執行停止
申立て 発令 却下 その他
29 件 14 件 10 件 5 件

（平成24年・司法統計）
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イ　租税関係
課税処分をめぐる府民の行政救済及び司法救済は十分に図られているとは言い難い状況にありま

す。その原因として、裁判所の判断が課税庁寄りとなることが多いためと指摘されています。ほか
にも、税金問題では府民（納税者）が弁護士に相談するよりも、税理士に相談し、「課税処分」の
前段階である調査段階で、税務署側との交渉により解決を図る傾向が強く、課税庁側も納税者に修
正申告をさせて「更正処分」をせずに終了させているケースが多いためと指摘されています。

⑶　今後適切な法的救済が受けられるようにする方策
ア　府民への広報

行政に対する係争についても、裁判手続・不服申立手続を問わず、弁護士の法律相談を受け、弁
護士に依頼することができることを府民に広く知ってもらう必要があります。

イ　行政専門弁護士の養成
弁護士に対する研修については、従来型の講義形式の研修だけでなく、テーマをより実践的なも

のへと改善を図っていくほか、模擬行政法律相談などの体験型実務研修プログラムを行うなどして、
大阪弁護士会の行政専門相談に対応する専門弁護士の養成にとどまらず、広く行政を専門とする弁
護士の養成を図っていきます。

ウ　法律援助の対象拡大
行政に対する法的救済を必要とする府民への経済的支援をするため、日本司法支援センター（法

テラス）の法律援助対象事件を、裁判外行政事件全般に拡大するように求めることが必要です。
エ　行政内部で働く弁護士の支援

平成 25 年 12 月時点で大阪府下では 5 名の弁護士が常勤の任期付公務員として自治体で勤務し
ています。弁護士が行政内部から関与することで、行政の実態に精通した上で業務の改善等を提案
すること等が期待でき、行政の適法性の確保に資すると考えられます。行政に対する法的救済の必
要性を減少させるとの観点から、行政内部で働く弁護士が能力を発揮できるような環境作り及び支
援が必要です。

オ　行政に対する研修の拡大
債権管理・回収の分野は自治体からのニーズもあり、研修実績が増えています。法律に基づいた

行政を貫徹するためにも、弁護士には研修を通じて自治体職員の能力向上に寄与する役割が求めら
れていると考えられます。

また、地方議会の活性化と共に議会の条例立案能力の強化が求められており、弁護士が議会や議
員に対して研修を提供することは有益であると考えられます。

カ　行政に対する監査の強化
自治体においては、監査委員が選任されているほか、包括外部監査を実施している自治体もあり

ます。
監査委員の担い手として弁護士が選任されるケースは少ないのが現状ですが、会計の視点のみな

らず法的な視点からの監査を行う必要があります。
行政の内部統制を実効的なものにするために法律の専門家である弁護士が関与する必要性があり

ます。
包括外部監査においても同様に、会計の視点のみならず法的な視点からの監査を行う必要があります

が、平成 24 年度に包括外部監査を実施した大阪府下の 8自治体のうち弁護士が関与したのは 3自治体
にとどまっています。包括外部監査人或いはその補助者として弁護士が関与する必要性があります。

31



キ　税理士との協働
税金問題では上述したように納税者は税理士に相談していると考えられることから、弁護士と税

理士が協働して、行政救済及び司法救済を図っていかなければなりません。
そのためにも弁護士と税理士との間で協働できるような関係を築いていくことが必要です。

【法律相談を受けることができる主な相談窓口】

●　大阪弁護士会・総合法律相談センター（詳細は 119 頁）
●　日本司法支援センター（法テラス）・コールセンター（詳細は 122 頁）
●　大阪弁護士会・公益通報サポートセンター電話相談（詳細は 119 頁）
●　大阪弁護士会・外国人の人権電話相談（詳細は 120 頁）
●　大阪弁護士会・行政連携センター（詳細は 90 頁）

お問い合わせ先 サービス内容 有料 / 無料の別

大阪弁護士会・総合法律相談センター
電話 06-6364-1248（予約受付コールセンター）

法律相談・
弁護士紹介 30 分以内 5400 円

日本司法支援センター（法テラス）・コールセンター
電話 0570-078374（平日 9 時～ 21 時・土 9 時～ 17 時） 情報提供 無料

大阪弁護士会・公益通報サポートセンター電話相談
電話 06-6364-6251（月 12 時～ 15 時） 公益通報相談 無料

大阪弁護士会・外国人の人権電話相談
電話 06-6364-6251（第 2・4 金 12 時～ 17 時）

外国人の在留資格制
等の相談 無料

大阪弁護士会・行政連携センター
電話 06-6364-1681（委員会部司法課）

委員推薦・
弁護士紹介・
講師派遣・
任期付公務員採用

相談は無料
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10　公害・環境問題
⑴　公害・環境問題と限定的な救済手段

公害・環境に関わる紛争が発生した場合、当事者は、①各市町村又は大阪府の公害苦情相談窓口へ
の苦情の申立て、②大阪府公害審査会又は公害等調整委員会への調停、あっせん等の申請、③裁判所
への訴訟の提起又は調停の申立て、をすることができます。

①は、公害苦情相談窓口での苦情の他、府下保健所での環境汚染に係る相談（苦情）や府警察機関
での公害関係の苦情等は相当な件数に上りますが、行政当局には強制力がなく、行政指導又はせいぜ
い改善勧告といった措置しか取れないため、救済効果は余り期待できません。

②は、裁定権限を有する公害等調整委員会（公調委）は東京のみに設置され、現在継続している大
阪府下の案件は 1 件です（平成 25 年現在）。そして、裁定権限を有さず、取扱い対象を大気、騒音、
水などの典型 7 公害に限定する大阪府公害審査会に係属する公害紛争事件もごく僅かであり（平成 6
年度～ 23 年度の間に終局した事件は 130 件にとどまっています。）、有効な救済手段といえないのが
現状です。

とすれば、③の方法しかないのですが、こちらも、被害救済、将来の被害発生の抑止という要請に
十分応えているとはいえません。すなわち、民事訴訟や行政訴訟では、被害者が自らの費用負担で調
査し、主張・立証することが求められます。しかし、必要な情報は加害者側が保有し（証拠の偏在）、
被害者による原因行為と被害の発生との間の因果関係の立証は極めて困難であるために、被害者の勝
訴率は低いのです。調停は裁判所における話し合いですが、成立には加害者側の同意が必要です。こ
うしたこともあって、訴訟提起、調停申立件数は非常に少ないのが現状です。

結局、公害・環境に関する紛争では、行政、司法いずれの救済制度も機能しておらず、府民の期待
に応えていません。より効果的な紛争解決制度が望まれるところです。

⑵　個別問題とその法的救済に向けた課題について
ア　中小工場や事業場が数多く立地し、密集市街地が拡がる大阪では、大気、騒音、水などの環境は

まだまだ劣悪です。道路沿道の地域を中心に、ぜん息等の呼吸器系疾患の患者は今も増えています。
また、日照、シックハウス（化学物質）、低周波など、典型 7 公害に当てはまらない新たな公害も
社会問題化していますが、上記のとおり、救済のための手段は不十分です。弁護士としては、こう
した問題に積極的に取り組むことが求められます。さらに、一歩進んで、眺望権なども含む「まち
づくり」まで視野を広げた取り組みも求められています。

イ　生活環境紛争と高層マンション等電話相談
高層マンションの建築に際して、騒音、日照権、風害、眺望等をめぐって、業者側と周辺住民と

の間で多種多様な環境紛争が発生します。
大阪弁護士会では、毎月 1 回、「高層マンション等電話相談」を実施し、被害実態の把握につと

めています。しかし、裁判による救済が難しく、法律上の問題点、どこにどのような苦情を申立て
るかについて的確にアドバイスできる弁護士は少ない現状にあります。

ウ　アスベスト（石綿）問題
アスベスト問題は、「史上最大の社会的災害」と評されています。中皮腫は、アスベストにばく

露した人が罹患する疾患の一つですが、大阪府はその死亡者数が全国一です。泉南地域では、石綿
糸、石綿布などの工場が多数立地していましたが、家内工業や中小零細工場が中心で、「工」「農」

「住」が混在し、しかもほとんどが廃業しており、被害救済は困難とされています。労働安全衛生
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法施行令が改正されて全ての石綿が全面的に禁止となり、石綿による健康被害の救済に関する法律
も平成 18 年に制定施行されました。その後、対象疾病の認定について基準の改正が行われている
ものの、救済対象と内容はまだまだ不十分と言わざるを得ません。国の責任が問われ、救済を求め
る訴訟も多数係属中です。

エ　廃棄物問題
廃家電や容器包装のリサイクルは法制化されましたが、不法投棄は後を絶たず、最近では中国や

東南アジアへの「輸出」も問題となっています。大阪府でも和泉市の山中に「産廃銀座」と呼ばれ
る地区があり、産廃業者が軒を連ね、鉄くずや廃プラが山積みになっています。取り組みの強化が
求められるところです。

さらに、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によって大量に発生したがれき等の震災
廃棄物の処理をめぐって、新たな問題が発生しています。震災廃棄物の多くに、福島第一原発事故
により拡散した放射性物質による汚染が懸念されていますが、こうした震災廃棄物の広域処理をめ
ぐり、住民の反対運動などが発生しました。大阪府での処理は、平成 25 年 9 月 10 日をもって終
了していますが、住民の健康被害に対する不安は、依然、十分には払拭されていません。

⑶　大阪府民の公害・環境問題に関する紛争で求められること
①　公害・環境問題に精通する弁護士を数多く養成し、大阪弁護士会にこの分野の専門相談を設ける

べきです。
②　公害紛争処理法の改正以外にも、大阪府公害審査会の組織や機能の充実が望まれます。仮処分的

手続や調停成立後の不履行に対する制裁的制度が必要ですし、典型 7 公害に限定せず、日照問題等
全ての公害・環境事例を取り扱えるようにすべきです。

なお、近畿弁護士会連合会は、平成 22 年 11 月 19 日開催の人権擁護大会で、公調委に「調査受
託制度」を新設し、被害未発生の段階から、公害審査会や裁判所の嘱託により、同機関の費用負担
で専門知識を有する調査能力を利用して影響調査を行う制度の新設を提言しています。

⑷　相談窓口

●　法律相談センターにおける一般相談（詳細は 119 頁）
●　高層マンション等電話相談（詳細は 119 頁）
●　各自治体の公害苦情相談窓口（詳細は 124 頁）
●　大阪府公害審査会（詳細は 124 頁）
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11　医療過誤
⑴　大阪府下における法的問題の現状

ア　医療事故の発生状況について（全国）
公益財団法人日本医療機能評価機構が実施している医療事故情報収集等事業の結果によると、平

成 24 年において、全国 273 の病院から合計 2,535 件の医療事故事例の報告があり、そのうち 180 件
が死亡事例、994 件が何らかの障害残存の可能性がある事例であったとされています。この数字は、
同事業に参加している 273 の病院におけるものであり、全国の病院数が 8,551（平成 25 年 7 月時点）
であることに照らすと、全国で毎年発生している医療事故件数は相当多数に上ると推測されます。

イ　大阪府下においても同様に多数の医療事故が発生していると思われ、それによって発生した患者
の生命や健康への被害を救済する必要があります。他方、医療側からは、医療行為が水準を満たし
ているのに予期した結果が得られないというだけで責任追及がなされるのは医療の萎縮に繋がりか
ねないという指摘もなされています。患者側、医療側を問わず、医療紛争に関与する弁護士として
は、医療紛争を適正かつ合理的に解決することが求められていると言えます。

⑵　大阪府下における法的救済の現状
ア　医療過誤訴訟（民事）
ア　下表のとおり、医療過誤訴訟の新受件数は、全国的には平成 16 年をピークに、大阪において

は平成 17 年をピークに、いずれも減少傾向にあります。これは、医療事故数が減少しているの
ではなく、示談等の裁判外の紛争処理が一定の役割を果たしている結果と思われます。

また、判決の認容率（全国）は、通常の民事訴訟事件が平均して 80％を超えているのに比べ、
医療過誤訴訟の認容率は元々低いうえ、近年は 20％台になっています。これは、示談が困難な
難事件が法廷で争われる傾向にあること、訴訟になっても和解で終了する場合が増加しているこ
とを反映するものと思われます。
表　医療関係訴訟の新受件数と認容率の推移

新受件数 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

全国 ※1 906 1,003 1,110 999 913 944 876 732 791 768 793

大阪 ※2 91 100 132 141 123 108 114 97 93 86 79

全国認容率 ※1 38.6％ 44.3 39.5 37.6 35.1 37.8 26.7 25.3 20.2 25.4 22.6

イ　医事集中部

かつて医療過誤訴訟が増加し、審理が長期化する傾向がありました。これを受けて、大阪、東
京、千葉、名古屋、福岡、札幌、さいたま、横浜などの各地裁では医療訴訟を集中的に取り扱う
医事集中部が設けられました。大阪地裁では 2001 年 4 月に医事集中部が 2 か部設けられ、現在
では第 17、19、20 民事部の 3 か部になっています。

医事集中部では、早期の争点整理、集中証拠調べなどの審理促進策が採られています。鑑定人
の推薦についても各地で大学病院等のネットワークが構築されるとともに、最高裁判所に医事関
係訴訟委員会が設置され、鑑定人の選任が早期かつ確実になされるようになりました。

この他、訴訟手続において第三者の医師に専門的知見の説明を求めることができる専門委員制
度が導入されており、早期の争点整理等に一定の役割を果たす例もあります。

こうした取り組みにより、審理期間は短縮される傾向にあります。全国の医療過誤訴訟の平均

※1　最高裁判所ホームページによる　　※2　大阪地方裁判所提供資料による
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審理期間は、平成 9 年には 36.3 か月でしたが、平成 24 年には 24.5 か月に短縮されています。
また、大阪地裁医事集中部での平均審理期間は更に短く、20.3 か月（H21）となっています。

イ　裁判外紛争解決機関（ADR）
ア　ADR 制度は、裁判外において紛争を解決するためのものです。あっせん委員として専門家が

当事者の間に入り、事案の実情に即して示談あっせんを行います。比較的単純で請求額が低額な
事件が適するといわれており、低廉なコストで迅速かつ柔軟な解決が得られる場合があります。

イ　東京では、平成 19 年 9 月より東京三弁護士会が紛争解決センター（東京弁護士会）及び仲裁
解決センター（東京第一弁護士会・第二東京弁護士会）に医療紛争を対象にした部門を設置し、
医療 ADR として利用されています。同制度が発足した平成 19 年 9 月から平成 24 年 12 月まで
の申立件数は 192 件です。

ウ　大阪では、医療紛争に特化した ADR 制度はまだないものの、公益社団法人総合紛争解決セン
ターによる ADR 制度が医療紛争にも利用されています。医療に関する申立件数は、平成 21 年度
が 4 件、22 年度が 13 件、23 年度が 7 件となっています。医療紛争の場合は、医師とともに医
療事件に詳しい弁護士をあっせん委員にするなどの配慮が行われています。ADR を利用するに
は相手方が手続を開始することに応諾する必要がありますが（応諾しない場合は ADR を利用で
きません）、医療紛争の場合は医療機関側の応諾率が低いという点が指摘されています。

ウ　大阪弁護士会総合法律相談センターの医療法律相談、弁護士紹介
大阪弁護士会総合法律相談センターでは、専門法律相談として、週 1 回の医療法律相談を実施し

ています。医療事件について一定の実務経験があり、かつ、所定の研修を受けた者として名簿に登
録された弁護士が相談を担当します。総合法律相談センターにおける医療事件の相談件数は、平成
23 年は 158 件、平成 24 年は 211 件でした。

また、総合法律相談センターには弁護士紹介制度があり、医療事件の紹介依頼に対し医療法律相
談の担当者名簿に登録された弁護士を紹介しています。

エ　行政の医療相談窓口
大阪府下では、大阪府、大阪市、堺市、東大阪市、高槻市等の保健所に医療全般に関する問い合

わせを含めた医療相談窓口が設けられています。但し、診断・検査内容の是非や医療ミスであるか
の判断や医療機関とのトラブルの仲裁などには対応できないとされていますので、それらの相談に
対しては、弁護士会の法律相談等に関する情報提供が行われることになります。

オ　産科医療補償制度（全国）
分娩に関連して発症した重度脳性麻痺の子どもとその家族の経済的負担を速やかに補償すること、

脳性麻痺が発症した原因の分析を行い再発防止に役立つ情報を提供すること等を目的とする制度で
す。公益財団法人日本医療機能評価機構が損害保険制度を利用して実施するもので、当該保険に加
入している分娩機関での平成 21 年 1 月 1 日以降のお産が補償の対象となります。分娩機関に過失
がなくても補償される点に特徴があります。

同機構の原因分析委員会には医師とともに弁護士委員が参画し、当会所属弁護士も委員を務めて
います。

カ　診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業（全国）
診療行為に関連した死亡の原因について、遺族の申請によって医師等の専門家が調査するととも

に、同様の事例が再発しないための対策を検討するものです。厚生労働省の補助事業として一般社
団法人日本医療安全調査機構が実施するものです。現在大阪府を含む 12 の都道府県内の医療機関
で発生した事案について取り扱っています。調査を担当する評価委員会には弁護士委員も参画し、
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当会所属弁護士も委員を務めています。

⑶　今後の方策
ア　取扱弁護士の養成、研修

医療過誤事件を取り扱う患者側の弁護士の数は、まだまだ十分とはいえません。案件の複雑化、
多様化に対応できる弁護士の養成と研修を行う必要があります。大阪弁護士会では、平成 23 年 4
月より医療委員会を発足させ、患者側で業務を取り扱う弁護士と、医療側で業務を取り扱う弁護士
が同委員会に所属し、双方が協力して取扱弁護士の養成と研修に取り組んでいるところです。

イ　専門法律相談の広報
上記のとおり大阪弁護士会総合法律相談センターで医療法律相談を実施していますが、相談稼働

率は高くはないため、専門相談を実施していることの広報が必要です。
ウ　法律扶助の拡充

患者が医療過誤について医療機関の法的責任を追及するには、専門家への依頼が不可欠ですが、
それには相応の費用がかかります。費用の支弁が難しい場合には日本司法支援センター（法テラ
ス）の法律扶助制度の利用が考えられますが、現状では十分に活用されているとは言えません。そ
の原因の一つとして、援助基準による弁護士報酬が医療事件の専門性や要する時間・労力に見合わ
ないと考える弁護士が少なくないという点が指摘されています。法律扶助の拡充のために、援助基
準の見直し等の働きかけが必要と考えます。

エ　ADRの充実
大阪では前述のとおり総合紛争解決センターの ADR 制度が、医療事件にも利用されており、あ

っせん委員に医療事件に詳しい弁護士を入れる等の配慮がなされていますが、ADR 制度を充実さ
せるには、医療紛争に特化した ADR の設置を検討することが必要です。大阪弁護士会医療委員会
において現在、制度のあり方について研究、検討を行っているところです。

オ　行政との連携
行政によって実施されている医療相談窓口の連絡協議会には、弁護士が委員として参画していま

す。同協議会が編纂する事例集に大阪弁護士会総合法律相談センターの医療法律相談の情報を掲載
してもらう等、相談者への情報提供の面で一定の連携がとられていますが、今後さらに相談者のニ
ーズに応えるため、行政と弁護士会との連携をより一層深める必要があり、大阪弁護士会医療委員
会において取り組んでいるところです。

【医療過誤問題についての相談先】

大阪弁護士会　総合法律相談センター（詳細は 119 頁）
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12　犯罪被害者支援
⑴　犯罪被害者支援制度の現状

平成 16 年 12 月に犯罪被害者の権利保護などを掲げた「犯罪被害者等基本法」が成立し、その後、平
成 19 年 6 月に「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を改正する法律」及
び「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律」が成立し、刑
事裁判手続への被害者参加制度と損害賠償命令制度が導入されることとなりました。

また、平成 20 年 4 月には、「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事手続に付随する措置に
関する法律及び総合法律支援法の一部を改正する法律」が成立し、資力のない犯罪被害者について国選
による被害者参加人を援助する弁護士（被害者参加弁護士）を付する制度が創設されることになりました。

これらの法律は既に平成 20 年 12 月までに施行され、弁護士による新しい被害者支援の実践が始まっ
ています。

これらの制度を表にすると以下のとおりとなります。
全国で平成 24 年に裁判所（地方裁判所・簡易裁判所）により参加許可された被害者数は、1,000 人、

うち被害者参加弁護士が選定された数は、324 人でした。
●申出ができる方の範囲や必要書類

被害者参加
殺人・傷害等の一定の刑事手
続の損害賠償命令

被害者参加弁護士の選定

申出が
できる方

⑴　被害者本人
⑵�　被害者の法定代理人（親

権者など）
⑶�　被害者が亡くなってい

たり、重い病気やけがをさ
れている場合は、その配偶
者、直系親族（親や子な
ど）、兄弟姉妹

資力が一定の基準額（200 万
円）にみたない被害者参加人
※ 資力とは、預金、現金等
の合計額をいい、6 ヶ月以内
に犯罪行為を原因として治
療費等の費用を支出する見
込みがあれば、その費用を資
力から控除します。

⑴　被害者本人
⑵�　被害者の一般承継人（相

続人など）

必要な
書類等

①�　申出をする方の身分証
明証（運転免許証、パスポ
ートなど）

②　印鑑
※�　①、②のほか、被害者本

人との関係がわかるもの
（戸籍謄本など）や被害者
の方の診断書の提示をお
願いすることがあります。

①�　申出をする方の身分証
明証（運転免許証、パスポ
ートなど）

②　印鑑
③　所定の選定請求書
④　所定の資力等申告書

①�　所定の記載をした申立
書 2 通（正本・副本）

②　印鑑

申出
手数料等 不要 不要 収入印紙 2,000 円（注）

郵便切手

申出時期 被害者参加をするに際して 被害者参加の許可を受けた後 当該刑事手続の弁論終結まで

申出先 検察官 日本司法支援センター（法テ
ラス） 当該刑事手続の地方裁判所

（注）民事訴訟手続に移行した場合は、通常の訴訟の手数料が必要となります。
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これらの他にも、犯罪行為により不慮の死を遂げた者の遺族や、一定の重傷病を負った者、障害が
残った者に対して国が犯罪被害者給付金を支給する制度（犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被
害者等の支援に関する法律）、DV 被害者を保護命令等により保護する制度（配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護等に関する法律）、ストーカー被害者を警告や禁止命令等により保護する制度

（ストーカー行為等の規制等に関する法律）などがあります。

⑵　弁護士による法的救済と今後の方策
大阪弁護士会は、犯罪被害者支援委員会を設置し、次のような活動を行っています。
現時点では犯罪被害総数に比して無料被害者相談や被害者参加弁護士、精通弁護士の利用は必ずし

も多くはありませんが、今後は、広報や他機関との連携によってその拡充を図るとともに、新たな相
談体制（犯罪被害者支援専門相談等）の構築も検討しています。
ア　無料被害者相談（電話相談、面接相談）

犯罪被害者のための電話相談（毎週火曜日午後 3 時から 6 時）を常設し、さらに必要に応じて
電話相談に引き続く面接相談を実施しています。初回の面接相談は無料です。平成 24 年度の電話
相談件数は 350 件でした。

イ　弁護士に対する研修・広報
弁護士が犯罪被害者の心理や援助手法、犯罪被害者に関わる法制度について理解を深めるための

研修・広報を実施しています。
ウ　他機関との連携など

大阪地方検察庁及び法テラス・大阪と犯罪被害者支援制度の具体的な運用について懇談会を開催
するなどしています。

エ　犯罪被害者に関わる具体的検討課題の研究
具体的な検討課題の研究をより深め、会内外に必要な提言を行います。

オ　被害者参加弁護士名簿、精通弁護士名簿等の管理
法テラスは、被害者参加弁護士の選定に関与するとともに精通弁護士制度を運営していますが、

大阪府におけるそれぞれの弁護士名簿（選定候補者）は、犯罪被害者支援委員会が管理しています
（上記（1）、下記（3）イ）。

被害者参加弁護士の選定は、平成 24 年度で 27 件、25 年度（12 月まで）で 33 件、精通弁護士
の推薦は、平成 24 年度で 42 件、25 年度（12 月まで）で 63 件でした。

⑶　大阪弁護士会以外の相談窓口等
ア　裁判所

各犯罪被害者支援制度の利用を希望する方や、もっと詳しくお知りになりたい方は、事件を担当
する裁判所までお問い合わせください。
●　裁判所　http：//www.courts.go.jp/

イ　法テラス（日本司法支援センター）
精通弁護士制度は、法テラスにおける犯罪被害者支援業務の一環で、犯罪被害者が法テラスへ連

絡してきた場合、必要な支援が受けられるように設けられた制度です。精通弁護士は犯罪被害者の
対応に精通した弁護士ということですが、犯罪被害者支援委員会委員として委員会に出席している
弁護士、犯罪被害者に関する研修を履修した弁護士、犯罪被害者電話相談等を担当した弁護士が、
届出により精通弁護士として名簿登録されています。
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●　法テラス　http：//www.houterasu.or.jp/
ウ　他にも、下記のような犯罪被害者支援相談窓口等があります。

以下詳細は 125 頁

●　大阪地検犯罪被害者支援員室「被害者ホットライン」
●　警察相談室（警察へのご意見・ご要望・苦情や事件事故等に関する相談）
●　ウーマンライン（女性警察官による性犯罪被害相談専用電話）
●　ストーカー 110 番（警察関係）
●　NPO 法人大阪被害者支援アドボカシーセンター
●　全国犯罪被害者の会（あすの会）
●　TAV 交通死被害者の会
●　大阪府女性相談センター（DV 被害者・女性からの相談対応及び支援）
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13　民事介入暴力
⑴　暴力団の現状
　ア　暴力団の人数

警察が把握している全国の暴力団構成員及び準構成員の人数は、平成 24 年末現在で約 6 万 3200
人、そのうち構成員が約 2 万 8800 人、準構成員が約 3 万 4400 人です。全体の人数は、近年大幅
に減少しており、平成 24 年末は平成 21 年末（約 8 万 900 人）と比べて約 1 万 7700 人減少しまし
た。一方で、主要 3 組織（山口組、住吉会、稲川会）の寡占化が進んでおり、全暴力団勢力の
72.5% を占めています。このうち、山口組の勢力は約 2 万 7700 人で全体の 43.8% を占めており、
依然として一極集中の状態が顕著です。

大阪府内の暴力団は、平成 24 年末で、約 240 組織、人数約 6600 人で、平成 21 年末の 9200 人
と比べると約 2600 人減少しました。このうち山口組の勢力は約 5400 人と全体の 81.8% を占めて
おり、大阪が彼らの活動の中心となっていることが伺われます。

イ　暴力団の傾向
ア　潜在化・不透明化

「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（以下「暴対法」といいます。）が施行さ
れた後、暴力団は組事務所から代紋、看板等を撤収し、名簿等に構成員の氏名を記載せず、暴力
団であることを示す代紋入りの名刺を使用しないなど、組織実態に関する事実を隠蔽してきまし
たが、全国で暴力団排除条例（以下「暴排条例」といいます。）が施行されてからは（大阪府で
は平成 23 年 4 月施行）、特にその傾向が強まっています。

また、活動形態においても、政治活動や社会運動を仮装、標榜するなど、不透明化が顕著です。
イ　資金獲得活動の多様化

覚せい剤の密売、恐喝、賭博、ノミ行為等の暴力団特有の伝統的資金獲得活動は、依然として
暴力団の有力な資金源となっていますが、それに加え、その組織実態を隠蔽しながら、金融業、
建設業等各種の事業活動にも進出し、暴力団の威力を背景としつつも一般の経済取引を装い、
様々な資金獲得活動を活発化させています。

ウ　凶悪化

暴力団等によるとみられる事業者襲撃事件等や暴力団同士の対立抗争事件が多発しており、特
にその多くは銃器や手榴弾といった殺傷能力の高い武器が用いられるなど、地域社会にとっても
大きな脅威となっています。

大阪府内においても、平成 25 年 9 月に、大阪市生野区内のトランクルームから拳銃 7 丁、実
弾 500 発、ダイナマイト 21 本が発見されたという報道があったことは記憶に新しいところです。

⑵　暴力団など反社会的勢力による被害についての相談・救済システムの現状
ア　警察・暴力追放推進センター

暴力団など反社会的勢力による市民の被害については、各地の警察署や公益財団法人大阪府暴力
追放推進センター（以下「大阪府暴追センター」といいます。）に相談窓口があります。

大阪府警察が平成 24 年度中に暴対法に基づき発出した中止命令（暴対法で禁止されている暴力
的要求行為などを直ちに中止するよう、公安委員会が発令する行政命令）は 280 件、暴排条例に
基づき行った指導や勧告（暴排条例で禁止される暴力団への利益供与などを行った者に対する措
置）は 6 件です。
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また、大阪府暴追センターにおいて平成 24 年度中に受理した暴力相談は 1392 件で、平成 21 年
度の 1431 件よりは減少していますが、平成 23 年度の 1279 件よりは増加しており、ほぼ横ばいの
状態です。

イ　大阪弁護士会における取り組み
大阪弁護士会では、民事介入暴力及び弁護士業務妨害対策委員会（以下、「民暴委員会」といい

ます。）が中心となって、暴追センターが主催する不当要求責任者講習等の民事介入暴力に対する
対処方法・法的救済手段等に関する講習・講演への講師派遣、無料法律相談会等への弁護士派遣か
ら、実際の民事介入暴力事案についての支援活動など幅広く対応しています。

大阪弁護士会民暴委員会において、支援決定を行い、弁護団において対応している事件は、平成
21 年度 2 件、平成 22 年度 6 件、平成 23 年度 5 件、平成 24 年度 7 件ありました。

また、行政や各地域・業界団体との関係でも、大阪府下の地方公共団体が設置する行政対象暴力
連絡協議会や各地域・業界団体の暴力団暴排対策協議会等に、弁護士を顧問・参与として派遣する
など、連携を深めています。

⑶　今後適切な法的救済を受けられるようにするための方策
ア　行為者（属性）主義から行為主義へ

暴力団の潜在化・不透明化により、不当要求行為を行っている行為者が、暴力団員等であるのか
どうか、その属性が分からない（誰だか分からないが恐ろしい人物・団体）という事例が主流とな
ってきました。

そこで、大阪弁護士会民暴委員会では、相手方が暴力団員等であるか否かにかかわらず、いわゆ
る悪質クレーマーも含め、相手方の行っている行為に着目して、その行為が、暴力的・詐欺的であ
るなど、違法・不当なものである場合には支援活動を行っています。

しかし、相手方が暴力団であることがはっきりしない場合には、警察や弁護士への相談を躊躇す
る例が、まだまだ多いのではないかと思われます。

そこで、行為者（属性）ではなく、行為そのものを問題とすべきであり、暴力的・詐欺的な不法
行為等については、相手方が暴力団員等であるか否かにかかわらず、警察や弁護士の支援を得られ
るということを PR していく必要があると思われます。

イ　指定暴力団の代表者等への損害賠償請求
暴対法 31 条では、暴力団の対立抗争などにより被害を受けた被害者の救済と、暴力団の違法、

不当な収益等の剥奪、対立抗争の防止を図るため、指定暴力団の代表者等に対して、無過失責任を
負わせており（いわゆる「抗争型」）、同 31 条の 2 では、暴力団の威力を使って資金を獲得する行
為（いわゆる「しのぎ型」）を行うについて、他人の生命、身体又は財産を侵害したときは、一定
の場合を除いて、代表者等が損賠償義務を負うこととされています。

そこで、暴力団員による被害を受けた場合、実際の行為者に資力がないときでも、代表者等に対
して損害賠償責任を追及することにより、実質的に被害を回復することができます。このような制
度についても一般に理解されるよう PR していくことが必要であると思われます。

ウ　暴力団事務所対策（適格団体訴訟）
暴力団組事務所に対する対策として、これまで、付近住民等による使用差止請求（暴力団事務所

としての使用を禁止する仮処分等）などがありましたが、住民の代表者等に対する報復などの懸念
から、このような請求ができないという事態も生じています。

そこで、暴対法の平成 24 年改正により、住民に代わって、暴対法上の適格団体である暴追セン
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ターが、使用差止訴訟等を行えるようになりました。このような制度についても一般に理解される
よう PR していくことが必要であると思われます。

【民事介入暴力についての相談先】

●　公益財団法人大阪府暴力追放推進センター（暴追センター）（詳細は 124 頁）
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14　人権
⑴　大阪府下の人権問題の概況

我が国においては 1990 年代初頭のバブル崩壊後「失われた 20 年」が経過し、貧困の格差が拡大
したと言われています。

特に大阪府下においては生活保護受給者も多く、閉塞感が強いと指摘されています（2012 年 6 月
に大阪府が作成した「大阪府の生活保護と生活困窮者対策について」によれば、大阪府下の被保護人
員は 30 万 57 人、保護率は 3.39％となっており、保護率は全国平均の倍になっています）。

そのため、リバティ大阪（大阪人権博物館）への補助金交付打ち切り、法務局人権擁護委員への補
助打ち切りなど人権分野への支援が弱まっており、かような状況下で人権の侵害が容易になされ、か
つ、その救済が困難になることが懸念されます。

よって、以下、大阪府下の人権相談の現状を概観したうえで、今後の展望についても簡単に触れた
いと思います。

⑵　大阪府下の人権相談の現状
ア　法務局人権相談

法務局は、毎年「法務局及び地方法務局管内別・種類別人権相談件数」を報告していますが、そ
れによれば、2012 年の大阪府下の相談件数の総数は 12,480 件であり、うち私人等に関するものは
11,701 件です。その内訳は、夫の妻に対する暴行・虐待相談 156 件、親の子に対する暴行・虐待
相談 134 件、医療関係相談 305 件、差別待遇に関する相談のうち障がい者 83 件・外国人 28 件、
インターネットにおけるプライバシー侵害相談 156 件、労働権関係 264 件、セクシュアル・ハラ
スメント 29 件、ストーカー相談 77 件などとなっています。

また、公務員の職務執行に関するものは 1,409 件ありました。
イ　大阪府下の人権相談

財団法人大阪府人権協会は、2002 年度より相談事業を実施しましたが、同協会に対する大阪府の
補助金と市町村からの分担金が 2011 年度をもって廃止され、2012 年度からは、市町村と大阪府とが
協定して公募する人権相談・啓発等事業が打ち出されるに至っています。大阪府人権協会はこの事業
に応募し、企画提案を選定されて、2012 年度から 3 年間この事業を受託することになりました。

なお、大阪府人権協会自身、2012 年度は大阪府からの受託事業である人権相談・啓発等事業を
軌道にのせることを中心にしながら人権相談及び人権啓発、人材養成とネットワーク作りに取り組
んだ年であったと評価、報告しています。

また、人権相談事業では、総合相談窓口で相談に対応するとともに、弁護士などの専門相談、市
町村相談サポートや人権相談機関ネットワークの運営、人権侵害・相談の集約を行っていると報告
しています。2012 年 7 月からは大阪府教育委員会の識字・日本語学習支援事業を受託し、12 月か
らは大阪市の相談事業も担っています。これらによって、大阪府分で延べ 1,016 件、大阪市分で
3,625 件、識字・日本語学習で 420 件の相談や支援を行いました。しかし、解決が難しい相談が多
く、また差別的と考えられる相談への対応などが十分進められず、難しい相談への対応力を高めて
いくことが求められると総括しています。

ウ　大阪市下の人権相談
大阪市においても人権相談事業を委託する形に変更し、2010 年 10 月、大阪市人権啓発・相談セ

ンターが開設されました。
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同センターでは、効果的な人権啓発事業を実施するとともに、広範な人権侵害に対し、迅速かつ
柔軟に対応できるよう、相談機能の充実・強化を図るとされており、2012 年度（2012 年 4 月～
2013 年 3 月）において 9,594 件の相談案件があったとされています。その内訳は、障がい者から
の相談 1538 件、高齢者からの相談 1204 件、女性からの相談 471 件、そのほか労働問題、医療問題、
外国人問題等、多様です。

エ　大阪弁護士会の人権救済活動の内容
ア　大阪弁護士会人権侵害救済申告事件処理

大阪弁護士会は、様々な社会的弱者の方の人権侵害を救済すべく、弁護士法 1 条の精神に基づ
き人権侵害救済申告事件制度を設けています。

2013 年度（2014 年 1 月末現在）の申告件数は 71 件であり、その多くは拘置所、刑務所等の刑
事施設に収容されている人からのものですが、捜査機関や学校による人権侵害の訴えと救済の訴え
もなされており、知的障がい者更生施設における人権侵害事案等について勧告等を行っています。

イ　大阪弁護士会各種電話相談活動

大阪弁護士会では、女性、子ども、高齢者、障がい者、外国人、患者、感染者、ホームレス状
態にある人など、社会的に弱い立場にあり、人権を侵害されやすい人達の人権問題に迅速適切に
対応する為、様々な電話相談を行っています。個別具体的なテーマは他章に譲りますが、その市
民からの声を人権救済につなげています。

オ　外国人人権相談
外国人に関する人権相談について、2003 年度に設置された大阪府外国人相談コーナー（現在の

名称は外国人情報コーナー）では 9 言語で対応していて、2011 年度の相談件数は 1,242 件です。
在留資格や暮らし、医療・福祉、結婚・国籍、労働等、様々な相談が寄せられています。

また、大阪法務局、大阪府、大阪入管局、大阪弁護士会等の関係団体が実行委員会を構成し
1995 年度から開催している「外国人のための一日インフォメーションサービス」という相談事業
もあり、そこでは法律、人権、出入国・在留、労働、医療、進学等、多分野の相談に対し日本語を
含む 10 言語で対応しています（2013 年は 6 月 9 日に実施）。

また、大阪法務局人権擁護局による外国人労働相談コーナー、大阪外国人雇用サービスセンター
による人権・労働相談も実施されており、公益財団法人大阪国際交流センターも外国人の為の相談
窓口を開設しています。

更に、大阪弁護士会では、毎月第 2、4 金曜日の午後から「外国人の人権無料電話相談」活動を
行っています。また、2007 年より、既設の電話相談制度を利用して、外国人の要請に基づいて弁
護士が入国管理局等に出張して無料法律相談を行う制度も開始しています。

⑶　弁護士による法的救済と今後の方策
ア　大阪府内で進んでいる地域人権相談機関ネットワークの更なる拡大と強化を図るとともに、法的

側面からの連携体制を確立するため、大阪弁護士会としても、このネットワークと協働する必要が
あります。

イ　各団体等が行っている人権相談の事例研究や経験交流、研修などを通じて、府下全体の人権相談
活動の質的向上を図るため、恒常的研修機関を設置する必要があります。

ウ　国が検討を始めている国内人権機関の設立の動きを見ながら、地域における人権相談、人権救済
に関する人権擁護システムの確立を目指す必要があります。

エ　特に、大阪弁護士会は、法的側面の専門家集団として、地域における人権擁護システムの確立を
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目指すため、積極的に政策提言を行うとともに、国際的な人権基準を踏まえた国際レベルを満たす
人権の保障を目指す必要があります。

【人権問題に関する相談窓口】
①　行政における各種人権相談（詳細は 124 頁）
②�　大阪弁護士会の法律相談�

外国人の人権無料電話相談（詳細は 119 頁）�
人権侵害救済申立制度
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15　ホームレス問題
⑴　大阪におけるホームレス問題の現状

厚生労働省が 2012 年 1 月に実施した「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）」によると、
全国で 9,576 人のうち、大阪府には全国最多の 2,366 人の野宿生活者がいます。東京 23 区及び政令
指定都市中でも大阪市は全国最多の 2,132 人です。

全国的に野宿生活者の数は、2008 年 1 月の 16,018 人から大きく減少しており、2011 年 1 月の
10,890 人からも 1 年間で 1,314 人減少しています。この間、大阪府及び大阪市の野宿生活者減少数の
多さが全国のそれを牽引していました（例えば、2009 年から 2010 年にかけて大阪府では 964 人が減
少し、大阪市では 864 人が減少）。

最近は、高齢の長期野宿層が固定化する一方、20 ～ 40 代の若年の野宿者が増加している傾向にあ
るようです。

⑵　大阪における法的救済の現状
ア　ホームレス状態にある人が抱える法的ニーズ

ホームレス状態は、居住すること、食べること、病気やけがに対して適切な医療を受けることが
保障されていない状況であり、襲撃被害などの危険にも常にさらされています。つまり、ホームレ
ス状態はそれ自体が深刻な人権侵害ですから、生活保護の適用などによって居宅を確保することが
最優先される必要があります。しかし、福祉事務所の窓口では、「家がないと保護できない」など
の違法な「水際作戦」が蔓延していました。

また、野宿生活者は、野宿に至る原因ともなった多重債務などの法的問題を抱えていることが多く、
それが野宿からの脱却の足かせになっています。野宿中に、犯罪者集団の餌食となり、勝手に住民票
の異動や養子縁組をされて身に覚えのない借金を背負わされる被害にあう例も少なくありません。

さらに、野宿を脱却して生活保護を受給してからも、「囲い屋」と言われる「貧困ビジネス」の
ターゲットとなって、保護費を搾取される被害にあう例も見られました。

イ　大阪弁護士会の取り組み
大阪弁護士会では、人権擁護委員会ホームレス問題・社会保障部会に所属する弁護士が中心とな

って、市内 5 箇所の自立支援センター（大阪市が設置する野宿生活者の就労支援施設）などにおい
て定例無料法律相談を実施しています。また、大阪市がその市内で、大阪府が府下各 4 ブロック

（豊能・三島、北河内、中南河内、泉北・泉南）で実施している巡回相談事業に随行する形で行う
巡回型定例無料法律相談も法律相談センターの事業として実施しています。

2002 年 8 月から 2005 年 3 月までの自立支援センター等における相談実績は、受任率が約 44％
と高く、相談内容の 86％（522 件中 449 件）が借金に関する相談であり、ほかにも生活保護、戸
籍・住民票などに関する相談があります。

ウ　生活保護行政の適正化
2009 年から 2010 年にかけて、これまで制限的であった生活保護の適用がよい意味で適正化され

ました。大阪市立更生相談所（釜ヶ崎地域の野宿生活者を対象とする福祉事務所）における居宅保
護（敷金支給）の実施件数は、2008 年 235 件、2009 年 481 件、2010 年 2342 件と激増しました。
この時期に大阪市で特に野宿生活者数が激減した理由は、保護行政の適正化によって生活保護制度
が機能し始めたことにあると考えられます。
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⑶　法的救済を充実させる方策
ア　行政との連携と、さらなるアクセスルートの拡充

前述した定例的な無料法律相談は、行政が実施する施策の一貫ですが、これを継続するとともに、
さらにアクセスルートを拡充することが課題です。

また、法律家だけで複合的な問題を抱える野宿生活者の支援を行うことは不可能ですから、医
療・就労・生活支援などについて、医師等の専門家や支援団体などとの連携を強化していく必要が
あります。

イ　法律扶助制度の活用
野宿生活者は究極の無資力者ですから、その法的支援のためには、立替金の償還猶予・免除を前

提として法律扶助制度を活用することが不可欠です。生活保護の適用を受けていない（元）野宿生
活者に対しても、「生活保護受給者に準じる生計困難者」として、柔軟に償還猶予・免除を適用し
ていくことが必要です。

ウ　刑務所を出所した人々に対する法的支援の強化
刑務所を出ても生活が安定しないためにホームレス状態となり、犯罪を繰り返す人が少なくあり

ません。大阪弁護士会では、こうした人々を支援するために刑事更生保護施設「和衷会」において
定例無料法律相談を実施しています（一度予算の都合で打ち切られましたが、復活しました）。
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16　貧困問題
⑴　大阪における貧困問題の現状

大阪市における生活保護受給者は、2008 年度の 11 万 7846 人から 2013 年 8 月の 15 万 1394 人へ
と 28％増加しています。中でも就労阻害要因が少ないと考えられる「その他世帯」の増加が顕著で
あるとされてきましたが、この間の「適正化」の取り組み等により若干の減少傾向が見られる一方、

「高齢世帯」は依然として増加を続けています。
大阪市内の生活保護の受給率は 5.6％で全国でも飛び抜けて高く（全国平均は 1.7％）、18 人に 1 人

が保護を利用している計算になります。大阪の貧困は、全国でも特に深刻な状況にあると言えます。
これは、高齢化社会が進展しているのに年金制度の不備で低年金・無年金の高齢者が激増している

からであると考えられます。また、2008 年秋のリーマンショック後の不況により失業が増加し、生
活保護の利用に直結したことも理由の一つです。もともと派遣等の非正規・不安定雇用の増加によっ
て雇用が劣化し、雇用保険等のセーフティネットも脆弱であるため、生活保護制度が「最初で最後の
セーフティネット」となっているのです。

⑵　大阪における法的救済の現状
多重債務問題については、専門の無料相談窓口が多数設置され、大阪市や堺市と連携しての自殺対

策の相談体制も構築されています（123 頁参照）。
労働問題については、大阪弁護士会法律相談センターに常設の専門相談窓口が設置され、労働者側

は初回相談料が無料であることから多数の相談が寄せられています（119 頁参照）。
ホームレス問題については、ホームレス自立支援センター等において無料法律相談が定例実施され

ています。

⑶　法的救済を充実させる方策
ア　貧困・生活再建問題対策本部の設置

大阪弁護士会は、生活困窮者を対象とする分野横断的な法律相談体制を行政と連携しつつ強化す
る必要があるとの問題意識から、2010 年 9 月、貧困・生活再建問題対策本部を設置しました。同
本部は、ホームレス、外国人、女性、子ども、高齢者・障がい者、消費者等の諸分野の関連委員会
に所属する委員によって横断的に構成されています。

イ　生活保護法律相談の創設
大阪弁護士会は、2011 年 3 月から、毎週 2 回午後 1 時～ 4 時まで法律相談センターにおいて、

無料の生活保護法律相談窓口を設けています（予約制）。生活保護に関する面談型の常設相談窓口
の設置は、東京弁護士会に次ぐ全国 2 番目の取組みです。

ウ　行政と連携した法律相談窓口の拡充
2013 年 12 月、生活困窮者自立支援法が成立し、全ての自治体において必須事業として、生活困

窮者を対象とする「自立相談支援事業」が行われることとなりました。2015 年 4 月の施行を前に
2014 年度から大阪府下においても、幾つかの自治体でモデル事業が始まる予定です。こうした相
談事業の一環として弁護士による法的支援がなされるよう連携を深めていく必要があります。

また、府下全 16 か所にあるハローワークや、労働基準監督署など、労働や生活に関する課題を
抱えた生活困窮者が多数集まる行政機関と連携し、相談窓口を拡充していくこともかねてからの課
題です。
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エ　法律扶助制度の周知と活用
生活困窮者に対する法的支援を拡充するうえでは、法律扶助制度を活用することが不可欠です。
生活保護受給者やこれに準じる生計困難者については、扶助立替金の償還を猶予・免除する制度

があります。特に後者については、その周知と活用が未だ不十分なので、市民や法律家に対して制
度の周知と活用を広報する必要があります。

オ　法制度や運用の改善のための取り組み
貧困は、雇用や社会保障法制の不備によって構造的に生み出されている面があります。国による

セーフティネットや所得再分配機能を強化するための法制度や運用の改善に向け、弁護士会として
も調査・研究し、マスメディアや社会に対して問題提起をしていく取り組みも重要と考えています。

【ホームレス問題・生活保護について法律相談を受けることができる相談先】

●　大阪弁護士会法律相談センター（詳細は 119 頁）
●　近畿生活保護支援法律家ネットワーク（詳細は 124 頁）
●　OSAKA チャレンジネット（詳細は 124 頁）
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17　建築紛争・リフォームトラブル
⑴　建築紛争の特殊性

注文もしくは購入した建物の瑕疵（欠陥）をめぐって、紛争になることがあります。
ア　建築紛争で中心になる争点は、①瑕疵の存否、②瑕疵の補修方法、③補修費用額です。いずれも

法的判断ですが、建築等の専門知識を前提とする争点であり、専門家（建築士）の知見が必要です。
そこで、相談の段階、紛争処理の段階（調停、訴訟等）のいずれにおいても専門家の適切な助言・
協力が必要であり、専門家の確保が紛争解決の大きな鍵となります。

イ　解決手段（手続）には、他の紛争解決同様、交渉、裁判所での調停・訴訟があるほか、専門家が
関わる ADR 手続として、公益社団法人総合紛争解決センター、大阪住宅紛争審査会（ただし、住
宅品質確保促進法における建設性能評価住宅、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律
における保険付き住宅の瑕疵を巡る紛争に限る）、大阪府建設工事紛争審査会（ただし、注文住宅
に限る）があります。協力建築士の費用負担が難しい場合には、建築士等の専門家が調停委員等と
して関わる調停や上記 ADR が妥当と思われます。

ただし、建築紛争は、その性質上、損害額が高額になる場合が多く、また、多くの買主や施主に
とって住宅は人生最大の買い物である上、家族の居住空間での不具合の問題でもあるため感情的に
なることも多くあります。そのために、話し合いを前提とする手続では解決が困難で、訴訟になる
ことも少なくありません。

ウ　欠陥住宅を建築・販売する施工業者や事業主には資力が乏しいことも多く、建築紛争の解決を検
討する場合には、損害の回収可能性を常に念頭におくことも重要です（なお、平成 21 年 10 月 1
日以降の引渡物件については、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律の完全施行によ
り、新築住宅については、この点の不安がかなり解消されると思われます。ただし、すべての瑕疵
について適用されるわけではなく、また全額補償されるわけでもありません）。

⑵　建築紛争の大阪府の現状
ア　大阪地方裁判所の処理状況

大阪地方裁判所の建築専門部（第 10 民事部）の平成 13 年 4 月 1 日から平成 25 年 12 月末日ま
での統計によると、この期間の受理件数は 1570 件（回付・移送を含む）です。また、この間の既
済件数 1525 件の内訳は、判決 333 件（約 22％）、和解 365 件（約 24％）、その他 827 件（うち付
調停後調停成立による取下擬制件数 744 件：約 49％）となっており、既済件数の約 73％が和解・
調停により解決しています。

イ　ADRの状況
（公益社団法人総合紛争解決センター：不動産売買・請負契約における紛争）
平成 23 年度：19 件（うち売買：9 件、請負：10 件）
平成 24 年度：21 件（うち売買：4 件、請負：17 件）

（大阪住宅紛争審査会）
平成 23 年度：12 件（うち評価住宅：7 件、保険付き住宅：5 件）
平成 24 年度：8 件（うち評価住宅：4 件、保険付き住宅：4 件）

ウ　相談窓口の状況（相談件数の状況）※下記を棒グラフか折れ線グラフに※
（大阪弁護士会　総合法律相談センター：住宅・建築相談）
平成 23 年度：59 件、平成 24 年度：41 件
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（財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター：住宅専門家相談（大阪）
平成 23 年度：79 件（うち評価付住宅：12 件、保険付き住宅：26 件、リフォーム：41 件）
平成 24 年度：80 件（うち評価付住宅：9 件、保険付き住宅：25 件、リフォーム：46 件）

（大阪市立住まい情報センター）
平成 15 年度   279 件（うち不動産一般　210 件、マンション　69 件）
平成 16 年度   307 件（うち不動産一般　259 件、マンション　48 件）
平成 17 年度   280 件（うち不動産一般　232 件、マンション　48 件）
平成 18 年度   275 件（うち不動産一般　238 件、マンション　37 件）
平成 19 年度   260 件（うち不動産一般　222 件、マンション　38 件）
平成 20 年度   255 件（うち不動産一般　217 件、マンション　38 件）
平成 21 年度   267 件（うち不動産一般　230 件、マンション　37 件）
平成 22 年度   226 件（うち不動産一般　200 件、マンション　26 件）
平成 23 年度   236 件（うち不動産一般　203 件、マンション　33 件）
平成 24 年度   248 件（うち不動産一般　217 件、マンション　31 件）

⑶　現状の評価と今後の課題
平成 10 年の建築基準法の改正により建築確認・検査業務が民間に開放された結果、建物竣工時に行う

完了検査の受検率が 90％以上にまで上がり（それ以前は 30％にも満たなかった）、また併せて中間検査制
度の導入もあり、構造上欠陥など悪質な欠陥住宅の築造は減少し相談件数も微減傾向にはあります。

他方、少子化による新築着工件数の減少・空住戸の増加、耐震化意識の高まり、高齢化による住宅仕
様の変更、環境への配慮などによる住宅リフォーム工事の需要の高まりのなか、リフォーム工事を巡る紛
争・相談件数が増加しています。

リフォームを含む建築紛争の相談に適切に応じるためには、弁護士と建築士との共同対応が不可欠であ
り、公的相談窓口のうち財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターでは実現されていますが（ただ
し、同窓口の相談対象は、評価付住宅・保険付き住宅・リフォームだけにとどまる）、このような弁護士・
建築士が共同で対応する公的相談窓口を増やしていくことが必要と思われます（そのために相談件数が増
加していない可能性もあります）。

【建築紛争についての相談窓口】

●�　大阪弁護士会　市民法律センター（予約必要）�
予約電話 06-6364-1248　案内テープ 06-6364-1236（詳細は 119 頁）

●　公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター　電話 03-3556-5147（詳細は 125 頁）
●　大阪市立住まい情報センター　電話 06-6242-1177（詳細は 125 頁）
●　公益社団法人総合紛争解決センター　電話 06-6364-7644（詳細は 125 頁）
●　大阪住宅紛争審査会　電話 06-6364-1244（詳細は 125 頁）
●　大阪府建設工事紛争審査会　電話 大阪府庁 06-6210-9736（詳細は 125 頁）
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18　土地の境界紛争
⑴　土地の境界紛争の実情

大阪府内は、全般に都市化が進み土地取引が活発に行われている一方、全国的に見ても法務局備え付
け地図の整備が遅れていることから、土地の境界紛争は、その実数は不明であるものの、相当数にのぼ
るものと推測されます。

⑵　法的救済手続の実情
ア　大阪における土地の境界紛争についての法的救済手続としては、①訴訟、②民事調停、③総合紛

争解決センターの和解あっせん・仲裁、④筆界特定制度、⑤境界問題相談センターおおさかの相
談・調停、の 5 つの制度があります。

イ　訴訟
訴訟は、土地の境界の位置等を最終的に確定する効力があります。しかし、長期間にわたること

もあり、また、証拠資料の提出が原則として当事者に委ねられていることから、重要な証拠資料が
提出されないままに終わるおそれもあります。

ウ　民事調停
民事調停は、訴訟に比べて迅速で柔軟な解決を図ることができ、調停調書には判決に準じた効力が

認められています。しかし、調停の成否は当事者の互譲に委ねられており、一方が応じないと成立し
ません。また、現地測量が必要になっても、測量を調停手続内で行う制度は用意されていません。

エ　総合紛争解決センターの和解あっせん・仲裁
総合紛争解決センターは、大阪弁護士会ほか各種専門家団体、経済団体、消費者団体等が参加し

て平成 21 年 1 月に公益社団法人として設立された ADR（裁判外紛争解決手続）であり、各分野の専
門家が関与する和解あっせんと仲裁の二つの手続により、公正、迅速、低費用の解決を図るものです。

土地の境界紛争については、大阪弁護士会や大阪土地家屋調査士会の会員が和解あっせん人や仲
裁人として手続にあたることになります。

オ　筆界特定制度
筆界特定制度とは、法務局の筆界特定登記官が、土地の所有者の申請により、筆界調査委員の意

見を踏まえて、筆界の現地における位置を特定する制度です。
この制度の特長は、土地家屋調査士と弁護士等が筆界調査委員となり、法務局等に保管されてい

る資料の分析や実地調査等を行った上で提出する意見にもとづいて、登記官が筆界の位置を特定す
ることから、相当高度の客観性をもって筆界が特定されるという点にあります。また、標準的な処
理期間が定められており、土地境界紛争としては、比較的早く結論がでます。しかし、この制度で
は、土地に対する所有権の範囲を特定することはできず、筆界を最終的に確定するものではなく、
結果に納得できない場合は、訴訟により争うことになります。

大阪においては、大阪法務局民事行政部不動産登記部門に設置された地図整備・筆界特定室にお
いて運営されています。大阪法務局の筆界特定制度の利用件数は、全国的にみても多く、平成 18
年 1 月 20 日の制度施行後、平成 25 年 10 月末までの受付件数は 2404 件であり、そのうち事件が
終了（筆界特定、取下げ、却下）した件数は 2201 件です。大阪においては、大阪土地家屋調査士
会、大阪弁護士会の協力のもと、筆界特定制度が順調に機能しています。

なお、大阪法務局では、弁護士と土地家屋調査士による土地境界紛争等についての無料相談を週
2 日（火曜日と木曜日の 13：00 ～ 16：00）実施しています。
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カ　境界問題相談センターおおさかの相談・調停
境界問題相談センターおおさかは、大阪土地家屋調査士会と大阪弁護士会が共同して運営する境

界紛争解決を目的とした ADR であり、平成 15 年 3 月に発足して以来、10 年以上の実績があります。
平成 19 年 12 月に法務大臣による「かいけつサポート」の認証を受けています。

同センターは、大阪土地家屋調査士会館内に事務局を有し、土地の境界紛争について弁護士 1 名
と土地家屋調査士 1 名の相談員による相談（有料、予約制）や弁護士 1 名と土地家屋調査士 2 名
の調停員による調停を行っています。

同センターの特長は、専門家の知見に基づいて、適切なアドバイスをすることにより、迅速に、
実情に合った柔軟な解決をはかれるところにあります。また、必要であれば同センターが委嘱した
土地家屋調査士が現地測量等も行うなど、紛争解決に向けての補助を行うシステムが備わっていま
す。さらに、筆界特定とは異なり、所有権の範囲に関する紛争も扱うことができます。他方、調停
の成否は当事者の互譲に委ねられている点は民事調停と同じです。

平成 15 年 3 月の本センター発足後、平成 25 年 12 月末までの相談申込み件数と処理状況は以下
のとおりであり、その取扱件数は近年増加傾向にあります。

相談申込　449 件

相談で終了� 296 件

調停回付� 110 件

調停申立取下� 39 件

⑶　府民が法的サービスを受けやすくする方策
境界紛争をかかえた府民が自らの紛争の実情に適応した救済手続を選択できるようにするため、各

制度の広報が必要です。
各制度間の連携も重要であり、その観点から訴訟手続において資料収集に長ける筆界特定制度の利

用などが検討されており、また、大阪法務局、大阪弁護士会、大阪土地家屋調査士会、大阪司法書士
会、境界問題相談センターおおさかの五者が連絡協議会を作り、終局的な解決を目指して筆界特定制
度と ADR との協同関係などを継続的に検討し、その結果、境界問題相談センターおおさかにおいて、
筆界特定後の境界標の設置などに対応するための簡易な調停の制度も新設するなどしています。

【土地の境界紛争について法律相談ができる相談先】

●�　境界問題相談センターおおさか（有料、予約制）（詳細は 125 頁）�
大阪市中央区北新町 3 番 5 号　大阪土地家屋調査士会館内�
電話 06 − 6942 − 8750

●�　大阪法務局　地図整備・筆界特定室（詳細は 125 頁）�
大阪市中央区谷町 2 丁目 1 番 17 号　大阪第 2 法務合同庁舎内�
電話 06 − 6942 − 1494�

（筆界特定等の相談、毎週火・木曜日午後 1 時から 4 時、無料、予約制）
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19　刑事事件
⑴　弁護の現状

ア　捜査段階の弁護
大阪弁護士会は、身体拘束を受けている被疑者については、被疑者やその親族、知人から大阪弁

護士会（相談一課）に対し、私選弁護人の紹介申出をすれば、初回に限り無料で弁護士を被疑者の
下に派遣する「私選紹介（当番）弁護士制度」を実施しています。平成 25 年に、被疑者等の要請
に応じて、弁護士が私選紹介（当番）弁護士として出動した件数は 3,410 件でした。

また、平成 21 年 5 月 21 日から、被疑者国選対象事件が必要的弁護事件に拡大したため、平成
21 年の被疑者国選弁護人選任件数は 4,028 件と平成 20 年の 679 件から飛躍的に増えました。さら
に、その後も増加を続け、平成 25 年は 6,230 件でした。

その結果、平成 25 年に捜査段階の被疑者に対して弁護士が出動した件数は、私選紹介（当番）
弁護士と被疑者国選弁護人を併せ、合計で 9,640 件に激増しています。

H20 H21 H22 H23 H24 H25

私選紹介（当番）弁護士出動件数 4,462 3,860 2,961 3,296 3,712 3,410

被疑者国選新受件数 679 4,028 5,104 6,312 6,312 6,230

イ　公判段階の弁護
平成 24 年度の大阪における刑事裁判の新受件数は、第 1 審（地裁及び簡裁）で 9,391 件、控訴審

で 1,767 件でした。司法統計によれば同年度の大阪における国選弁護人の選任率は約 81.71％と推計さ
れ（司法統計の平成 24 年度終局事件数から推計）、これを乗ずると、平成 25 年に、大阪において国選
弁護人が付された事件数は、第 1 審で約 7,670 件程度、控訴審で約 1,440 件程度と推定されます。

⑵　大阪における対応体制
ア　捜査段階

私選紹介（当番）弁護士名簿に登載され、かつ、日本司法支援センター（「法テラス」）と国選契
約を締結している大阪弁護士会会員（以下「被疑者国選名簿会員」といいます）の数は 1,743 名

（平成 25 年 12 月現在）です。この中から、平日は平均 35 名、土日祝日は平均 25 名が待機する体
制が取られており、不足が生じた場合には個別に応援を依頼しています。

イ　公判段階
第 1 審における国選事件については、国選弁護人受任者名簿に登載されている会員（平成 25 年

12 月現在 2,087 名）に対し、受任日を割り当て、割り当てた当日に法テラスの国選カウンターで
受任手続を行う体制をとっています。

控訴審における国選事件については、控訴審国選受任者名簿に登載されている会員（平成 25 年
12 月現在 785 名）に対し、受任期間を割り当て、割り当て期間中に法テラスの国選カウンターで
受任手続を行う体制をとっています。

⑶　課題と今後の施策
ア　捜査段階

平成 25 年の私選紹介（当番）弁護士の受任率は約 56.16％でした。過去の受任率（例えば、平
成 18 年度は約 25.6％、平成 21 年度は約 37.78％）と比較すると、大幅に上昇しているといえます。
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しかし、被疑者国選対象事件の第 2 段階の拡大が完了した現時点においては、公的被疑者弁護をよ
り充実させるため、100％の受任率を達成する必要があります。他方、被疑者国選名簿会員は
1,743 名に止まり（ちなみに、平成 22 年度は 1,498 名）、その結果、平成 25 年度の待機日の割当日
数は、被疑者国選名簿会員 1 人当たり年間平均 7 日となり、負担が重くなっています。

これを改善するには、被疑者国選名簿会員数をさらに増加させる必要があります。そのためには、
国選弁護に対する会員の意識をより高め、担当してもらえる会員を増やすとともに、法テラスへの
業務移行後に少なくなっている国選報酬の改定が必要です。

イ　公判段階
被疑者国選弁護人の選任件数が増加したため、平成 25 年に、公判段階から国選弁護人が選任さ

れた件数は 1,525 件であり（地裁及び簡裁）、現状は支障なく対応できています。ただし、平成 21
年 5 月から実施された裁判員裁判は、全件、公判前整理手続に付され、第 1 回公判期日前に集中
的に争点整理等がなされる上、連日的に開廷されるので、弁護人の負担は相当重いものとなってい
ます。したがって、十分な弁護活動を行うため、裁判員裁判対象事件については国選弁護人の複数
選任を広げることが必要です。また、審理の迅速化のため、取調べの可視化の実現も不可欠です。

控訴審については、事件数約 1,440 件に対し、控訴審国選名簿の登録人数が 785 人であり、支障
なく対応できています。

【私選紹介（当番）弁護士の依頼先】

大阪弁護士会　�「私選紹介（刑事当番）弁護士」の受付　（詳細は 119 頁）�
「少年事件の当番付添人」の受付　（詳細は 119 頁）
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20　企業の法的問題
⑴　大阪府の事業所数

経済産業省経済産業政策局調査統計部平成 24 年工業統計表［企業統計編］（速報）によると、平
成 24 年度の従業員 4 人以上の製造事業所数は、全国で 21 万 5,759 事業所ありますが、大阪には 1 万
8,982 事業所があり、事業所数では全国最多です（2 位は愛知の 1 万 7803）。平成 20 年度の 2 万
4,188 事業所に比べると 4 年間で 5,206 事業所減少しています。全国では平成 20 年度の 26 万 3,061
事業所から 18％減少に対し、大阪は 22.5％減少していることから、在阪の中小企業を取り巻く景況
が相当に厳しいことが窺えます。

⑵　企業倒産の状況
大阪府総務部統計課が公表している主要指標によれば、大阪府内の企業倒産件数と負債金額は、平

成 23 年 2,029 件、2,953 億 1,000 万円、平成 24 年 1,711 件、5,399 億 3,700 万円となっています。大
阪地裁に申し立てのあった会社更生事件は、平成 23 年 3 件、平成 24 年 1 件（東京地裁は、平成 23
年 4 件、平成 24 年 21 件）、通常の民事再生事件（個人再生でないもの）は、平成 23 年 27 件、平成
24 年 23 件（東京地裁は、平成 23 年 109 件、平成 24 年 111 件）となっています。

平成 21 年 12 月から施行された中小企業金融円滑化法により企業倒産は減少し、同法は平成 25 年
3 月末に期限を迎えましたが、その後も趣旨が尊重されており企業倒産の減少傾向は続いています。

⑶　大阪地裁での商事非訟事件
大阪地方裁判所の商事非訟事件の平成 24 年度新受件数は、特別清算 18 件、その他 146 件となっ

ており、平成 21 年度新受件数（特別清算 38 件、その他 123 件）と比べ、特別清算については減少
しています。また、手形・小切手訴訟の平成 21 年度新受件数は、44 件となっており、平成 21 年度
新受件数 100 件と比べ大きく減少しています。その原因は、企業間の取引における手形・小切手の
利用の減少によるものと思われます。

⑷　大阪における知的財産権の事件
大阪地裁の知財事件の新受事件は、この 10 年間、おおむね 100 件台前半で増減を繰り返していま

す （判例タイムズ 1390 号）。全国の地方裁判所に提起される知財事件のうち約 2 割を占め、東京地裁
と合わせると、全国の 8 割程度であり、東京と大阪に知財事件が集中している傾向が続いています。

事件種類別に見ると、年により変動があるものの、特許権に関する事件が 4 割前後、不正競争防止
法に関する事件が 3 割弱、商標権及び著作権に関する事件が 1 割程度となっています。

大阪地裁では、知的財産権専門部（第 21・26 民事部　計 6 名の裁判官　平成 25 年現在）を設け
ており、迅速かつ充実した審理のために、「審理モデルを利用した計画審理」が行われています。

⑸　弁護士会の取り組み～「中小企業支援センター」の発足～
ア　日本弁護士連合会における取り組み

日本弁護士連合会は、中小企業庁との間で、中小企業に対する法的支援に関する相互理解を深め、
相互連携を確立・強化するため、日常的に各種問題について緊密に協議・連携を図り、各種審議会
等に弁護士委員が参加するなどをしつつ、これまでに以下のとおりの共同コミュニケを発表してき
ました。
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「中小企業の法的問題解決支援のための中小企業庁と日本弁護士連合会の連携について」（平成
19 年 2 月 6 日）
「中小企業の法的課題解決支援のための経済産業省中小企業庁と日本弁護士連合会の連携強化に

ついて」（平成 22 年 3 月 18 日）
「中小企業の法的課題解決支援に向けた中小企業庁と日本弁護士連合会の連携拡充について～震

災復興のために～」（平成 23 年 6 月 15 日）
「中小企業金融円滑化法への対応及び中小企業の海外展開の支援に関する中小企業庁と日本弁護

士連合会の連携強化について」（平成 24 年 2 月 25 日）
そして、日本弁護士連合会内の「日弁連中小企業法律支援センター（通称：ひまわり中小企業セ

ンター）」は、平成 22 年 4 月から全国共通の電話番号（0
お ー い

570 − 0
ちゅー

01 − 2
しょー

40）を用い、全国の中小
企業事業者が各都道府県の弁護士に相談することのできる「ひまわりほっとダイヤル」事業を開始
したほか、中小企業庁が取り組む事業再生、事業承継、下請取引の適正化等の支援施策において弁
護士が積極的に参画できるよう、中小企業の法的問題解決の支援に取り組んでいます。また、日本
商工会議所等からの要請を受け、日弁連中小企業支援センター内に「中小企業の海外展開業務の法
的支援に関するワーキンググループ」を発足し、平成 25 年 5 月に「中小企業海外展開支援弁護士
紹介制度」を実施し、東京、横浜、名古屋、福岡の各弁護士会のほか大阪弁護士会において、日本
貿易振興機構（ジェトロ）、東京商工会議所、日本政策金融公庫、信金中央金庫から紹介された中
小企業に対し、国際的な企業法務・取引法務に精通した弁護士を紹介する仕組みを開始しました。

イ　大阪弁護士会における取り組み
大阪弁護士会は、上記の日本弁護士連合会の活動とは別に、従前、弁護士業務改革委員会を中心に、

大阪府下の中小企業の法的支援活動に独自に取り組んできました。大阪府内の商工会、商工会議所
（以下、「商工会議所等」という。）と連携を進め、商工会議所等との共催による大阪弁護士会館での
法律講演会の開催（年 1 回）、商工会議所の各支部に赴いて会員企業向けの講演会の定期的開催、さ
らには商工会議所等の経営指導員向け研修（年 3 回程度）の講師を派遣しています。また、大阪府
内の小規模事業者・中小企業等に対する電話無料相談システム「弁護士コール」（平成 21 年～平成
23 年）を発展的に解消し、前記「ひまわりほっとダイヤル」事業を受託して運営しています。

会館相談 ほっと
ダイヤル

相談件数（受任件数）相談件数

平成 24 年 6 月 9 （2） 36

7 月 15 （3） 39

8 月 19 （6） 43

9 月 29 （11） 36

10 月 29 （11） 30

11 月 30 （9） 38

12 月 20 （4） 31

平成 25 年 1 月 26 （10） 28

2 月 28 （7） 22

3 月 31 （13） 24

会館相談 ほっと
ダイヤル

相談件数（受任件数）相談件数

4 月 42 （14） 20

5 月 24 （10） 25

6 月 33 （11） 28

7 月 34 （8） 17

8 月 34 （12） 15

9 月 34 （11） 21

10 月 56 （12） 16

11 月 49 （16） 15

12 月 32 （8） 12

計 574 （178） 540
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大阪弁護士会は、平成 24 年 6 月、独自に「大阪弁護士会中小企業支援センター」を立ち上げ、従前、
取り組んできた中小企業支援の活動をさらに充実させるよう取り組んでいます。大阪弁護士会館内での
企業経営者向けの法律相談や弁護士紹介のための常設の窓口を設置するほか、企業経営者向けセミナ
ーを以下のとおり実施しました。ちなみに、企業経営者向けの法律相談では、一般市民の法律相談に
おける弁護士の事件の受任率（約 1 割）よりも事件受任率が高い傾向が認められます（約 3 割）。
「中小企業金融円滑化法終了に向けて企業がとるべき対応策」（平成 24 年 9 月）
「中小企業金融円滑化法期限切れ問題 110 番」（平成 25 年 2 月）
「中小企業向け　アセアン諸国への海外展開に向けての留意点」（平成 25 年 9 月）
「経営者のためのトラブル回避術（人事労務に関する注意点）」（平成 26 年 3 月実施予定）
また、中小企業庁の施策に協力し、平成 25 年 8 月施行の「中小企業の海外における商品の需要

の開拓の促進等のための中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律等の一部を改正する法律」
（いわゆる「中小企業経営力強化支援法」）により「経営革新等支援機関の認定制度」が創設されま
したが、大阪弁護士会所属の多数の弁護士が同認定を受けたほか、平成 25 年度に中小企業庁が創
設した「中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援機関」の中の「専門家派遣事業」を大阪弁護
士会が担う準備を検討しています。

中小企業は国内の企業数の 9 割を占め、雇用の 7 割を創出していると言われていますが、大阪
府内の中小企業の経営環境は相当に厳しく、コンプライアンスや労務問題といった多数の法的課題
を抱えていると思われ、個々の弁護士や大阪弁護士会は、これまで以上に、中小企業関連業務の分
野で活躍せねばなりません。

【企業の問題についての法律相談窓口】

●　大阪弁護士会　中小企業支援センター
　　大阪市北区西天満 1-12-5　大阪弁護士会館 1 階　電話 06-6364-7661
●　日本弁護士連合会　ひまわりほっとダイヤル（詳細は 125 頁）
　　電話 0570-001-240
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21　知的財産
⑴　大阪府下における知的財産案件の法的問題の現状

ア　裁判件数
平成 24 年度、大阪地裁には 101 件の知的財産権関係の訴訟事件が新たに提起されました。大阪

地裁知財部に提起される知財事件は、この 10 年間、おおむね 100 件台前半で増減を繰り返してお
り、全国の地方裁判所に提起される知財事件のうち、約 2 割を占めています。

事件の種類別の割合で見ると、特許権に関する紛争が 4 割前後、不正競争防止法に関する事件が
3 割弱、商標権に関する事件及び著作権に関する事件が約 1 割ずつとなっています。年による変動
があるものの、大阪地裁では東京地裁と比べると、著作権に関する事件がやや少ないと言われてい
ます。（以上につき、判例タイムズ 1390 号 40 頁）。

イ　知的財産分野の法律相談
大阪弁護士会は、平成 20 年度から、全国の弁護士会に先駆けて「知的財産法律相談」を実施し

ており、平成 23 年 6 月からは「知的財産専門法律相談」を行っています。この制度を利用した相
談を種類別に見ると、例年、著作権が最も多く、全体の 2 分の 1 から 3 分の 1 程度を占めています。
それに続いて、特許権・実用新案権、商標権、不正競争防止法等の分野も、一定の割合で、相談が
なされています。

また、相談者別に見ると、法人からの相談も一定割合を占めるものの、個人からの相談が圧倒的
に多い結果となっています。知的財産権分野に関する法的サービスは、法人の需要が多いという一
般的印象がありますが、大阪弁護士会の知的財産専門法律相談は個人事業主等も含め個人の方の相
談の受け皿となっているものと思われます。また、インターネットが広く普及するに至った今日の
社会では、個人であってもインターネットに関連する著作権などの法的問題に直面することが多い
ことが、上記の傾向の一因であると考えられます。

ウ　その他
大阪府においては、東京都と比べ、中小企業の占める割合が多く、また、中国・韓国を中心とし

たアジア諸国との取引のウェイトが大きいということが、世上よく言われています。大企業と比べ、
中小・零細企業においては、知的財産分野に詳しい弁護士に関する情報は十分ではなく、そのよう
な弁護士へのアクセスはより切実な問題であり、特に、アジア諸国との取引に関連して生じる法的
問題に関する支援への需要は高いものと思われます。

⑵　大阪府下における知的財産案件の法的救済（弁護士へのアクセス）の現状
前述のとおり、大阪弁護士会は、平成 20 年度から「知的財産法律相談」を開始し、平成 23 年 6

月から「知的財産専門法律相談」を実施しています。また、大阪弁護士会館内での法律相談のほか、
知的財産分野について一定の知識・経験を有する弁護士を紹介する「弁護士紹介」も実施しています。

この制度を広く知っていただき、弁護士へのアクセスを円滑にする目的で、「知的財産法律相談」
を紹介するリーフレットを作成するなどの広報活動にも努めています。

さらに、社団法人発明協会大阪支部における法律相談等に、大阪弁護士会所属の弁護士を紹介する
など、知的財産分野における法律相談等の活動を積極的に行っています。
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⑶　今後適切な法的救済が受けられるようにする方策
ア　専門相談の実施

前述のとおり、平成 23 年 6 月より「知的財産専門法律相談」を実施しています（平成 25 年 2
月からは事務所待機型で行っております。）。なお、相談担当弁護士の決定にあたっては、登録を希
望する弁護士に対し、知的財産分野案件の取扱経験等を問うアンケートの回答に基づいて相談担当
を割り当てることとしています。これにより、「この分野に詳しい弁護士に相談したい」という府
民ニーズに応えることを目指します。

イ　専門家の養成
他方で、幅広い府民ニーズに応えていくためには、若手や経験数が少ない弁護士を中心に、知的

財産分野の研鑽を積む機会を与えるなどして、専門家の数と質を一層充実させていくことが重要で
す。そのため、大阪弁護士会は、知的財産分野の会員向け研修を実施すると共に、知的財産専門法
律相談を主に担当する弁護士に、若手弁護士が同席することにより、実地経験を積む仕組みを構築
しているところです。

ウ　広報活動
前述のとおり、大阪府下においては、知的財産分野や海外との取引関係を取り扱う弁護士へのア

クセスが十分ではない中小企業が相当数存すると考えられること、インターネットに関連する著作
権問題等に直面する個人が増加していることなどから、大阪弁護士会の取組みをさらに周知させる
ため、広報活動を一層充実させます。

⑷　行政との連携
大阪弁護士会知的財産委員会では、大阪府等が運営する「ものづくりビジネスセンター大阪

（MOBIO）」において、委員会所属の弁護士が、定期的に大阪府下の「ものづくり」関連中小企業等
向けに講演を行うなどの事業（MOBIO − Cafe）を行っています。普段はものづくりビジネスセンタ
ー（東大阪市）において行っていますが、平成 25 年度は、大阪弁護士会館（大阪市北区）において
も実施しました。

また、MOBIO 等が主催する「知財シンポジウム」において小セミナーを実施し、大阪弁護士会の
知財分野に関する取組み、弁護士活用の有用性等の紹介を行っています。

その他、過去数年にわたり、特許庁、近畿経済産業局、近畿知財戦略本部が主催する「知財ビジネ
スマッチングフェア」に出展しましたが、同フェア廃止後、近年は大阪府等が主催する「特許ビジネ
ス展示会」に出展し、大阪弁護士会知的財産委員会の取組みを紹介すると共に、弁護士による知的財
産分野の無料法律相談を行っています。
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22　災害復興支援
⑴　東日本大震災に関する大阪府下における法的問題の現状

平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し、東北地方及び北関東地方の住民を中心に、多くの
避難者が生じました。そして、関西地方への避難者も数千人を数え、震災発生から 3 年が経過した現
在（平成 26 年 3 月）も、少なくとも約 1000 人が大阪府内において避難生活を続けています（復興
庁平成 26 年 3 月 27 日発表「全国の避難者等の数」による）。

避難者は、震災という予期しない災害の発生、さらには福島第一原発事故などの影響により、それま
での生活を捨てて突然避難することを余儀なくされました。そのため、避難生活には多くの困難が伴い
ました。

中でも特に深刻だったのは、情報不足の問題です。大阪府・大阪市をはじめとする府下の自治体や社
会福祉協議会、さらには数多くの民間団体等が避難者のための支援を行いましたが、甚大な被害のため
に被災地の自治体の機能が大きく損なわれたことや、避難者を受け入れる側においても準備が整ってい
なかったこともあって、避難者は、住宅の無償提供、家電製品等の支給、当座の資金貸付などについて、
どの機関でどのようなサービスが提供されており、どのようにすればその支援を受けることができるの
か、そのためにはどのような書類が必要なのかといった情報をなかなか知ることができませんでした。

そのような状況は、次第に解消には向かっているものの、今なお、支援制度のことを知らず、その
ため必要な支援を受けることができていない避難者が相当程度存在するものと思われます。また、自
治体や民間団体等の支援も、時の経過により次第に縮小ないし廃止される傾向が進みつつあり、避難
者の「孤立」が今後、より一層深刻になる可能性があります。

⑵　大阪府下における法的救済（または弁護士へのアクセス）の現状
上記のような問題を抱える避難者のため、大阪府内の自治体や民間団体が支援活動を行っています。
大阪弁護士会では、これまでに以下のような活動を行いました。

ア　震災無料電話相談・無料来館相談
平成 23 年 3 月 28 日から無料来館相談を、同年 4 月 5 日からは無料電話相談を、それぞれ開始

した。現在までの相談件数は 650 件を超えます。内容は、罹災証明の認定や被災者生活再建支援
制度などに関するもののほか、原発事故に対する賠償請求や住宅ローン、相続、雇用、公営住宅の
無償使用期限の問題、など多岐にわたります。

イ　各地での出張相談会
原発賠償の問題が本格化した平成 23 年 8 月から、「原発賠償説明会＋なんでも相談会」と題す

る相談会を開始しました。会場は大阪弁護士会館や堺市など、なるべく多数の避難者が参加できる
ようにしました。また、自治体や民間の支援団体等の協力を得て、避難者が現に居住している自治
体の市役所などでも多数回開催しました。

ウ　大阪弁護士会ニュースの発行
避難者に対して、法的制度の内容は大阪府内で受けることのできる支援の内容、さらには避難元

の自治体の現状等、種々の情報を提供するために、「大阪弁護士会ニュース」を発行しました。創
刊号は平成 23 年 6 月に発行し、以来、おおむね 2、3 か月に 1 回程度での発行を継続しています

（最新号は平成 26 年 3 月発行の第 21 号）。
エ　避難者の実態調査

平成 24 年 3 月から 7 月にかけて、大阪府内に避難されている避難者に対して、聞き取り調査を
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実施しました（86 世帯から回答を得ました）。避難生活の実情や必要なニーズを把握し、今後の立
法提言につなげること等を企図したものです。その調査結果は、「大阪府下避難者への避難生活等
に関する聞き取り調査報告書」にまとめました。

また、大阪府が避難者に対して行ったアンケート調査についても、質問内容の策定等に協力を行いま
した。

オ　避難者の実態の周知や政策提言のための活動
これまで 5 回にわたってシンポジウムを開催し（ただし、うち 2 回は近畿弁護士会連合会が主

催）、避難者の実態を広く周知したり、国や自治体に対して政策提言を行うため、その時点におけ
る重要課題の検討を行いました。

また、これ以外にも、自治体職員や市民にも広く開放して勉強会を実施するなどの活動も行ってい
ます。

カ　ネットワーク作りのための活動
大阪府内の自治体や社会福祉協議会、民間の支援団体等が相互に情報交換を行い、避難者のため

の活動をより充実させるために、平成 24 年 5 月、当会も参画して「大阪府下支援団体等連絡協議
会」（愛称：ホッとネットおおさか）が設立されました。その後、おおむね 2 か月に 1 回の頻度で
定例会が開催されています。

また、ホッとネットおおさかでは、「定期便」と称して毎月 1 回、参加団体等から避難者向けの
企画のお知らせやニュース等を取りまとめて配布しています。配布にあたっては府下の全自治体の
協力を得て、避難者世帯への直接の配布は自治体において実施してもらっています。

⑶　今後適切な法的救済が受けられるようにする方策（提言）
ア　支援活動の継続

避難者は今もなお、仕事や住居、学校など様々な面で生活再建の途上にあります。また、震災発
生から満 3 年になろうとしている現在では、府下における震災の「風化」が指摘されているところ
であり、避難者の「孤立」は解消されるどころか、より深刻になることも危惧されます。

これを防止するためにも、これまで実施してきた支援活動が今後も継続されることがまずは重要
です。

イ　自治体に向けての啓蒙活動
避難者支援においては、自治体の活動がきわめて重要です。そのため、自治体に対して、その負

うべき役割のほか、災害救助法制や個人情報保護法制など、必要な法的知識についても提供してい
く活動が必要です。

ウ　政策提言等
避難者の抱える問題を抜本的に解決するためには、国の立法による対応が不可欠です。そこで、

今後もシンポジウムを開催する等して、問題点の指摘や必要な政策提言等を行っていく必要があり
ます。
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23　国際
⑴　国際業務の実情

ア　海外進出のニーズ
折に触れ、経済会から大阪弁護士会に対し、中小企業の海外進出に対する法的支援のための対応

策を求める声が聞かれます。日本企業の海外進出に関しては、例えば中国に関しては、以下の通り、
各地方によって法制度や参入規制が相当異なっており、北京や上海だけの法律情報では不十分です。

すなわち本格的調査とされている「中国大陸地域の投資環境とリスク調査」（TEEMA）によると、
投資を「極力推薦する」24 都市のトップ 4 は、蘇州昆山、天津兵海、南京江寧、南昌となってい
ます（中国進出企業一覧 2011 − 2012 年版・21 世紀中国総研 48 頁）。

特に、トップに評されている蘇州昆山（江蘇省）は、独資を歓迎し、外資企業の要望を 100％入
れた投資環境を備えることによってハイテク企業などの外資の誘致に成功し、日本企業の現地法人
は 129 社を数えます。また、蘇州（江蘇省）は、日本企業に人気が高く、日本の上場企業の現地
法人だけでも 500 社以上が存在し、中国で上海、北京に次いで日本人が多いです（中国進出企業
一覧 2011 − 2012 年版・21 世紀中国総研 48 頁）。

他方、下記のデータによると、広東省、山東省、江蘇省、浙江省、遼寧、四川省等は、上海や北
京と同等かそれ以上の経済規模を有していることを考えると、「地方」とはいえ、別の「国」のよ
うに対応する価値があるように思われます。

2006年のデータ

人口（万人） GDP（億ドル） 1 人当たり GDP（ドル）

台湾 2,288 3,644 15,928

広東省 9,304 3,286 3,553

山東省 9,309 2,769 2,984

江蘇省 7,550 2,715 3,614

浙江省 4,980 1,974 3,998

香港 686 1,898 27,679

上海市 1,815 1,300 7,236

遼寧省 4,271 1,160 2,733

四川省 8,169 1,083 1,323

北京市 1,581 987 6,329

天津市 1,075 547 5,163

重慶市 2,808 438 1,562

また、主要地域への日本企業及び他の外国企業の投資推移（下記）を見ても、上海市や北京市が
突出して件数や金額が多いという訳でもなく大連、天津、山東省、江蘇省、浙江省、広東省などが
日本企業の投資については重要性を持っていることが分かります。なお、広東省は、香港経由の投
資の比率が多いため、日本企業の出資も香港を経由している場合正確にカウントされていない可能
性がある点にも留意しなければなりません。
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2004 2005 2006
件数 金額 件数 金額 件数 金額

大連 日本 333 206 375 488 302 615
世界 963 415 1058 1,002 853 2,245

北京 日本 158 787 176 799 135 676
世界 1805 3,008 2136 3,530 2106 4,552

天津 日本 147 614 97 570 72 572
世界 1102 2,472 1309 3,329 1050 4,131

山東省 日本 455 562 470 681 312 702
世界 5890 8,701 6415 8,971 403? 10,000

江蘇省 日本 647 1,219 528 1,701 432 1,414
世界 7187 12,138 7126 13,183 7016 17,431

上海 日本 730 1,190 692 1,236 577 832
世界 4334 6,541 4091 6,850 4061 7,107

浙江省 日本 279 541 212 497 129 377
世界 3824 9,746 3396 13,938 3583 8,889

広東省 日本 220 527 191 944 147 559
世界 8322 10,012 8384 12,364 8452 24,568

（件数は1件。金額は100万ドル。太字は、その項目のトップ。）

イ　昨今の弁護士業務における国際的な広がり
企業や個人の活動が国際的になったことから、渉外案件を専門とするわけではない弁護士も外国

が関係する案件を抱える機会は飛躍的に増加していると言えます。例えば、遺産相続事件を受任し
た場合に相続財産が海外に存することは、個人の活動がボーダレスになっていることから珍しくな
くなってきており、今後も増えることが予想されます。あるいは日本の経済情勢に鑑み顧問会社が
アジア諸国に進出することが余儀無くされる場面も増加すると思われます。

このような傾向からすると、日本企業や日本人の関係が深い、あるいは深くなると予想される、
可能な限り多くの国についての情報を弁護士会が提供できることが理想的であると言えます。

⑵　国際的なニーズについての市民によるアクセス手段の整備状況
大阪弁護士会では、中小企業支援センターにおいて海外相談担当弁護士を選任して、市民からの相

談に対応をしていますが、海外関係に特化したものではなく、一般相談における相談員の一人として
渉外弁護士にも担当させているに過ぎないことから、実際の相談の件数は多くはありません。

このようなことから中小企業支援センターでは、国際業務を担当できる弁護士の名簿を整備して経
済界に提供する準備を行っています。

しかし、上記名簿は、弁護士が個人レベルあるいは法律事務所単位で構築した海外研修や実務経験
に基づくものであり、対応できる国あるいは地域の種類においては、米国やイギリスあるいはアジア
では韓国や中国の上海や北京、ベトナムなどで、その他の地域については十分にカバーできていると
は言えない状況となっています。
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⑶　方策の提言
ア　弁護士会でしかなしえない情報収集活動としての各国弁護士会との友好協定によるネットワークの構築

大阪弁護士会では、これまではソウル地方弁護士会との友好協定のように両弁護士会のトップ同
士の交流が主流でした。このような提携では、提携できる相手先の数については自ずと制約があり、
かつか毎年なされる相互訪問に付随する負担の受け手を見つけるのが困難でした。

しかし、一昨年締結したカリフォルニア州弁護士会との友好協定では、儀礼的な手続きを可能な
限り排して、会員相互の法律実務に役立つ情報交換を主眼とし、共催セミナーなどを実施していま
す。これにより大阪府民に役立つ情報がセミナーに参加した弁護士に供給されることになりますし、
さらに、共催セミナーの開催の準備に携わる若手弁護士にとっては留学をせずに相手国の法律事情
を研究する格好の機会となっています。

更に、今般新たに締結したバルセロナ弁護士会との友好協定では、法律実務に有益な情報の相互
提供のみならず、若手弁護士の相互の受入についても定めているところ、バルセロナ弁護士会が友
好協定を既に締結している欧州各国及びアフリカの弁護士会などとも若手弁護士の相互の受入を行
うことが可能となりました。

カリフォルニアやバルセロナとの友好協定の手法であれば、若手弁護士にとっても、様々な知識
の吸収や今後の研鑽への動機付けを得ることになることから、実働する弁護士の確保が容易となる
と言えます。

イ　大阪における国際的なリーガルサービスの充実
上記のような友好協定を活用して、大阪の企業の進出が予想される国、地域のうち、個人レベルや

法律事務所単位では留学などがなされにくい地域の弁護士会と連携関係を構築し、より広い地域をカ
バーした法律実務について相談を受けることができる弁護士を育成しつつ、提携によって生み出され
た人脈を通じて、必要に応じて現地弁護士と協働して事件を処理できる体制を整えることができます。
これによって、大阪府民に対して十分な法的サービスを提供できることにつながります。
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第2　大阪における法的サービス

1　大阪の弁護士（法律事務所）
⑴　大阪の弁護士（法律事務所）の現状

ア　大阪の弁護士の人数（今後の予測）
大阪府下に事務所を有する弁護士（正会員）の数は、平成 26 年（2014 年）1 月 17 日現在、

4138 名です。
司法試験の合格者は、年間約 500 名の時代が約 30 年間続き、その間、全国の弁護士人口は昭和

45 年（1970 年）の 8888 人から平成 11 年（1999 年）の 1 万 7283 人まで、約 30 年間で 2 倍にな
りました。

平成 3 年（1991 年）から合格者は順次増員になり、平成 11 年（1999 年）には年間 1000 人、平
成 16 年（2004 年）以降は年間 1500 人となりました。

そして、新司法試験（法科大学院修了者対象）が始まった平成 19 年（2007 年）からは、合格者
は 2000 名を超えています。

その結果、大阪府下における平成 8 年（1996 年）から平成 22 年（2010 年）までの弁護士数（正
会員）の推移は、下記のとおりであり、平成 19 年（2007 年）から急増しています。

増加率は、1996 年を 100％として算出したものです。

2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年

3,068 3,280 3,424 3595 3,737 3864 4000 4121

137 146 153 160 167 172 178 183

イ　大阪府下の法律事務所の場所
平成 26 年（2014 年）1 月 17 日時点の大阪府下の弁護士（事務所所在地）の分布は、次のとお

りです。
全体（4138 人）の 93.3％にあたる 3863 人が大阪市内に事務所を有しており、なかでも、北区と

中央区に集中しています。
このように、大阪の大半の弁護士が、北区西天満にある大阪高・地裁本庁の近辺に事務所を設け

ています。
これは、多くの弁護士が裁判を中心とする活動に従事していること、そして、裁判が地家裁本庁

に集中していることの反映であると考えられます。
すなわち、平成 20 年度における大阪地家裁本庁の新受事件総数（民事、刑事、家事、少年）は

61,565 件（大阪府下全体の 76.2%）であったのに対し、堺支部は 13,9261 件（17.2%）、岸和田支部
は 5.305 件（6.6%）にとどまっています（資料 2「大阪地家裁事件大阪本庁・支部別一覧表」参照）。

大阪市以外で二桁の数の弁護士が事務所を置いている市町村は、平成 20 年（2008 年）の時点で
は、堺市、吹田市、岸和田市の 3 市だけでしたが、平成 26 年 1 月時点では、堺市（81 人）、吹田
市（24 人）、岸和田市（22 人）のほか、豊中市（30 人）、高槻市（16 人）、枚方市（12 人）、茨木
市（11 人）が加わり、7 市となっています（資料 1「大阪府の地裁・支部、簡裁管轄区域別登録弁
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護士数の推移」参照）。これは、法曹人口とりわけ弁護士人口の増加により、大阪市以外に事務所
を開設する会員が増えたからだと考えられます。

大阪府下には 43 の市町村がありますが、現在、事務所を置いていない市町村は 10 市町村（内
訳は、3 市、6 町、1 村）だけとなっています。現在のペースで弁護士人口が増加すると、大阪府
下において弁護士事務所のない市町村は近いうちになくなるものと思われます。

ウ　地域毎の法的ニーズの状況
ア　現在の弁護士数を前提として、弁護士一人当たりの事件数を見ると、大阪本庁が 15.4 件であ

るのに対し、堺支部は 142.1 件、岸和田支部に至っては 156.0 件という高い数字を示しています
（資料 1「大阪地家裁事件大阪本庁・支部別一覧表」参照）。このことから、大阪の南部地域にお
いては法的ニーズに対して未だ弁護士が不足している状況がうかがえます。

イ　大阪府下には全部で 12 の簡易裁判所が設置されていますが、平成 24 年度における各簡裁の新
受事件数の状況は、資料 3「大阪地裁管内簡裁事件裁判所別一覧表」のとおりです。

府下の簡裁に提起された事件の総数は 77,0797 件であり、そのうち大阪簡裁が 53,238 件で全
体の 69.0% を占めています。それ以外には、堺が 3,838 件（4.9%）、枚方が 4,587 件（5.9%）、東
大阪が 3,569 件（4.6%）、岸和田が 2,574 件（3.3%）と続いています。

特筆すべきは、枚方簡裁（管轄は、枚方市、守口市、寝屋川市、大東市、門真市、四条畷市、
交野市）と東大阪簡裁（管轄は、東大阪市、八尾市）の事件数が多いことです。いずれも、地裁
の支部が置かれていない地域にありますが、枚方簡裁の事件数は堺簡裁の事件数を超えており、
東大阪簡裁の事件数は岸和田簡裁の事件数を大きく上回っています。

また、弁護士事務所の増加により、北摂地域の大阪池田、豊中、吹田、茨木の各簡裁の事件数
が増加しています。

このように枚方簡裁や東大阪簡裁並びに北攝地域の各簡裁の各管轄地域において簡裁事件数が
多いのは、これらの地域の人口や事業所が多いこととともに弁護士事務所が多く設けられたこと
が要因と考えられ、同地域における法的ニーズの高さを示しています。

⑵　府下の弁護士偏在解消のために
ア　積極的な施策の必要性

平成 19 年（2007 年）以降の弁護士人口の増大により府下の衛星都市に法律事務所は増えつつあ
りますが、地域における弁護士あるいは法的サービスの偏在解消には至っていません。司法アクセ
スの充実のためには、弁護士会としての積極的な施策が必要ですが、自治体、地域社会との連携も
重要です。

イ　衛星都市の弁護士（法律事務所）の展開
ア　府下衛星都市における法律事務所開設支援の具体的方策

ａ　情報提供と「開業おすすめマップ」の作成
本地域司法計画では、各地裁管内、簡裁管内ごとの人口、人口 100 人当たりの事件数、弁

護士一人あたりの事件数などの統計資料に基づく資料 1、2 を作成し、地域ごとの法的ニーズ
の状況分析を行いました。これは、市民の立場あるいは地域の法的ニーズからみた弁護士の偏
在状況・不足状況を把握するものですが、衛星都市での開業を考える弁護士に対して有益な情
報を提供するものでもあります。

今後は、このような統計資料を基礎にした「弁護士開業おすすめマップ」を作るなどして、
衛星都市での開業を考える弁護士に対して適切な情報を提供し、きっかけを与えることが必要
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です。
ｂ　日本弁護士連合会の経済的支援策の活用

日本弁護士連合会は、偏在解消のための経済的支援策を策定しました（弁護士偏在解消のた
めの経済的支援に関する規則・平成 19 年 12 月 20 日規則第 122 号）。

現時点で、大阪府下で適用可能性があるのは、岸和田支部管内（弁護士一人あたり人口 3 万
人超）、並びに市町村であって当該地域に法律事務所が存在しない島本町などが対策地区とな
っています。

弁護士会は、これらの支援制度の広報をし、衛星都市での開業、独立を考える弁護士あるい
は当該弁護士を養成する事務所に対して、これらの制度を利用できるように支援する必要があ
ります。

ｃ　大阪弁護士会の開業援助制度の見直し・拡充
大阪弁護士会は、弁護士偏在解消の動きを促進させるために、平成 13 年に特定地域に開設

する法律事務所に対する援助制度を発足させました。これは、大阪府の区域のうち大阪市、堺
市及び岸和田市の区域を除く地域において新たに事務所を開設する場合に、700 万円を上限と
して、事務所の開設費用の 2 分の 1 を無利子で貸し付け、さらに、弁護士会が事務所開設の
広報や弁護士紹介等において優先的な措置をとる等の配慮をしたり、破産管財人や国選弁護人
の選任について優先的な措置をとるよう裁判所に協力を要請する等の援助をする制度です。

その後、平成 21 年 9 月 1 日からは、大阪市北区、中央区及び西区並びに堺市堺区の区域を
除く地域に拡大する一方、貸付金額の上限を 500 万円に減額しました。

現在までに 8 件の適用事例（大東市、池田市、和泉市、茨木市、豊中市、羽曳野市、寝屋川
市、河内長野市）があります。

この援助制度については、別に弁護士協同組合の貸付制度があり、低金利の今はあまり意
味がない、あるいは、当初に事務所開設の案内状を弁護士会から関係各所に郵送するが、そ
の後のフォローがない、また、破産管財人の優先的な選任などは実際にはされていない、被
援助会員には法律扶助事件や国選弁護事件等の受任義務が課されることを負担に感じて援助
申請を見合わせる人もいる、といった制度の問題点が指摘されており、再検討と改善が求め
られています。

国選事件や地元自治体の法律相談の優先的な配転が実際に行われることが大事であり、また、
開業時に弁護士会の役員が自治体や商工会議所など地域の関係団体に実際に足を運ぶなどのき
め細かな支援も必要です。

さらに、開業後の財政状態などに応じて返済猶予あるいは一部免除などの柔軟な取扱が出来
る制度にしておけば、会員の不安を解消し、支援制度の利用を増すと考えられます。

ｄ　大阪市以外の地域に事務所を有する会員のための事務改善
平成 20 年（2008 年）12 月から、23 条照会の新規照会申出について、事前登録制ではあり

ますが、郵送での取扱を始めました。
そして、平成 23 年（2011 年）1 月からは、23 条照会の賦課金だけでなく各種会費の支払に

ついて振込での取扱を始めました。
ｅ　弁護士会の法律相談センターのあり方

法律相談センターについては、これまでは手薄な所に開設するという政策でしたが、費用対
効果の観点から、平成 22 年末で千里の法律相談センターが閉鎖となり、その後、枚方の法律
相談センターも閉鎖となりました。
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法律相談センターについては、これからは、賃借物件などの常設ではなく、公的施設を一時
的に借り受け法律相談を実施する方法により、市民のニーズに応えることが必要です。

ｆ　地元自治体との連携
各種の相談が持ち込まれる自治体との連携も重要です。
自治体と弁護士会との連携が出来ていれば、法律的な相談であれば弁護士会に連絡し、適切

な処理ができることとなります。
大阪弁護士会では、行政連携センターを立ち上げ、さまざまな分野で自治体との連携を可能

とするための取り組みをしています。
ｇ　若手会員への開業支援

大阪弁護士会では、平成 25 年 4 月から、登録 2 年以内の若手会員向けの独立開業支援とし
て、新たに大阪弁護士協同組合と協力し、小規模事務所の紹介、什器。備品の貸与を実施しま
した（ソフィオシステム）。

その内容は、以下のとおりです。
大阪弁護士会が指定する事務所（面積約 6 ㎡～ 10 ㎡、利用料は約 7.7 万円～ 14 万円、別途

管理料 10,825 円）の利用申し込みを弁護士協同組合を通じて行うことにより、保証金及び 1
ヶ月の利用料が免除となります。

この小規模事務所を利用する新人独立弁護士に対し、その必要に応じて執務用の机、椅子、
複合機等の什器・備品を無償で貸与する。

70



2008 年 2011 年 2014 年
大阪地裁 3117 人 → 3642 人 → 4006 人
大阪簡裁 3046 人 → 3534 人 → 3863 人

大阪市 3046 人 → 3534 人 → 3863 人
池田簡裁 8 人 → 12 人 → 11 人

池田市 2 人 → 5 人 → 6 人
箕面市 4 人 → 5 人 → 4 人
豊能郡能勢町 0 人 → 0 人 → 0 人
豊能郡豊能町 2 人 → 2 人 → 1 人

茨木簡裁 10 人 → 18 人 → 27 人
茨木市 6 人 → 6 人 → 11 人
高槻市 4 人 → 12 人 → 16 人
三島郡島本町 0 人 → 0 人 → 0 人

吹田簡裁 14 人 → 22 人 → 25 人
吹田市 14 人 → 21 人 → 24 人
摂津市 0 人 → 1 人 → 1 人

豊中簡裁 14 人 → 21 人 → 30 人
豊中市 14 人 → 21 人 → 30 人

東大阪簡裁 10 人 → 12 人 → 15 人
東大阪市 6 人 → 8 人 → 9 人
八尾市 4 人 → 4 人 → 6 人

枚方簡裁 15 人 → 23 人 → 35 人
枚方市 6 人 → 10 人 → 12 人
守口市 0 人 → 3 人 → 5 人
寝屋川市 2 人 → 2 人 → 8 人
大東市 2 人 → 3 人 → 3 人
門真市 4 人 → 5 人 → 6 人
四条畷市 0 人 → 0 人 → 1 人
交野市 1 人 → 0 人 → 0 人

堺支部 52 人 → 74 人 → 98 人
堺簡裁 45 人 → 64 人 → 85 人

堺市 45 人 → 62 人 → 81 人
高石市 0 人 → 1 人 → 1 人
大阪狭山市 0 人 → 1 人 → 0 人

富田林簡裁 5 人 → 7 人 → 10 人
富田林市 1 人 → 2 人 → 2 人
河内長野市 3 人 → 4 人 → 7 人
南河内郡太子町 1 人 → 1 人 → 1 人
南河内郡河南町 0 人 → 0 人 → 0 人
千早赤阪村 0 人 → 0 人 → 0 人

羽曳野簡裁 2 人 → 3 人 → 6 人
羽曳野市 0 人 → 1 人 → 2 人
松原市 1 人 → 0 人 → 2 人
柏原市 0 人 → 1 人 → 1 人

2008 年 2011 年 2014 年
藤井寺市 1 人 → 1 人 → 1 人

岸和田支部 20 人 → 27 人 → 34 人
岸和田簡裁 17 人 → 25 人 → 28 人

岸和田市 14 人 → 20 人 → 22 人
泉大津市 0 人 → 2 人 → 2 人
貝塚市 2 人 → 2 人 → 1 人
泉北郡忠岡町 0 人 → 0 人 → 0 人
和泉市 1 人 → 1 人 → 3 人

佐野簡裁 3 人 → 2 人 → 6 人
泉佐野市 0 人 → 0 人 → 4 人
泉南市 1 人 → 1 人 → 1 人
阪南市 2 人 → 1 人 → 0 人
泉南郡熊取町 0 人 → 0 人 → 1 人
泉南郡田尻町 0 人 → 0 人 → 0 人
泉南郡岬町 0 人 → 0 人 → 0 人

【資料1】大阪府の地裁・支部、簡裁管轄区域別登録弁護士数の推移（2008年→2011年→2013年）
大阪弁護士会登録弁護士数　3189人（2008年）→3743人（2011年）→4138人（2014年）

2008 年 2011 年 2014 年
旭区 3 人 → 1 人 → 0 人
阿倍野区 11 人 → 16 人 → 18 人
生野区 0 人 → 2 人 → 2 人
北区 2121 人 → 2427 人 → 2603 人
此花区 0 人 → 0 人 → 1 人
住之江区 1 人 → 0 人 → 1 人
住吉区 2 人 → 2 人 → 1 人
城東区 2 人 → 3 人 → 5 人
大正区 0 人 → 0 人 → 0 人
中央区 785 人 → 929 人 → 1039 人
鶴見区 0 人 → 0 人 → 3 人
天王寺区 22 人 → 23 人 → 27 人
浪速区 20 人 → 23 人 → 29 人
西区 47 人 → 64 人 → 72 人
西成区 1 人 → 1 人 → 2 人
西淀川区 0 人 → 0 人 → 2 人
東住吉区 2 人 → 3 人 → 3 人
東成区 1 人 → 2 人 → 3 人
東淀川区 10 人 → 11 人 → 11 人
平野区 0 人 → 0 人 → 0 人
福島区 2 人 → 4 人 → 3 人
港区 0 人 → 0 人 → 0 人
都島区 10 人 → 13 人 → 17 人
淀川区 6 人 → 10 人 → 21 人

大阪市各区別登録人数

（説明）�平成19年10月12日現在の大阪弁護士会ホームページの登録弁
護士情報と平成22年12月10日と平成26年1月17日大阪弁護士
会登録の各弁護士の登録地を整理したもので、実際の業務状況な
どを調査したものではない。企業内弁護士のように通常の弁護士
業務などを行っていない弁護士も含まれる。

2011 年 2014 年
大阪地裁 40.8 件 → 32.2 件
堺支部 309.0 件 → 204.1 件
岸和田支部 395.4 件 → 265.5 件

弁護士１人あたりの事件数
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地方家庭裁判所 大阪地家裁総数 大阪本庁（％） 堺（％） 岸和田（％）

事件総数 80,796 61,565（76.2） 13,926（17.2） 5,305（6.6）

民事事件 46,274 36,311（78.5） 6,369（13.8） 3,594（7.8）

第一審
通常訴訟 17,339 14,260（82.2） 2,043（11.8） 1,036（6.0）

保全 1,852 1,610（86.9） 155（8.4） 87（4.7）

民事執行 17,948 13,407（74.7） 2,794（15.6） 1,747（9.7）

破産 9,135 7,034（77.0） 1,377（15.1） 724（7.9）

刑事事件 9,062 7,292（80.5） 1,185（13.1） 585（6.5）

家事事件 12,693 9,270（73.0） 2,297（18.1） 1,126（8.9）

乙類審判 1,838 1,290（70.2） 381（20.7） 167（9.1）

乙類調停 5,393 3,936（73.0） 1,003（18.6） 454（8.4）

乙以外調停 4,610 3,400（73.8） 763（16.6） 447（9.7）

人事訴訟 852 644（75.6） 150（17.6） 58（6.8）

少年事件
（一般保護） 12,767 8,692（68.1） 4,075（31.9） — —

人口 8,679,933 6,216,485 1,600,817 862,631

人口100人
当たりの事件数 0.93 0.99 0.87 0.61

本庁・支部別
弁護士数 4,138 4,006 98 34

弁護士一人
当たりの人口 2,098 1,552 16,335 25,372

弁護士一人
当たりの事件数 19.5 15.4 142.1 156.0

【資料2】大阪地家裁事件の大阪本庁・支部別一覧表（平成24年度新受事件数）

※民事事件は、第一審通常訴訟、保全、民事執行、破産の新受事件数のみを集計。
※刑事事件は訴訟事件（略式・交通即決事件を除く）の新受事件数。
※家事事件は、乙類審判、乙類調停、乙以外調停、人事訴訟の新受事件数のみを集計。
※少年事件は一般保護事件のみの新受事件数。
※弁護士数は平成26年1月17日現在。人口は平成24年3月31日現在。各事件数は最高裁からの提供資料にもとづく。
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簡易裁判所 簡裁事件総数 大阪簡裁（％） 大阪池田（％） 豊中（％）

事件総数 77,079 53,238（69.1） 884（1.1） 1,411（1.8）

民事事件 76,751 52,967（41.1） 883（0.7） 1,410（1.1）

第一審
通常訴訟 52,221 42,002（80.4） 372（0.7） 619（1.2）

保全 3,561 1,998（56.1） 62（1.7） 120（3.4）

民事執行 20,969 8,967（42.8） 449（2.1） 671（3.2）

刑事事件 328 271（82.6） 1（0.3） 1（0.3）

人口 8,679,933 2,543,137 265,455 391,371

人口100人
当たりの事件数 0.89 2.09 0.33 0.36

本庁・支部別
弁護士数 4,138 3,863 11 30

弁護士一人
当たりの事件数 18.6 13.8 80.4 47.0

簡易裁判所 吹田（％） 茨木（％） 東大阪（％） 枚方（％）

事件総数 1,633 （2.1） 1,957（2.5） 3,569（4.6） 4,587（6.0）

民事事件 1,631（1.3） 1,955（1.5） 3,562（2.8） 4,584（3.6）

第一審
通常訴訟 748（1.4） 899（1.7） 1,509（2.9） 1,919（3.7）

保全 102（2.9） 105（2.9） 190（5.3） 271（7.6）

民事執行 781（3.7） 951（4.5） 1,863（8.9） 2,394（11.4）

刑事事件 2 （0.6） 2（0.6） 7（2.1） 3（0.9）

人口 433,075 658,145 750,640 1,174,662

人口100人
当たりの事件数 0.38 0.30 0.48 0.39

本庁・支部別
弁護士数 25 27 15 35

弁護士一人
当たりの事件数 65.3 72.5 237.9 131.1

【資料3】大阪地裁管内簡裁事件裁判所別一覧表（平成24年度新受事件数）
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簡易裁判所 堺（％） 富田林（％） 羽曳野（％） 岸和田（％）

事件総数 3,838 （5.0） 853（1.1） 884（1.1） 1,411（1.8）

民事事件 3,831（3.0） 852（0.7） 883（0.7） 1,410（1.1）

第一審
通常訴訟 1,745（3.3） 355（0.7） 372（0.7） 619（1.2）

保全 286（8.0） 53（1.5） 62（1.7） 120（3.4）

民事執行 1,800（8.6） 444（2.1） 449（2.1） 671（3.2）

刑事事件 7（2.1） 1（0.3） 1（0.3） 1（0.3）

人口 955,012 267,633 378,172 569,158

人口100人
当たりの事件数 0.40 0.32 0.37 0.45

本庁・支部別
弁護士数 82 10 6 28

弁護士一人
当たりの事件数 46.8 85.3 231.2 91.9

簡易裁判所 佐野（％）

事件総数 1,148（1.5）

民事事件 1,140（0.9）

第一審
通常訴訟 491（0.9）

保全 65（1.8）

民事執行 584（2.8）

刑事事件 8（2.4）

人口 293,473

人口100人
当たりの事件数 0.39

本庁・支部別
弁護士数 6

弁護士一人
当たりの事件数 191.3

※弁護士数は、平成26年1月17日現在。人口は平成24年3月31日現在。
※刑事事件は訴訟事件（略式・交通即決事件を除く）の新受事件数。
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2　大阪弁護士会
⒈　大阪弁護士会の法律相談・公設事務所

⑴　弁護士会・自治体の法律相談
ア　法律相談センターの役割及び推移

大阪弁護士会の総合法律相談センター（以下「相談センター」といいます。）は、市民の法的
サービスへの要請に応えるための迅速かつ適切な法律相談、弁護士紹介等を行うことを目的とし
て、昭和 60 年 6 月に設置されました。開業後の相談件数は増加の一途でしたが、平成 15 年度
をピークに弁護士会の総相談件数は以下のとおり減少しています。

平成 15 年度から平成 24 年度までの相談センターでの法律相談、同相談時の受任事件、自治
体等相談件数、同相談時の事件受任の推移は、以下のとおりです。

平成（年度） 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

相談センター
での法律相談 27,299 26,920 30,221 22,984 23,271 23,843 22,774 20,338 16,049 14,685

同法律相談時の
事件受任 6,333 5,978 6,952 5,973 6,156 6,393 5,131 4,428 3,355 3,070

自治体相談 50,972 49,419 45,083 46,745 46,253 46,416 44,130 44,130 42,697 41,604

自治体相談での
事件受任 1,991 2,060 2,292 2,340 2,029 1,948 1,622 1,622 1,354 1,371

弁護士紹介 6,278 4,920 5,020 4,679 4,338 4,294 4,726 4,726 4,826 4,979

平成（年度） 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

弁護士会総
相談件数 84,549 81,259 80,324 74,408 73,862 74,553 71,630 67,869 63,572 61,268

法テラス相談 10,060 12,627 14,893 20,509 22,635 23,691 23,638

イ　相談センターの現状

現在の相談センターの取扱い業務は多種多様となっています。主なものは、次のとおりです。
ア　法律相談業務

弁護士会が主催する相談センターでの法律相談と自治体等から委託を受けて実施する自治体
相談があります。

相談センターでの法律相談は、弁護士会館、なんば、谷町、堺、岸和田、南河内、イオンモ
ール（日根野・藤井寺・大日）、北摂地域、北河内地域で実施しています。平成 17 年度には
相談件数が年間 3 万件を超えましたが、その後減少傾向に歯止めがかからず、平成 24 年度は
半減してしまいました。平成 24 年度の弁護士会館での相談の種別は、「別表」のとおりです。

自治体相談については、大阪府下 37 自治体と委託契約を締結しており、主に市町村役場が
相談場所になっています。また、自治体以外にも各種の公的団体から法律相談の委託を受けて
います。自治体等相談のピークは平成 15 年で、こちらも漸減傾向にあります。相談先の詳細
は、巻末の相談先一覧をご覧下さい。

自治体相談は主に一般相談ですが、弁護士会相談では、専門相談や中小企業相談を実施して
います。
ａ　専門相談…社会の複雑化に伴い法律も専門化しており、法律相談の専門化は市民のニーズ
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と言えます。相談センターでは、専門的な知識を要する法律相談は、研修要件等を充足した
特定の弁護士が担当すべきものとして、現在、9 分野（労働、交通事故、サラ金、消費者、
医療事故、知的財産、建築、外国人、貧困・生活保護）での専門相談を実施しています。

ｂ　一般相談…専門相談以外の家庭内トラブル、離婚、相続、債権債務、不動産関係、借地借
家、行政、刑事などの法律相談を実施しています。一般相談の担当弁護士は、特に登録要件
を課すことなく、すべての弁護士が対応しうるものとして法律相談を提供しています。

ｃ　民事番弁護士制度…訴訟代理人がいない訴訟当事者（原告又は被告）に対して、初回相談
は無料で、訴訟の流れ等の法的アドバイスをする制度です。平成 6 年 3 月に発足し、市民
の弁護士へのアクセスの一つとして重要な役割を担っています。裁判所の協力により、訴状
送達時に本制度の紹介文を記載してもらっています。相談件数は、平成 23 年度までは年間
3 百件を超えていましたが、平成 24 年度は 254 件に止まっています。ただし、受任件数は
横ばいなので、直受率は上がっています。

ｄ　家事当番弁護士制度…家庭裁判所での調停・訴訟事件について初回無料で法律相談が受け
ることができるという制度で、平成 19 年 10 月 1 日に発足しました。制度発足に当たり、
家庭裁判所の協力により、被告に対して訴状送付の際、呼出し状に、初回無料で法律相談を
受けることができる家事当番弁護士制度があることを記載してもらっています。一般事件と
違って、弁護士の関与率が低く、十分な権利救済がないと思われる家事事件の当事者に対す
る法的サービスとして、今後重要な機能を担うものと思われます。相談件数は、平成 19 年
度が 324 件、平成 20 年度が 553 件と増加していましたが、平成 21 年度以降減少傾向にあり、
平成 24 年度は 60 件まで落ち込みました。ただし、民事当番と同様、家事当番についても
受任件数自体は横ばいです。裁判所と連携した制度として、更なる利用拡大が求められます。

ｅ　リーガルアクセスセンター（以下「LAC」といいます。）…LAC は、主として自動車保険
を販売している損害保険会社との協定により、当該保険会社の保険契約者に対し、弁護士を
紹介する業務を行っています。法律相談件数及び受任件数が全般的に落ち込むなかで、LAC
は、平成 18 年度の 94 件から平成 24 年度の 2,323 件へと大きな伸びを示しています。

ｆ　中小企業相談（ひまわりほっとダイヤル）…日弁連中小企業法律支援センターは、中小企
業を対象として、弁護士が組織的かつ全国的に法的サービスの提供を行うことができる体制
を支えるものとして、ひまわりほっとダイヤルを開設しました。ひまわりほっとダイヤルは、
中小企業経営者が全国統一の番号にダイヤルすれば最寄りの弁護士会の担当弁護士に法的助
言を電話で受けることができるという点に特徴があり、平日の午前 10 時から午後 4 時まで、
初回 30 分間無料で実施しています。

ｇ　中小企業支援センター…平成 24 年 6 月より、中小企業支援センターの名称で、中小企業
の法律相談業務を実施しています。相談センターでは、従前、法律相談事業のアクセス解消
の対象を個人に限定していましたが、中小企業も個人に準じて法律相談業務へのアクセスが
不十分であるのではないかという問題意識に基づき、中小企業相談の周知のための期間とし
て当面無償での相談を実施しています。平成 24 年度の相談件数は 236 件ですが、受任率が
31.8％と高いこと（その他の相談の受任率は平均 22.0％）から、この制度の有用性が見て取
れます。

イ　私選弁護人紹介制度（刑事当番弁護士制度）
平成 4 年 3 月 1 日発足した業務で、身柄を拘束されている被疑者に対する、法的アドバイス、

権利救済を目的としたもので、要請があれば即日面会し、法的アドバイスをする制度です。初
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回の相談料は無料としています。
被疑者国選対象事件は法定刑が死刑又は無期若しくは短期 1 年以上に限定されていましたが、

平成 21 年 5 月 21 日から長期 3 年を超える懲役若しくは禁固に当たる罪であれば対象事件と
なり範囲が拡大したことにより、接見申込み（出動）件数は平成 20 年度 4,462 件のところ、
平成 22 年度は 2,961 件まで減少し、国選受任事件は平成 20 年度 115 件から平成 22 年度 845
件に激増しました。しかし、当番弁護士が接見し、被疑者が勾留後、被疑者国選弁護人に当番
で接見した弁護士が選任されるケースが多く、近年は当番派遣件数も平成 23 年度 3,296 件、
平成 24 年度 3,712 件と増加傾向にあります。

ウ　弁護士紹介業務
a　一般民事…弁護士紹介希望者について、スクリーニングによって弁護士紹介に適する事案

か否かを確認し、弁護士費用の説明等も行った後、事務所で待機する弁護士を紹介する制度
です。平成 24 年度は民事事件で 1,996 件の紹介依頼があり、1,073 件が受任に至っています。

b　刑事…身柄を拘束されていない被疑者は弁護士紹介や一般法律相談で対応しています。刑
事事件の弁護士紹介件数は、平成 15 年度以降横ばい傾向が続いています。

c　顧問弁護士…本制度は、会社・団体に対する顧問弁護士を紹介する制度です。平成 12 年 5
月に大阪商工会議所と業務提携をしたところ、平成 12 年度は 39 件の紹介がありました。
会社・団体に対する法的サービスとしては、重要な役割を担うものですが、平成 13 年度以
降は年に数件にとどまっています。

d　講師派遣…各種の講演会・研修会・勉強会等に対する講師派遣業務です。平成 18 年度の
利用件数は 95 件でしたが、平成 24 年度は 178 件の利用となっており、増加傾向にあります。
行政連携や法教育の成果と考えられます。

平成（年度） 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

顧問弁護士紹介 7 11 9 4 7 2 5 3 2 1 1 2

講師派遣 132 116 98 95 90 95 109 111 197 41 126 178

ウ　相談センターの課題

法律相談センターの利用は、昭和 60 年の設立以来、順調に推移してきましたが、平成 16 年
度以降やや停滞気味となり、18 年度以降は減少傾向にあります。

本地域司法計画の各箇所で指摘されているように、労働事件、行政事件、子どもの事件、消費
者事件などに関して、行政庁等での相談件数が弁護士会法律相談件数の数倍から 10 数倍存在し
ます。法律相談センターの利用件数が停滞気味であるのは、①原則として相談に費用が要ること
や、②弁護士・弁護士会のイメージが、従前から言われるように「敷居が高い」ことが原因にな
っている可能性があります。さらに、③市民のニーズが専門化・多様化している現状に法律相談
センターが対応できていない、④他士業（司法書士・税理士等々）の業務参入がある、あるいは
⑤法テラスの開業がある、⑥会館の他に府内 6 か所のサテライトとイオン、南大阪の相談センタ
ーだけでは市民のアクセス障害が解消されていない、また、⑦土日・夜間相談が十分でない、⑧
未だ市民に弁護士会の法律相談センターが認知されていない、等が考えられます。

エ　市民に十分な法的サービスを提供するために何をすべきか

相談センターの扱う法律相談件数は減少していますが、弁護士が身近にいない市民にとって、
法律相談が貴重なアクセス手段であることに変わりはないと考えられるので、弁護士へのアクセ
ス障害を解消する施策が必要と考えます。相談センターは、法律相談を拡充するため、以下の施
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策を行っています。
ａ　市民のアクセス障害の解消策

法律相談センターは、平成 6 年以降、会館の他にサテライト法律相談センターを順次開設し、
平成 21 年度には大阪府内に 6 か所を設置するに至りました。しかし、千里法律相談センター
や枚方法律相談センターは、相談件数の伸び悩みにより、何れも早期に閉鎖しました。

サテライト法律相談所は、常設の相談所として、その周辺地域の法律相談事業の核となりう
る施設ですが、千里や枚方のようにコストとパフォーマンスの見合いに課題があります。そこ
で、そのようなサテライト相談所の制度に代わるものとして、常設相談所の賃料及び人件費を
かけず、非常設の場所で、一定の曜日等に相談業務を提供する業務として、平成 21 年度から、
①南河内法律相談所、②イオン日根野 SC、イオン藤井寺、③北摂地域相談所（池田 NPO・健
康の森・高槻総合市民交流センター）、④北河内地域相談所（イオンモール大日・枚方市民会
館・くずは尚山学園カルチャーセンター・寝屋川市民会館）を順次オープンさせました。

何れも利用件数は横ばい傾向ですが、コストが少ないので、地域の法的需要に対して気長に
対応することが可能です。

ｂ　専門化、他士業や法テラス等との差別化
前述のとおり、市民の法的ニーズの多様化、専門化に対応するため、専門的な知識を必要と

する法律相談は、研修要件や実務要件等を充足した特定の弁護士が担当すべきものとして、平
成 23 年 6 月から、労働、交通事故、クレジット・サラ金、消費者、医療過誤、知的財産及び
建築の分野において、専門相談を開始しました。現在、外国人及び生活保護の 2 分野を加え、
9 分野で専門法律相談を実施しています。

また、建築、知的財産、医療過誤、消費者被害の 4 分野の相談については、専門的なニーズ
により的確に答えるため、それぞれ相談担当者の事務所で法律相談を実施する態勢にしました。

以上のように法律相談の専門化に対応することにより、他士業の弁護士業務への無原則な参
入を禁止し、また、法テラス、司法書士・行政書士業務等他士業との違いを明確に打ち出すこ
とになります。相談センターでの法律相談が市民にとって十分満足できる内容のものにするこ
とは、市民に対する弁護士・弁護士会の役目であり、将来の法律相談センターの発展のために
も必要です。

ｃ　相談センターでは、平成 19 年度以降、広報費を大幅に増額して、広報の内容、回数を強化
し、市民の認知の広がりや敷居の高さの解消を図ろうとしました。具体的には、地下鉄での車
内広告、テレビのスポット広告、ラジオによる広告、新聞、雑誌、タウンページ等です。しか
し、広報費用の支出と相談件数の増加との相関関係を認めることはできていません。このため、
近年は、ホームページの充実に力を入れています。

課題のひとつは、広報によって法的サービスが必要な人に届いているか、という点です。そ
のためには、行政窓口や関連司法機関（公証役場、裁判所、法務局等）との連携を図り、単に
パンフレットを置いてもらうだけにとどまらず、各部署の担当者が法的な支援を要する市民と
接した際に積極的に相談センターを案内してもらえるだけの連携関係を構築していくことが必
要です。

また、仮に、相談センターの情報が届いていても、当事者に必要な情報（無料相談はいつま
で無料なのか、トータルの費用はどれくらいかかるのか等）が届いているのか、という課題も
あります。当事者が求める情報を届ける工夫を検討する必要があります。
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第 2 分類 第 3 分類 第 4 分類

民事

9,181 件

家事 3,154 件

①離婚 1344 件
②遺言相続・遺産分割 932 件
③親権・扶養 41 件
④認知 15 件
⑤その他（家事） 822 件

不動産 1187 件

①地代・家賃紛争 272 件
②土地・建物所有権 104 件
③境界紛争 103 件
④土地・建物明渡・収去 68 件
⑤土地・建物登記請求 1 件
⑥その他（不動産） 639 件

損害賠償請求 490 件
①医療過誤 202 件
②傷害 35 件
③その他（損害賠償請求関係） 253 件

9,181 件

債権・債務 ※ クレジット・サラ
金相談除く 694 件

①貸金 254 件
②売掛金 54 件
③手形・小切手 5 件
④売買代金 4 件
⑤その他（債権・債務） 377 件

倒産 42 件
①破産 34 件
②民事再生 1 件
③その他（倒産関係） 7 件

労働 959 件

①解雇 238 件
②パワハラ 154 件
③未払賃金請求 142 件
④給料・退職金請求 32 件
⑤労災（事故） 18 件
⑥セクハラ 16 件
⑦時間外手当請求 11 件
⑧労災 7 件
⑨退職金請求 6 件
⑩労働条件切下げ 5 件
⑪雇い止め 3 件
⑫配転・転籍 2 件
⑬労災（過労死・過労自殺） 1 件
⑭その他（労働） 324 件

知的財産権等 30 件

①知的所有権・著作権 11 件
②商標 7 件
③不正競争防止法 4 件
④意匠 3 件
⑤特許・実用新案 3 件
⑥その他（知的財産権） 2 件

渉外 3 件
①身分関係 1 件
②その他（渉外関係） 2 件

平成24年度総合法律相談センター事件分類一覧
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第 2 分類 第 3 分類 第 4 分類

民事 9,181 件

子どもの権利 15 件

①いじめ 2 件
②問題行動・非行 1 件
③体罰・懲戒 1 件
④不登校 1 件
⑤その他（子ども） 10 件

その他 895 件
①会社 39 件
②行政 26 件

その他 895 件
③税務 2 件
④いずれにも分類不可能 828 件

遺言書作成（遺言・相続センター） 216 件
遺産分割等（遺言・相続センター） 1,484 件
遺言・相続センターその他 12 件

サラ金・
クレジット

（消費者金融
含む）

2,092 件

①任意整理 747 件
②自己破産 670 件
③個人再生 118 件
④債務不存在 78 件
⑤管財事件 11 件
⑥その他 468 件

家事当番 332 件

①本庁 259 件
②堺支部 49 件
③岸和田支部 21 件
④その他 3 件

交通事故 3,324 件

①被害者側 2,654 件
②加害者側 661 件
③第三者 1 件
④その他 8 件

住宅・建築 43 件

①契約紛争 8 件
②欠陥住宅 6 件
③近隣紛争 4 件
④その他 25 件

消費者 274 件

①証券・保険・銀行 50 件
②先物取引 14 件
③カード・クレジット 5 件
④霊視・霊感商法 1 件
⑤その他 204 件

民事当番 449 件
①地裁 341 件
②簡裁 107 件
③その他 1 件

少年事件 64 件
刑事 370 件
民暴 12 件
遺言 15 件

外国人 5 件
中小企業 236 件
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⑵　都市型公設事務所
ア　公設事務所の役割と経過

ａ　大阪弁護士会は、平成 13 年 3 月末、全国に先駆けて、主に少額事件など弁護士による法的
サービスを受けることが容易でない事件に対する市民のアクセス障害を解消することを目的に、
都市型公設事務所（「大阪こうせつ法律事務所」）を設置しました。

ｂ　平成 16 年 4 月 1 日、裁判員裁判開始を控えて刑事弁護の拠点としての「刑事こうせつ法律
事務所」と、過疎地派遣弁護士の養成や市民の司法アクセスを容易にする民事事件を目的とし
た民事中心の「大阪フロンティア法律事務所」の二つの事務所を立ち上げました。
「刑事こうせつ法律事務所」は、国選の特別案件を多数受任するとともに、大阪での刑事事

件活動の一大拠点となりました。また、「大阪フロンティア法律事務所」は、養成した 2 名の
弁護士を日弁連の「ひまわり基金法律事務所」に派遣しました。

ｃ　平成 19 年 4 月 1 日、それまでの民事・刑事を各々中心とする公設事務所を統合し、規模を
拡大して、民事・刑事のバランスをとり、各派遣弁護士の養成をより充実させるねらいから、

「大阪パブリック法律事務所」を発足させました。同法律事務所は、ひまわり基金法律事務所、
法テラススタッフ弁護士など過疎地派遣弁護士の養成及び被疑者国選・裁判員裁判など刑事弁
護の拠点として積極的に活動しています。

イ　今後の課題

平成 26 年 2 月 1 日時点で、大阪パブリック法律事務所の構成は弁護士 11 名ですが、法テ
ラス派遣のスタッフ弁護士、ひまわり基金法律事務所に派遣予定の弁護士も含まれます。

今後、各派遣弁護士の養成や裁判員裁判など刑事弁護の拠点事務所として確固とした活動を
続けていくためには、経営が安定し、養成中の若手のみならず、中堅・ベテラン弁護士が安定
的に職務に取り組めるような方策が必要で、裁判員裁判事件の複数弁護人の派遣支援などに取
り組んでいます。

ウ　郊外開設法律事務所への支援

平成 13 年 3 月末、公設事務所立ち上げに際して、大阪市周辺地域（大阪市、堺市、岸和田
市を除く）に進出する郊外型法律事務所に対して貸付をする援助制度を設けました。しかし、
利用実績が伸びなかったため、平成 21 年 9 月 1 日に「特定地域法律事務所に対する援助に関
する規則」を改正し、援助の対象となる法律事務所を大阪府の区域のうち大阪市北区・中央
区・西区並びに堺市堺区を除く地域に立地するものに拡大するとともに、援助を受けた場合の
義務、申し出期間等も見直し、利用しやすいものにしました。その後、利用実績も少しずつ増
加し、弁護士人口の増加もあって、いわゆる郊外型事務所が増加してきており、郊外の市民の
法的アクセスの確保に役立ってきています。

⑶　遺言・相続センター
ア　遺言・相続問題の現状

ア　日本及び大阪の高齢者人口の推移
日本全国において、平成 22 年の総人口が 1 億 2747 万人に対し、65 歳以上が 2874 万人、総

人口に対する割合は 65 歳以上が 2874 万人、総人口に対する割合は 65 歳以上で 22.5％となっ
ています。平成 27 年では 65 歳以上が 3277 万人となり、総人口に対する 65 歳以上の割合は、
26.0％となるものと推測されています。

また、大阪府においても、平成 22 年の高齢化率は 22.2％（総人口 886 万人に対し、65 歳以
上は 196 万人）で、平成 26 年には 25.3％（総人口 878 万人に対し、65 歳以上は 221 万人）に
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なると推測されています。社会の高齢化は急激であり、いずれの分野においても高齢者に対す
るサービスの充実が望まれます。

イ　遺言の作成件数の増加
遺言書の作成件数は増加しています。公正証書遺言の作成件数は、平成元年の 4 万 935 件

から平成 24 年の 8 万 8156 件と 20 年余りで 2 倍以上に増加しています。
ここ、5 年間の公正証書遺言作成件数でも以下の通り増加しています。

平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年

76,436 77,878 81,984 78,754 88,156
資料：日本公証人連合会統計による

これは、自らの財産の処分は自らの意思で決めたいという傾向が強まっていることや、信託
銀行による遺言信託業務の推進による影響が大きいと思われます。信託業務を営む金融機関の
遺言書保管件数は、平成 6 年度末で 17,533 件から平成 20 年度末で、65,612 件、平成 24 年度
末で 81,457 件となっています。

信託業務を行う金融機関の遺言書保管件数

平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 平成 23 年度末 平成 24 年度末

65,612 68,911 72,333 75,975 81,457
資料：信託協会ホームページ

大阪においても、公正証書遺言の作成件数は増加しており、平成 12 年の 3,745 件から、平
成 20 年の 4,746 件、平成 24 年の 6,347 件へと増加しています。

平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年

4,764 5,030 5,457 5,403 6,347
数字は概数　資料：日本公証人連合会の資料による

遺言書の検認手続の申立て件数も、以下の通り、平成 20 年から 24 年にかけて、若干増加
しています。

平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年

13,632 13,962 14,996 15,113 16,014
905 939 939 885 963

上段は全国、下段は大阪　資料：司法統計

イ　大阪の法的サービスに対するアクセス状況について

上記の通り、大阪においては、平成 22 年では総人口 886 万人に対して、65 歳以上は 196 万人
に対して、公正証書遺言の作成件数は 5457 件、遺言書検認の申立ては 939 件で、合計しても約
6400 件です。現在作成済みで、まだ表に出ていない遺言書の数はこれ以上になるものと見込ま
れますが、いずれにしても高齢者の人口に対して遺言作成の数が少ないです。

ウ　遺言・相続センターの方策

ア　遺言・相続センターの活動内容
ａ　遺言・相続の法律相談

遺言・相続センターでは、主に遺言・相続に関する 20 分間の無料電話法律相談と、それ
で不十分な場合は、相談者が担当弁護士の事務所などで面談による継続相談を受け、また、
遺言書作成などを依頼することができるようにすることで、市民が気軽に法的サービスを受
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けることができるようにしています。
ｂ　他の業種との交流や行政との連携

公証人や税理士と交流をはかって情報交換をしたり、地方自治体やその他の団体に講師を
派遣して市民に遺言・相続の知識を普及する活動を行っています。

ｃ　相談担当弁護士の研修
遺言・相続センターでの相談を担当するには、所定の研修を受けることが条件となってい

ます。それは、遺言については、ただ形式的要件のみならず、実質的にも効力のあるもので
あり、また、紛争の種となる不合理な内容の遺言を作成させないようにするといったことが
必要であり、さらに相続についても様々な法律関係の知識が必要であって、そのためにも専
門的知識を有する弁護士が法律相談にあたる必要があるからです。遺言・相続センターでは、
相談担当弁護士育成のために、遺言・相続関連事件の実務の基礎的事項に関する必修研修と、
渉外相続、遺言と遺留分をめぐる実務上の留意点などの選択研修を実施しています。

イ　遺言・相続センターの活動実績
遺言・相続センターでは、毎年 4 月 15 日に「良い遺言の日」と 11 月 15 日に「いい遺言の

日」というイベントを開催しています。これらイベントでは、遺言・相続を題材とした寸劇を
したり、講演を行ったりしています。イベントの後には、弁護士による無料法律相談会も行っ
ています。

ウ　法律相談件数
下記の表の通り、法律相談はほぼ毎月 100 件以上電話無料相談を行っており、しかも、相談

は増加傾向であって、市民の法的ニーズにある程度こたえることができています。

平成 20 年度
（9 月から） 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度

相談件数 1060 1541 1403 1648 1711

エ　今後の課題と対策
日本社会は、今後、ますます高齢化し、大阪も例外ではありません。高齢化社会は、介護の

長期化による相続人間の不公平感の増加や高齢者のカップル問題（高齢になってからの結婚、
内縁）など、相続に際して難しい問題を提起する可能性があります。また、財産の世代間格差
が大きくなり、親の財産に期待する傾向が高まるものと思われます。さらに、家族関係の変化
によって、生活のセーフティネットとしての家族の役割が低下し、セーフティネットが「家
族」から「財産」にならざるを得ない状況にあります。

以上に加え、近年、「葬式」「お墓」「相続」など死後に対する関心が極めて高くなっていま
す。「エンディングノート」に注目が集まるのもその一例です。しかし、遺言は、形式が厳格
であり、エンディングノートに財産分けの内容を記載しても、形式を充たしていないため無効
となる可能性が高いのです。

また、「遺言キット」など、自筆証書遺言のセットを利用して遺言書を作成しても形式を満
たしていなくて無効になったり、遺言の内容が不十分であって、遺言執行に困難を伴う場合も
あります。また、高齢化にともない増えている認知症の方の遺言について、遺言能力が争われ
る場合も少なくなりません。

遺言や相続には法的問題が多数あり、市民が気軽に弁護士による法的サービスを受ける体制
が必要です。

遺言・相続センターは、上記社会のニーズにこたえるために設立されたものですが、市民に
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手軽な相談機関として認知してもらうために、さらに広報等工夫をすることが必要です。また、
相談担当弁護士の能力をさらに高めることも必要です。

⒉　弁護士アクセス向上のための施策
ア　弁護士情報の府民への提供
ア　広報の重要性

今般の司法制度改革を進めた大きな理由として、これまでの日本の司法制度が市民の十分な要望
に応えられていなかったことが指摘されています。その中で、弁護士に関しては、弁護士を身近に感
じられない、弁護士費用が良く分からない、弁護士費用が高いといった市民の弁護士へのアクセスを
めぐる様々な問題点が指摘されていました。

これらの問題については、弁護士の立場からすると「休む時間を惜しんで日々熱心に弁護士会活動
をしている」「労働に見合った対価としては相当」といった思いを持っている会員が多いのかもしれま
せん。そういったことからすると、市民の思いと弁護士の認識の間に相当なギャップがあると推測さ
れます。その溝を埋める活動として広報活動はきわめて重要であり、その充実が不可欠です。

イ　これまでの広報活動

ａ　弁護士や弁護士会の広報活動は不可欠でありますが、これまで弁護士業務の内容や、弁護士
費用、弁護士会の活動等について十分な情報を市民の皆様に提供していたのかと問われれば、
残念ながら否定せざるをえません。

ｂ　弁護士の業務広告についても、従前は弁護士の品位を害するとの理由から原則禁止とされていま
した。この原則は 2000 年に「原則自由」へと大転換が図られましたが、その原因はともかくとして、
その後も広告を通じた弁護士の情報提供は決して十分とはいえない状況が続いています。ホームペ
ージを開設している大阪の法律事務所の数がかなり増加しているとは言え、大阪弁護士会の会員
数が 4,100 人余りであることを考えますと、まだまだ少数の事務所に留まっています。
「過払い金返還」に関しては、多額の費用を投下してテレビ・ラジオ広告や地下鉄・新聞等で多

様な業務広告を行っている（あるいは行っていた）事務所もありますが、数の上ではごく一部の弁
護士事務所に過ぎません。多額の広告費用を使っている点からすると、業務内容や報酬の点で問
題があるのではとの指摘も一部においてはなされており、費用対効果の検証もむずかしいことから、
すぐさま同様の規模の広告を多くの事務所が行うことはないのではないかと予想されています。

ｃ　ところで、弁護士を探す手段としては大阪弁護士会のホームページや日弁連のホームページ
から検索できるシステムが作られています。

大阪弁護士会のホームページの弁護士検索には、弁護士の氏名、住所等から検索する「基本
情報検索」と、重点取扱分野等の情報から検索する「重点取扱分野検索」がありますが、後者
の検索が平成 18 年に始まった弁護士情報提供制度です。弁護士に依頼しようとする人は、「重
点取扱分野」を検索することで、不動産取引一般、交通事故その他の事故、離婚・親権者（親
子関係を含む）など合計 50 の特定分野に登録している弁護士を探し出すことができます。

もっとも、従来から課題とされている登録弁護士数が少ないとの点については、平成 26 年 2 月
25日現在で 746 人と未だ 2 割以下にとどまっており、さらにその増加に向けた取組が必要です。

また、「重点取扱分野」は、各弁護士が重点的に取り扱っている分野や、これから重点的に
取り扱いたいと考えている分野を、一定の数に限定して登録したものですから、客観的な検証
を得たうえでのものではないとの指摘があり、大いに改善の必要があります。

ｄ　弁護士会としても、弁護士の業務内容、弁護士が提供できる職務、他の士業との違い、弁護
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士の費用等々について積極的に情報提供を行うことが不可欠ですが、これまでの限られた予算
と陣容では十分な広報ができていませんでした。

また、個々の委員会やセンターで別々に広報を行っていましたため、弁護士会全体として効
果的・効率的な広報を行うことができていませんでした。さらに、この問題を担当している理
事者が 1 年任期であることもネックとなっていました。

ウ　広報室の設置、活動内容

大阪弁護士会では、広報に関する上記のような問題点を打開するため、平成 21 年 11 月に理
事者直轄の組織として広報室を創設しました。限られた予算と陣容の中で、より効果的・効率的
な広報をするための組織として活動を開始したものです。当初は 3 名の陣容でしたが、その後 1
名増え、現在 4 名体制で運営しています。

これまで 4 年余りが経過し、新たな広報に取り組んできましたが、果たして十分な効果をあげ
てきたかとふり返ると、正直言って疑問です。

この間、取り組んできた広報活動を以下にいくつかあげてみます。
ａ　まず、ホームページの改革です。

いかに大阪弁護士会のホームページをたくさん見ていただくかに重点をおき、頻繁な更新を
優先してきました。

その中では、トップのバナー、おすすめ動画、若手会員のブログ、法教育委員会が製作しま
したゲームやこれまで実施したテレビ・ラジオ CM といった様々なものを掲載しています。

そのホームページも 4 年経過しましたことから、新たな改革を目指して、平成 26 年 3 月か
らトップページをリニューアルしました。

ホームページに関連して、総合法律相談セ
ンターと共同で、スマホサイトを開設しました。

また、インターネットの利用の中で、フェ
イスブックページも開設して、イベントの案
内を中心に投稿しています。

ｂ　地下鉄の看板広告（実際の弁護士に登場し
てもらい、離婚を題材としている）も新しい
試みです。これは、離婚事件において弁護士
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が代理人に就任している率が低いことに着目したものですが、効果のほどは確認が難しいです。
ｃ　会館を利用した PR 活動としては、屋上に「弁護士会」の LED 表示の設置、大阪フィルム

カウンシルの登録、会館を利用した様々なイベントといったことを実施してきました。
ｄ　テレビ・ラジオ CM については、平成 24 年 1 月から 3 月にかけて、相当な費用をかけて実

施したが、効果を上げるためには、相当期間の継続性が必要であり（そのためには莫大な費用
がかかる）、短期間ではいい成果には結びつきませんでした。

平成 24 年 11 月からは、MBS ラジオで「弁護士の放課後 ほな行こか～」という 30 分番組
を週 1 回放送し、この中で弁護士会の活動や行事等についてアピールしています。

ｅ　また、法教育による出張授業のためのクリアファイル、消せるボールペンといったグッズを
作成したり、さらに、インタビューバックの作成、大阪弁護士会のロゴマークの作成といった
ことも手がけてきました。

ｆ　本年度には大阪弁護士会「友の会」（愛称「べんとも」）を設置し、市民に会員登録してもらい、メ
ールでイベントの告知を行なうことにしました。現在登録会員は160 名余りです。何とか一人でも多
くの方に登録していただくべく努力しており、市民に少しでも情報提供ができればと考えています。

こういった活動がまだ十分でないことは冒頭申しあげたとおりです。さらに効率的・効果的な広
報を行うべく、現在も日々検討を重ね、試行しています。何とか市民の皆さんに、弁護士・弁護士
会の真の姿を知っていただく広報にしたいと考えている次第です。

イ　専門化の促進
市民や企業には弁護士の専門性についての情報に対するニーズが大きく、これに応えるために、

弁護士情報提供制度にとどまらず、各分野の専門研修制度を充実させ、一定の経験を積むことを条
件とした専門登録制度の創設が望まれていました。

この点、従来総合法律相談センターで実施していた分野別相談について、「専門法律相談」とし
て平成 23 年 6 月 1 日から実施することとなりました。これにより、労働事件法律相談など 7 分野
の各専門法律相談について、総合法律相談センター運営委員会の指定する研修の履修、各専門分野
における一定の実務経験など一定の登録要件を満たした弁護士の名簿を作成し、名簿に登録された
弁護士による専門法律相談を受けられるようになります。

今後、試験による認定を条件とした専門認定制度の創設についても検討すべきでしょう。
ウ　企業への法的サービス
ア　いろいろな形態

弁護士の企業に対する法的サービスの提供方法としては、基本的に、企業内弁護士、社外取締
役、社外監査役及び顧問弁護士があります。

イ　企業内弁護士

日本弁護士連合会『弁護士白書　2013 年版』によれば、平成 25 年 6 月 30 日時点で、全国の
企業内弁護士の人数は 965 人であり、その内、大阪弁護士会に登録している企業内弁護士は 51
人であって、全国の約 5.3％に過ぎません。

ウ　社外取締役

東京証券取引所（以下、「東証」という。）が、平成 24 年 9 月 10 日時点で東証に株式を上場
している内国会社 2,275 社のデータを対象として分析した『東証上場会社　コーポレート・ガバ
ナンス白書　2013』によれば、東証上場会社における 1 社あたりの社外取締役の平均人数は
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1.02 名であり、監査役設置会社における社外取締役の内、8.1％が弁護士であるとされています。
会社法改正の議論の中で、社外取締役の義務づけが大きなテーマとなり、上場規則においても、

独立役員である社外取締役を置くことが努力義務とされるなど、　 今後、上場会社を中心に、社
外取締役の導入が更に進むことが想定されます。これに伴い、独立性が高く専門性を有する弁護
士が社外取締役に就任するニーズも更に増えることが見込まれます。

エ　社外監査役

上記『東証上場会社　コーポレート・ガバナンス白書　2013』によれば、東証上場会社にお
ける 1 社あたりの監査役の平均人数は 3.77 名であり、その内 2.52 名が社外監査役です。社外監
査役についても、東証の独立役員制度等により独立性が求められており、また、昨今の企業コン
プライアンス重視の傾向からしても、独立性が高く専門性を有する弁護士が社外取締役に就任す
るニーズが更に増えることが見込まれます。

オ　顧問弁護士

顧問弁護士を依頼している事業者の数は明らかではありませんが、昨今の企業コンプライアンスの
強化傾向、社会経済の複雑化等の事情からすれば、企業における顧問弁護士が更に普及することが
望まれます。

経済産業省経済産業政策局調査統計部平成 22 年度工業統計数［企業統計編］によれば、平成
22 年度の大阪府内の従業員 4 人以上の製造事業所数は 2 万 0,122 であり、たとえば、大阪府内
の従業員 4 人以上の製造事業所のうち約半数の 1 万事業所が顧問弁護士の依頼をすると、約
4,000 人の弁護士で 1 人平均 2.5 社の法律顧問を担当することになります。

なお、日本弁護士連合会「弁護士業務の経済的基盤に関する調査報告書 2010」（「自由と正義」
〔2011 年臨時増刊号〕）によれば、顧問先をもっている大阪・愛知県の弁護士の割合は 66.4％で
あり（全国平均は 63.5％）、顧問先を持っている大阪・愛知県の弁護士の平均顧問先数は 14.1 社
です（全国平均は 13.9 社）。

カ　中小企業に対する弁護士会の支援

弁護士会は、中小企業事業者に対する法的支援活動に取り組んでいます。
日本弁護士連合会は、全国の中小企業事業者が各都道府県の弁護士に相談できる「ひわまりほ

っとダイヤル」事業を開始し、大阪弁護士会もこの事業を受託して運営しています。
また、大阪弁護士会は、平成 24 年 6 月、独自に「大阪弁護士会中小企業支援センター」を設

置し、従来より大阪府内の商工会、商工会議所との連携のもとで取り組んできた中小企業支援の
活動をさらに充実させるべく、大阪弁護士会館内での企業経営者向けの法律相談や弁護士紹介の
ための常設の窓口を設置するほか、企業経営者向けセミナーを実施するなどしています。

エ　行政への法的サービス
ア　行政との連携

ａ　連携の意義・必要性
地方自治体等の行政機関は、住民福祉の充実及びセーフティネットの機能を有しています。

弁護士及び弁護士会が人権擁護活動を行うためには、行政の持つ住民福祉の充実・セーフティ
ネット機能の拡充を図ることが必要です。その意味では、弁護士会と行政とは住民福祉実現の
ための「パートナー」の関係にあるといえます。

また、行政機関には、その隅々にわたるまで、法令遵守の確立、法の支配の実現を図ること
が求められており、そのことにより、よりよい地方自治の実現を図ることができます。その意
味では、行政は、弁護士及び弁護士会が扱う法の重要な「ユーザー」であるといえます。
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ｂ　実情
ところが、従来、弁護士会が行う行政との連携活動は、これを「マネジメントする部門」が存

在せず、委員会毎に「縦割り」で行われておりました。そのため「情報の偏在」が生じ、弁護士
会全体の視点で、自治体ニーズを把握し、効果的な広報活動を行うことができませんでした。

他方、地方自治体等の職員から見て、顧問弁護士ではない弁護士及び弁護士会は「縁遠い」
という意識がありました。

そのため、弁護士会と行政との連携は不十分なものでした。
ｃ　方策

⒜　大阪弁護士会行政連携センター発足
そこで、大阪弁護士会は、2011 年 4 月、行政連携推進プロジェクトチームを設置し、そ

の活動及び組織を発展させる形で、2013 年 4 月、行政機関等と大阪弁護士会が連携して行
う活動を推進し、行政機関等からの法的な需要に応えることを目的として、大阪弁護士会行
政連携センター（以下、「行政連携センター」という。）を発足しました。

⒝　行政連携センターの役割
行政連携センターの役割は、次の 3 つに要約することができます。

①　行政機関向け対外広報の「シンボル」としての役割
行政連携活動を広げていくためには、地方自治体等の内部に潜在する法的需要を顕在化させ、

顕在化させた法的需要を呼び込むのにふさわしいメッセージを強く発信することが必要です。
②　行政機関のための「窓口」としての役割

弁護士会に「問い合わせてみたい」「弁護士を紹介して欲しい」と考える地方自治体等
のために、一元的で分かりやすい「窓口」を設けておくことが必要です。「アクセス障害
の解消」を図ることが期待されています。

③　行政機関の要望にマッチした委員会及び弁護士に繋ぐ「マッチングシステム」としての役割
地方自治体等の要望内容に対し、迅速に、適切な委員会に繋ぎ、適切な弁護士を人選す

ることが必要です。「マッチングシステム」としての役割が期待されています。
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⒞　事業概要
行政連携センターの主な事業を列挙すると以下のとおりです。

①　広報活動
②　行政機関等に対する弁護士紹介業務（対象分野：行政機関等の債権管理、コン

プライアンスの確保、行政対象暴力その他行政機関等に係る法律問題）
③　行政機関等に対する講師紹介業務（対象：行政機関等の全分野）
④　条例・規則等の立案、制定、運用に関する支援業務
⑤　弁護士の任期付公務員等の任用に関する支援業務
⑥　行政連携活動を推進するための方策の検討、立案及び実行、行政連携活動に関

する調査及び研究、各種団体との連絡協議

⒟　弁護士紹介及び講師派遣システムの仕組み
①　大阪弁護士会では、自治体等のために提供することができるメニューを「行政連携のお

品書き」として公開し配布しております。
②　行政連携センターでは、自治体等からの依頼に適切に対応するため、専用の「弁護士紹

介申込書」「講師派遣申込書」用紙を用意しております。大阪弁護士会ホームページより
ダウンロードすることができます。

③　行政連携センターは、地方自治体等のニーズの把握に努め、迅速に、適切な委員会に繋
ぎ、適任者を人選することとしています。

⒠　その他の具体的活動
①　ニーズの把握

●　地方自治体等の法的ニーズの調査等（リサーチ）
②　広報資源の収集・開発

●　弁護士会内部の行政連携情報（成功体験事例）の収集
●効果的な広報ツール（自治体向けコンテンツ）の開発

③　対外広報・情報発信
●　「行政連携のお品書き」の配布
●　月刊大阪弁護士会への広報記事の掲載
●　シンポジウム、任期付公務員に関する自治体懇談会等の開催
●　弁護士研修の自治体職員向け開放

④　自治体等へのサポート
●　地方自治体等からの個別相談への対応
●　任期付公務員の採用支援
など
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地方自治体等行政のみなさまへ 
ご相談・お問い合わせがありましたら、お気軽にご連絡ください。

（窓口）�大阪弁護士会行政連携センター�
http：//www.osakaben.or.jp�
TEL06 − 6364 − 1681 �

（大阪弁護士会委員会部司法課が対応いたします） 
（業務内容）�地方自治体等の業務に関する弁護士の紹介・推薦・講師�

派遣・相談・各種研究会

オ　隣接関連士業の数と弁護士との競合と協働
ア　隣接関連士業の数

弁護士の数は、平成 26 年 1 月 1 日現在、大阪で 4,121 人（弁護士法人 110 法人、外国特別会
員 10 名を含む）、近畿管内で 5,564 人（ただし、平成 24 年 10 月 1 日現在）です。これに対して、
弁護士の隣接関連士業については、強制加入団体でない団体があり、また近畿管内単位でしか統
計のないものもあるため、正確な数字の比較は困難ですが、各士業のホームページ等により判明
した人数は次のとおりです。

大阪 近畿

弁護士 4,121
（弁護士法人 110、外国特別会員 9） 5,564

司法書士 2,258（司法書士法人 73） 4,422（司法書士法人 119）
税理士 14,077（税理士法人 588）
不動産鑑定士 約 520 883
弁理士 1,566 2,140
行政書士 2,789（行政書士法人 31） 6.587（行政書士法人 57）
土地家屋調査士 1,084 2,699
社会保険労務士 3,894（社会保険労務士法人 56）
 公認会計士 3,177（監査法人 32）

イ　弁護士との競合

隣接関連士業については、近年、各士業法が改正され、弁護士の職域と一部競合しています。
殊に法務大臣の認定を受けた司法書士は、140 万円の訴額の範囲内で簡易裁判所の裁判について
代理権が付与されるなどしていますが、弁護士とは、法的知識、試験、養成課程、業務目的、業
務内容、業務方法、自治権の有無などの点で異なっており、これ以上の無原則な拡大はなされる
べきではありません。

また、税理士や社会保険労務士は、顧問先に出向くなどしてニーズに対応するとともに、事実
上法的な事務も行う機会があります。本来、法的事務は弁護士が行うものであり、弁護士も積極
的に企業に出向くなどして法的サービスの提供に努める必要があります。

なお、大阪弁護士会は、法 72 条問題委員会を設けて、非弁活動に対して警告、告発等を行うと
ともに、隣接士業団体などに対して、適宜、申入れや違反事実に対する警告等を行っています。

ウ　弁護士との協働

弁護士、隣接他士業の双方において、日常業務のなかで各々の有する専門性を必要とする場面
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が多く、昨今の専門化、複雑化した社会状況においては、従来の個人的な人脈に頼るだけでなく、
会組織同士の連携の中から解決していくことが必要な問題、研究しなければならない課題が多数
あります。

大阪弁護士会では、隣接士業との連携を模索し、また実践しています。
ａ　大阪土地家屋調査士会との連携

大阪土地家屋調査士会とは、他の隣接士業との連携のなかでも、古くから密接に連携してい
ます。

まず、大阪土地家屋調査士会が設置、運営する「境界問題相談センターおおさか」の設立、
運営に関し、大阪弁護士会が全面的に協力し、運営委員、相談員、調停員をはじめ、年間数回
行われる関与構成員に対する研修にも弁護士を派遣しています。「境界問題相談センターおお
さか」が平成 19 年 9 月 5 日に不動産登記法上の法務大臣の指定機関となり、同年 12 月 17 日
にいわゆる認証 ADR 機関（認証番号第 6 号）となる過程においても、法務省との折衝、認証
基準に適合させるための規則等の改正作業などの協力を献身的に行いました。

また、平成 18 年 1 月 20 日にスタートした筆界特定制度においても、制度開始前に大阪法
務局、大阪弁護士会、大阪土地家屋調査士会、境界問題相談センターおおさかの 4 者において
検討を行い、制度開始後においても、筆界特定登記官室、大阪弁護士会、大阪土地家屋調査士
会、境界問題相談センターおおさか、大阪司法書士会で「筆界特定制度五者連絡協議会」とし
て年間 2、3 回程度の協議会を開催し、筆界特定制度の運用状況の報告を受けるとともに、円
滑、適正な運用に向けて、問題点などの整理検討を行っています。

さらに、大阪法務局において、大阪法務局内に「筆界特定相談室」を設け、毎週 2 回、弁護
士 1 名、土地家屋調査士 1 名を派遣し、境界紛争の解決手続の振り分け相談をはじめ、各種
土地境界に関する相談を受けています。

その他、大阪弁護士会、大阪土地家屋調査士会が共催する研修を実施し、各会の研修に講師
を相互に派遣しているほか、土地家屋調査士紹介制度を提案し、その制度構築に協力してきま
した。

ｂ　大阪不動産鑑定士協会との連携
大阪弁護士会では、大阪不動産鑑定士協会との共同研究を平成 19 年度よりスタートし、平

成 22 年 9 月 21 日、相互交流の基本合意を調印しました。
共同研究会では、これまでに、継続賃料増額請求、借家権価格、立退料、不動産の心理的瑕

疵、店舗賃貸借における諸問題などをテーマとして研究、議論を重ねています。
また、共同研究会における成果をフィードバックするため、一般会員向けの研修を大阪弁護

士会、大阪不動産鑑定士協会との共催で開催しています。
ｃ　日本公認会計士協会近畿会との連携

大阪弁護士会では、平成 19 年 2 月、日本公認会計士協会近畿会との間で相互交流に関する
基本合意書を締結し、両会の会員にて研究活動を実施し、その成果として平成 19 年 4 月に

「非常勤社外監査役の理論と実務」の出版、平成 20 年 3 月に企業防衛シンポジュームの開催、
平成 22 年 3 月に反社会的勢力に対する企業防衛についての研修会の開催などの活動実績があ
ります。

そのような連携のなかで、平成 19 年 6 月から毎月 1 回事業承継についての研究会を開催し、
平成 20 年 11 月両会の会員を対象とした「中小企業の事業承継問題」の研修会を開催し、平
成 24 年 3 月には、研究成果を冊子にまとめて発行しました。
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また、平成 25 年度には、あらたに中堅公認会計士、弁護士による共同研究会（「創士の
会」）を立ち上げ、公認会計士、弁護士の共通の問題について議論、研究を進めていくことに
しています。

ｄ　士勇会への参加
平成 20 年 3 月 22 日、若手士業の勉強会等を通じて相互交流を図ることを目的とした有志

の集まり「士勇会」が発足しました。大阪弁護士会のほか、日本公認会計士協会近畿会、不動
産鑑定士が運営に携わっています。

士勇会では、主に若手士業のスキルアップを図ることを目的として、年間 3、4 回の勉強会
を開催し、合わせて懇親会も開催しています。勉強会では、「専門家に対する税務調査」、「自
社ブランドの作り方」、「M ＆ A 実務」などのテーマで各分野に造詣の深い弁護士、公認会計士、
不動産鑑定士、税理士等の各士業の専門家、さらにはコンサルタント会社の代表等を招いてい
ます。

ｅ　若手税理士との交流会
平成 23 年 12 月、若手税理士と若手弁護士とが知り合い、個人レベルでも職務上のパート

ナーシップを築き得る機会を作るべく交流会事業を立ち上げ、それぞれが選定した幹事の企画
立案により、年 2 回程度、多数の若手弁護士、若手税理士が会して勉強、懇親を行う交流会を
行っています。
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3　日本司法支援センター
⑴　民事法律扶助

ア　民事法律扶助の実施体制
経済的な理由から弁護士を依頼することができず、権利の実現や法制度の利用が妨げられている

人のために、弁護士費用などを立て替えたり、無料法律相談を実施したりするのが民事法律扶助の
制度です。

この制度は、従来は財団法人法律扶助協会によって実施されていましたが、平成 18 年 10 月に、
国が運営する独立行政法人である「日本司法支援センター」（法テラス）が開業し、民事法律扶助
事業はすべて同センターに移管されました。

大阪では、大阪弁護士会館の地階に日本司法支援センター大阪地方事務所（法テラス大阪）が設
置され業務を行っています。全国的には、弁護士会館と法テラスの事務所が同じ場所にあるのは珍
しく、弁護士会との連携が取りやすい体制となっています。他に、南海電車堺東駅前に堺出張所が
開設されており、これら 2 か所で、法律扶助申込の受付や法律相談を実施しています。さらに、大
阪弁護士会のなんば、岸和田、谷町の法律相談センターも法テラスの指定相談場所とされており、
法テラス主催の法律相談が実施されています。指定相談場所は今後も追加される予定です。

イ　利用の要件
民事法律扶助制度を利用するためには、資力に乏しいという要件を満たす必要があります。具体

的には、単身者で月額 18 万 2,000 円、4 人家族で月額 29 万 9,000 円 （いずれも手取り）以下とい
う資力基準を満たすことが目安となっています。但し、大阪市内やその周辺の市（生活保護一級
地）ではこれに 10％を加えた額が基準額となります。また、家賃、医療費、教育費などの出費が
ある場合は別途一定額が基準に加算されます。その他、弁護士を依頼するためには、「勝訴の見込
みがないとはいえないこと」と「民事法律扶助の趣旨に適すること」が要件となります。

ウ　近年の利用実績
法律扶助事件は、法律扶助協会時代から一貫して増加傾向にあります。最近 5 年間の法テラス大

阪地方事務所での法律扶助決定件数（代理援助）の件数は別表のとおりです。
法律扶助事件のうち、50 ～ 60％程度が自己破産等の多重債務事件です。その他の事件としては、

離婚等の家事事件が約 20％～ 25％、交通事故、貸金などの金銭事件が 15％程度となっています。
労働事件は平成 24 年度は 3％程度にすぎませんが、問合せが増えています。平成 24 年度の法テラ
ス大阪地方事務所での法律相談件数は約 2 万件でした。

エ　法テラスの今後の課題
ア　事件数の急増に対応するための人的物的体制の拡充

国が運営する制度であり、予算に基づいて運営されています。予算は実績によって決まるので、
実際の事業年度開始までに事件数が増えていくと、想定された事件数とそのために割り当てられ
た予算とが大きく食い違うことになり、その結果、慢性的に人員不足、予算不足という問題が生
じます。

イ　国の資金の大幅増額

わが国は、まだ民事法律扶助に対する国の資金支出が極端に少ない状況といえます。欧米諸国
や韓国の状況と比較しても、その差は歴然としています。事件増にもかかわらず予算に不足を来
すようなことがあれば、市民が生活や雇用を守る重要な手段が失われることになります。予算の
大幅な増額が不可欠です。
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ウ　償還制から給付制へ

法テラスの民事法律扶助制度は、法律相談料以外は原則として立替えであり、最終的には費用
は利用者が償還しなければなりません。これが原因で制度の利用を躊躇されることもあります。
先進諸国では、償還をしなくてもよい給付制が広く採用されており、わが国も給付制に移行する
べきです。さしあたっては、現在一部行われている生活保護世帯及び生活保護に準ずる困難世帯
に対する償還免除制度（日本司法支援センター業務方法書 65 条 1 項 2 号、民事法律扶助業務運
営細則 28 条、29 条）を、明確で実効性のある運用にすることが緊急の課題であり、さらには、
免除要件の拡大を目指す必要があります。

エ　民事代理報酬の改訂

事件増加により、今後は、多種多様な案件が代理援助案件になると考えられます。
より複雑で対応の難しいものも現れるでしょう。今後、援助する弁護士にとって、代理援助案

件が全業務に占める割合も重要度も増加していきます。そうすると、民事法律扶助事件が、例外
的でボランティア的な活動とは異なってきます。代理援助案件について十分な活動をするために
は、それに見合う代理報酬が不可欠となります。報酬が平均的なものになるよう早急に基準の改
定をおこなうべきです。

オ　法テラスの運用について

運用にあたり形式的、画一的な処理をすると、実質的には救済されるべき市民が援助対象から
外れるおそれがあります。法テラスは、市民の権利を守る司法制度の一環であるとの理念の下に、
市民の権利擁護のために適切な運営を図ることが期待されています。

民事法律扶助を申し込む場合の連絡先

日本司法支援センター大阪地方事務所（法テラス大阪） 050（3383）5425

日本司法支援センター大阪地方事務所堺出張所（法テラス堺） 050（3383）5430

◆年度別民事法律扶助決定の推移

援助開始決定

年度（平成） 17 年度
18 年度

19 年度 20 年度 21 年度 22 年度
扶助協会 法テラス 合計

大阪地方
事務所 6,166 3,062 3,717 6,779 7,274 7,651 9,249 10,206

全国合計 59,957 30,281 34,792 65,073 73,107 85,543 107,991 110,217

援助開始決定

年度（平成） 23 年度 24 年度 25 年度 12
末現在

24 年の
23 年比

大阪地方
事務所 9,980 9,656 7,474 3.25％減

全国合計 103,751 105,019 78,963 1.22％増
注：大阪地方事務所は堺出張所も含む

⑵　被疑者弁護・国選弁護
ア　刑事弁護の態勢について

大阪において、弁護士費用を支払う経済的余裕のない被疑者、被告人については、日本司法支援
センター大阪地方事務所（法テラス大阪）が、契約をした弁護士の中から、国選弁護人となる候補
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者を指名し、裁判所へ通知しています。
法テラス大阪と国選弁護人となる契約を結んでいる弁護士の数は、業務を始めた平成 18 年 10

月当時は 1,289 名でしたが、平成 25 年 4 月 1 日現在 2,260 名、平成 25 年 12 月末日現在 2,303 に
増加しています。

平成 25 年度（H25.12 月末日現在）の被疑者国選弁護人の指名依頼数は 6,238 人、同じく被告人
国選弁護人の指名依頼数は 1,422 人でした。

国選弁護人契約弁護士数の推移（法テラス大阪、単位：人）

H18 H19 H20 H21 H22
10.2 現在 4.1 現在 10.1 現在 4.1 現在 10.1 現在 4.1 現在 10.1 現在 4.1 現在

1,289 1,474 1,501 1,735 1,709 1,876 1,804 1,978

H23 H24 H25
4.1 現在 4.1 現在 4.1 現在 12. 末現在
1,927 2,091 2,260 2,303

イ　少年事件の態勢について
少年が犯罪を犯した場合は、成人と異なり、弁護人に相当するものとして付添人が付きます。
大阪において、弁護士費用を支払う経済的余裕のない少年についても、法テラス大阪が、契約を

した弁護士の中から、国選付添人となる候補者を指名し、裁判所へ通知しています。ただし、対象
となる罪名は、現時点では重大事件に限定されています。

法テラス大阪と国選付添人となる契約を結んでいる弁護士の数は、業務を始めた平成 19 年 11
月 7 日当時は 2 名でしたが、平成 25 年 4 月 1 日現在、973 名、平成 25 年 12 月末日現在、1,029 名
に増加しています。
平成 25 年度（H25.12 月末日現在）の国選付添人の指名依頼数は 42 人でした。

H19 H20 H21 H22
10.2 現在 4.1 現在 10.1 現在 4.1 現在 10.1 現在 4.1 現在

2 305 363 510 533 658

ウ　今後の課題について
国選弁護人、国選付添人は、いずれも弁護士に対する報酬水準が依然として低く、個々の弁護士

の経営的な犠牲によって成り立っている面が否定できません。
また、裁判員裁判対象事件では、連日開廷の集中審理等の点で弁護士の負担が大きいので、国選

弁護人の複数選任が必ず認められることが望まれます。
さらに、成人が逮捕された場合、最長 72 時間以内に勾留に移行し、その後、起訴又は釈放され

ますが、現在、被疑者国選弁護人は、勾留に移行するまでは付けられません。逮捕時から被疑者国
選弁護人が付く制度にする必要があります。

国選付添人については、被疑者国選弁護人と同一の範囲まで対象罪名が拡大する少年法改正法案
が国会に提出されており、2014 年（平成 26 年）6 月 18 日に施行される見込みですが、選任は裁
判所の裁量に委ねられています。また、被疑者国選弁護人、国選付添人が付される事件は限定され
ています。国選弁護、国選付添事件の拡大を実現するため、担い手となる弁護士を増やす努力と報
酬規定の改善が必要です。
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⒊　委託援助事業
日本弁護士連合会は、法律による支援ではカバーされない法律扶助について、法テラスに援助事業を委

託しています。刑事被疑者弁護、少年保護事件付添、犯罪被害者援助、難民認定、外国人、子ども、精
神障害者、心神喪失者等医療観察法、高齢者・障害者・ホームレス等の法律援助です。現在、これらの弁
護士活動の財源はすべて日本弁護士連合会の負担となっています。また、大阪弁護士会では、その一部の
事業について業務量に見合うよう弁護士費用を上乗せ加算したり、行政手続援助等独自の援助事業も行な
っています。弁護士の会費負担等による運営には限界があり、これらは本来国による財源確保が必要な分野
です。
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4　大阪の裁判所
⑴　大阪の裁判所の現状と課題

ア　裁判所の配置
大阪府下には、大阪市内に大阪高等裁判所（高裁）、大阪地方裁判所（地裁）及び大阪家庭裁判

所（家裁）の各本庁、堺市内に大阪地方裁判所堺支部及び大阪家庭裁判所堺支部、岸和田市内に大
阪地方裁判所岸和田支部及び大阪家庭裁判所岸和田支部があります。

簡易裁判所（簡裁）は、大阪、池田、豊中、吹田、茨木、東大阪、枚方、堺、富田林、羽曳野、
岸和田、泉佐野の各市に配置されています（12 か所）。

各地裁、家裁、簡裁の管轄区域は、次のとおりです。

東大阪市

大阪市

堺市

岸和田市

豊中市

池
田
市

吹
田
市

泉大津市

高槻市

貝
塚
市

守
口
市

枚方市
茨木市

八尾市

泉
　佐
　　野
　　　市

富
田
林
市

寝屋川市

河内長野市

松原市

大東市

和泉市

箕面市

柏
原
市

羽曳野市

門真市

摂津市

高石市

泉南市

田尻町

四条畷市

交
野
市

大
阪
狭
山
市

阪南市

島
　本
　　 町

豊能町

能勢町

忠岡町
泉北郡

泉南郡 熊取町

岬町

太子町

河南町

千早赤阪村

藤井寺市藤井寺市

❶

❷

❸ ❹

❺

❻

❼

❽

❾

10

11

12

南
河
内
郡

三
島
郡

豊
能
郡地家裁 簡裁 管轄区域

大
阪

❶大阪 大阪府のうち　大阪市

❷大阪池田 大阪府のうち　池田市　箕面市　
豊能郡

❸豊中 豊中市

❹吹田 吹田市　摂津市

❺茨木 茨木市　高槻市　三島郡

❻東大阪 東大阪市　八尾市

❼枚方
枚方市　守口市　寝屋川市
大東市　門真市　四条畷市
交野市

堺
支
部

❽堺 堺市　高石市
大阪狭山市

❾富田林 富田林市　河内長野市　南河内郡

�羽曳野 羽曳野市　松原市　柏原市
藤井寺市

岸
和
田
支
部

�岸和田 岸和田市　泉大津市　貝塚市
和泉市　泉北郡

�佐野 泉佐野市　泉南市　阪南市
泉南郡
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イ　大阪の裁判件数、裁判官数
ア　地裁民事事件数の推移

平成 10 年から平成 24 年までの大阪地裁本庁及び支部における第一審民事通常事件の新受件
数の推移は、次のとおりです。

大阪本庁 堺 岸和田 大阪合計
平成 10 年 14,174 1,635 827 16,636 
平成 11 年 14,057 1,686 808 16,551 
平成 12 年 14,553 1,762 822 17,137 
平成 13 年 14,056 1,813 887 16,756 
平成 14 年 13,597 1,868 845 16,310 
平成 15 年 13,981 1,893 864 16,738 
平成 16 年 14,757 1,788 852 17,397 
平成 17 年 13,184 1,686 811 15,681 
平成 18 年 14,219 1,735 864 16,818 
平成 19 年 16,692 2,224 1,104 20,020 
平成 20 年 17,277 2,867 1,279 21,423 
平成 21 年 20,211 3,159 1,722 25,092 
平成 22 年 18,222 2,801 1,456 22,479 
平成 23 年 16,123 2,422 1,231 19,776 
平成 24 年 14,260 2,043 1,036 17,339 

大阪地裁（支部を含む）管内の地裁第一審通常事件の新受件数は、平成 10 年から平成 18 年に
かけて、15,000 件台後半から 17,000 件台前半の間でほぼ横ばいの状況が続いていましたが、平成
19 年には一挙に 20,020 件に増加し、その後、平成 21 年には 25,092 件にまで増加しました。これ
は消費者金融に対するいわゆる過払金返還請求事件の増加が主たる要因であると考えられます。

しかし、その数は、その後、過払金事件が終息に向かうとともに減少に転じ、平成 24 年には
17,339 件と、以前の水準に戻っています。

イ　地裁刑事事件数の推移

平成 10 年から平成 24 年までの大阪地裁本庁及び支部における第一審刑事通常事件の新受件
数の推移は、次のとおりです。

大阪本庁 堺 岸和田 大阪合計
平成 10 年 7,116 1,060 469 8,645 
平成 11 年 7,551 1,025 522 9,098 
平成 12 年 8,115 1,122 696 9,933 
平成 13 年 8,232 1,289 691 10,212 
平成 14 年 8,348 1,405 599 10,352 
平成 15 年 8,923 1,514 864 11,301 
平成 16 年 8,618 1,209 718 10,545 
平成 17 年 8,231 1,271 616 10,118 
平成 18 年 8,642 1,305 478 10,425 
平成 19 年 8,309 1,290 514 10,113 
平成 20 年 7,996 1,435 511 9,942 
平成 21 年 7,438 1,610 572 9,620 
平成 22 年 7,820 1,677 552 10,049 
平成 23 年 7,677 1,373 582 9,632 
平成 24 年 7,292 1,185 585 9,062 
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大阪地裁（支部を含む）管内の地裁第一審通常刑事事件の新受件数は、平成 10 年の 8,000 件
台から漸増し、平成 13 年以降は 1 万件台で推移していましたが、平成 20 年には 8 年ぶりに 1
万件を割り、平成 24 年には 9,062 件にまで減りました。

ウ　家事事件事件数の推移

平成 12 年から平成 24 年までの大阪家裁本庁における家事審判事件及び調停事件の新受件数
の推移は、次のとおりです。平成 16 年 4 月 1 日からは、人事訴訟の家裁移管により、人事訴訟
も加わっています。

甲類審判事件 乙類審判事件 乙類調停事件 乙類以外調停事件 人事訴訟 家事事件総数
平成 12 年 25,516 639 2,384 3,488 － 32,793 
平成 13 年 26,793 724 2,518 3,676 － 34,496 
平成 14 年 28,334 661 2,726 3,721 － 36,275 
平成 15 年 28,930 709 2,927 3,801 － 37,218 
平成 16 年 29,508 812 2,960 3,534 443 38,422 
平成 17 年 30,342 888 3,013 3,422 717 39,792 
平成 18 年 30,397 951 3,032 3,360 622 39,943 
平成 19 年 30,092 985 2,981 3,458 626 38,489 
平成 20 年 31,040 1,032 3,228 3,375 582 40,701 
平成 21 年 33,162 1,138 3,606 3,317 599 43,314 
平成 22 年 33,522 1,144 3,712 3,624 660 44,109 
平成 23 年 34,043 1,158 3,725 3,461 685 44,533 
平成 24 年 35,169 1,290 3,936 3,400 644 45,919 

大阪家裁本庁の新受件数は、平成 12 年は約 32,800 件でしたが、平成 24 年には約 45,900 件に
増えました。そして、全国の家庭裁判所でも同じように増加しています。

このように増加する最大の原因は、平成 12 年に施行された成年後見事件の増加にあります。
成年後見制度が定着するとともに、人口の高齢化が進んでいる日本では、今後も増加傾向は続く
と見られます。

また、離婚の増加と少子化の影響もあり、子の養育費や面会交流等に関する事件も増えていま
す。大阪家裁（支部を含む）の子の監護に関する事件は、平成 12 年の 1,106 件から、平成 24 年
には倍増の 2,219 件になりました。

エ　簡裁民事事件数の推移

平成 14 年から平成 24 年までの大阪簡裁、東大阪簡裁、枚方簡裁、堺簡裁及び岸和田簡裁に
おける通常訴訟の新受件数の推移は、次のとおりです。

大阪 東大阪 枚方 堺 岸和田 大阪合計
平成 14 年 20,772 1,633 1,791 2,757 787 31,446 
平成 15 年 21,163 1,291 1,808 2,361 670 30,865 
平成 16 年 22,886 1,302 1,667 2,594 655 32,776 
平成 17 年 25,388 1,314 1,552 2,458 725 34,679 
平成 18 年 30,996 1,344 1,809 2,245 887 40,520 
平成 19 年 37,578 1,672 2,336 2,215 1132 49,221 
平成 20 年 47,146 2,059 2,915 2,691 1374 61,475 
平成 21 年 52,213 2,775 3,896 3,385 1908 71,701 
平成 22 年 54,069 2,248 3,306 2,958 1622 70,809 
平成 23 年 46,779 2,038 2,866 2,656 1411 61,619 
平成 24 年 42,002 1,509 1,919 1,745 1051 52,221 
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大阪簡裁の通常事件の新受件数は、平成 17 年までは 2 万件台で推移していましたが、平成 18
年以降は毎年 5 千件以上のペースで増加し、平成 22 年には 54,069 件に達しました。他の簡裁の
新受件数も同様の増加傾向を示し、大阪府下の簡裁の新受件数の合計数も、平成 12 年から平成
21 年にかけて、31,446 件から 71,701 件にまで激増しました。これも、地裁と同様、過払金返還
請求事件の増加が主たる要因であったと考えられます。

平成 16 年 1 月 1 日から簡裁の事物管轄が 90 万円から 140 万円に増額されましたが、この事
物管轄の拡大も簡裁民事事件数の増加傾向にいっそう拍車をかけた可能性があります。

しかし、その後、過払金事件が終息に向かうとともに、新受件数は、減少に転じ、平成 24 年
には大阪簡裁で 42,002 件、大阪府下全体で 52,221 件にまで減少しています。

また、東大阪や枚方方面には地家裁支部が置かれていませんが、両簡裁の事件数の多さが注目されます。
オ　裁判官の人員

大阪地裁（本庁）に配属された裁判官について、民事事件と刑事事件の担当別人数、それらの
うち、判事（10 年以上の経験を有する裁判官）、特例判事補（5 年以上 10 年以下の経験を有し、
単独で裁判ができる裁判官）、及び未特例判事補（経験が 5 年未満のため、原則として単独で裁
判ができない裁判官）の別は次のとおりです。

民事事件担当 刑事事件担当

判事 特例 未判事補 民事合計 判事 特例 未判事補 刑事合計 民事刑事
合計

平成 16 年 52 30 25 107 24 6 12 42 149 
平成 17 年 54 26 28 108 24 8 12 44 152 
平成 18 年 51 29 29 109 23 10 14 47 156 
平成 19 年 65 17 33 115 24 9 17 50 165 
平成 20 年 65 15 29 109 29 10 16 55 164 
平成 21 年 66 16 31 113 31 10 16 57 170 
平成 22 年 70 16 26 112 31 10 14 55 167 
平成 23 年 71 26 25 122 31 11 15 57 179 
平成 24 年 72 26 25 123 33 7 15 55 178 
平成 25 年 74 20 25 119 32 8 15 55 174 

大阪家裁（本庁）に配属された裁判官について、家事事件と少年事件の担当別人数、それらの
うち、判事、特例判事補及び未特例判事補（地裁の場合と異なり、少年事件は単独で裁判ができ
ます）の別は次のとおりです。

家事事件 少年事件

判事 特例 未判事補 民事合計 判事 特例 未判事補 刑事合計 民事刑事
合計

平成 16 年 10 2 0 12 3 1 2 6 18【1】
平成 17 年 9 3 0 12 2 3 3 8 20【2】
平成 18 年 10 2 0 12 2 2 4 8 20【2】
平成 19 年 9 4 0 13 2 1 3 6 19【0】
平成 20 年 12 2 0 14 3 0 3 6 20【0】
平成 21 年 11 3 0 14 3 0 3 6 20【0】
平成 22 年 12 3 0 15 3 0 3 6 21【0】
平成 23 年 10 3 0 13 3 0 3 6 19【0】
平成 24 年 9 3 0 12 3 0 3 6 18【0】
平成 25 年 12 3 0 15 3 0 2 5 20【1】

【　】は家事・少年の兼任裁判官
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民事事件については、大阪地裁（本庁）の事件数が、平成 16 年が 14,757 件、平成 24 年が
14,260 件と、ほぼ同数なのに対し、民事事件担当の裁判官数は、平成 16 年が 107 人、平成 24
年が 123 人と微増（増加率約 15％）しています。なお、この間、大阪弁護士会に登録する弁護
士数は、平成 16 年が約 2,800 人、平成 24 年が約 3,850 人と、4 割近くも増加しています。

他方、刑事事件については、大阪地裁（本庁）の事件数は、平成 16 年が 8,618 件、平成 24 年
が 7,292 件と、微減しているにもかかわらず、刑事事件担当の裁判官数は、平成 16 年が 42 人、
平成 24 年が 55 人と、3 割の増加になっています。これは平成 21 年 5 月からの裁判員裁判の開
始に対応するためのシフトと推測されます。

カ　裁判官増員の必要性

ａ　地裁
大阪地裁（本庁）の裁判官一人当たりの民事通常事件の平均手持ち件数（各年度末の未済事

件数を担当裁判官の員数で除したもの）は、平成 21 年が 167 件だったのに対して、平成 24
年は 126 件と、4 年間で約 25％減少しています。これは、過払金事件の減少に伴う全体の事
件数の減少が主たる要因と考えられますが、それでも、1 人の裁判官が常時 120 件余りの事件
を抱えているということは、過重な負担といわざるを得ません。そのために、裁判官に時間
的・精神的な余裕がなく、時間をかけた慎重かつ丁寧な事件処理をすることが困難になってい
る可能性があります。

現に、大阪、堺及び岸和田の 3 庁の民事通常事件の検証及び鑑定の数が激減しています。平
成 12 年には検証が 38 件、鑑定が 323 件ありましたが、平成 24 年には検証が 25 件、鑑定が
103 件と、激減しています。

検証や鑑定には相応の時間を要することから、裁判官の持ち事件数が多く、多忙で余裕がな
くなっていることが、検証や鑑定を避けるという傾向に拍車をかけているのではないかと考え
られます。

最高裁は、司法制度改革審議会で審議が行われた際、10 年間で 500 名プラスアルファの増
員をはかるとし、現在は年間 45 人程度の定員増を進めていますが、増員数が少なく、各地の
目に見えた増員につながっていません。日弁連は、過去 40 年間に裁判件数が約 3 倍に増えて
いるのに、裁判官は 1.3 倍にしか増えていないことや、各地の裁判官不足の実情を調査して、
平成 15 年に、裁判官と検察官の倍増を求める意見書を発表し、以後 10 年間で 2 倍に増やす
必要があると提言しましたが、実際の増加はとうていそれに及びません。

大阪の裁判所の裁判官も早急に 2 倍程度に増員されなければなりません。現在、司法試験の
合格者数も増加し、裁判官の採用人数を増加させることも十分に可能な状況にあります。

ｂ　家裁
大阪家裁（本庁）の家事事件総数は、平成 16 年が 38,422 件であったのに対して、平成 24

年は 45,919 件と、20％近くも増加しているのに対して、家事事件を担当する裁判官の数は、
平成 16 年も平成 24 年も 16 人と、変化はありません。その結果、裁判官一人当たりの負担は
ますます重くなっています。

前記のとおり、成年後見事件が増えて家裁はパンク寸前と言われています。この度、最高裁
家庭局から、後見制度支援信託の制度が提案され、運用が始められています。そもそも成年後
見制度は、過去の禁治産制度とは異なり、本人の「自己決定権の尊重」「現有能力の活用」「ノ
ーマライゼーション」という三つの理念に立ち、これと保護との調和を図る制度です。家裁の
負担軽減のために、成年後見制度の趣旨が没却されることがないよう注視する必要があります
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が、先ずは事件数の増加に見合った家裁裁判官及び書記官の増員が先決です。
子の監護に関する事件も倍増しています。子の面会交流事件の背景には、両親に強い対立

（DV やモラルハラスメントがある場合は、さらに深刻）のある場合が多く、面接交渉を家裁
内で試行する等、子の福祉の観点から、きめ細かな対応が求められます。試行的面接交渉に担
当裁判官も顔を見せるような「余裕」が家裁裁判官には求められます。家庭裁判所には、専門
的な能力は当然の前提ですが、家事事件では、特に血の通った判断が求められます。まさに、
家庭裁判所には物心両面のさらなる充実が要請されています。

キ　本人訴訟の割合の状況

大阪、堺及び岸和田の 3 庁管内の地裁第一審通常事件において、平成 12 年は、当事者双方と
も代理人選任が 44.6％、当事者双方とも本人訴訟が 17.6％でしたが、その後、本人訴訟の割合
が増加し、平成 20 年は、当事者双方とも代理人選任が 30.7％に減少し、当事者双方とも本人訴
訟が 28.1％にまで増加しました。

しかし、この本人訴訟の割合は、その後、再び減少する傾向にあり、平成 24 年は、当事者双
方とも代理人選任が 38.4％にまで回復し、当事者双方とも本人訴訟は 21.1％にまで減少しました。
これには、本人訴訟の比率が高い過払金事件が減少したことが影響している可能性があります。

ただ、平成 24 年において、堺支部では、当事者双方とも代理人選任が 28.9％、当事者双方と
も本人訴訟が 27.4％であり、また、岸和田支部においても、当事者双方とも代理人選任が 25.8％、
当事者双方とも本人訴訟が 30.7％となっており、本庁に比べて支部での本人訴訟の比率の高さ
が目に付きます。

ウ　利用しやすく納得のいく民事裁判の実現
国民にとって利用しやすく、満足のいく民事裁判にするためには、経済的に余裕がない人の裁判

費用を国が出す民事法律扶助制度の抜本的な拡充、提訴手数料の低額化、審理を充実させるための
証拠収集・証拠開示制度の拡充、低い慰謝料の見直しなど、骨太の制度改革が必要です。

⑵　弁護士任官の推進
ア　通常任官

弁護士任官は、弁護士から裁判官・検察官に任官する制度です。多様で豊かな知識、経験を持ち、
市民感覚溢れる弁護士経験者が裁判官になることにより、とかく官僚的・閉鎖的になりがちな裁判
所に市民の感覚を吹き込むという意義があります。将来は、アメリカのように裁判官は全員弁護士
から選任されるという法曹一元制度が望まれます。

全国の任官者数は、平成 4 年以来の任官者が 108 名で、下級裁判所裁判官指名諮問委員会以降
は平成 16 年度 8 名、平成 17 年度 4 名、平成 18 年度 5 名、平成 19 年度 6 名、平成 20 年度 4 名、
平成 21 年度 6 名、平成 22 年度 1 名、平成 23 年度 5 名、平成 24 年度 6 名、平成 25 年度 4 名にと
なっています。大阪弁護士会からの通常任官者は、平成 12 年度から平成 25 年度までの 13 年間で
7 名（大阪を含む近畿弁護士会連合会からは 15 名）です。最近は、日弁連の通常任官者への応募
アンケートで、通常任官に関心を示す弁護士の数が増えています。このように通常任官に関心を持
つ者が増えた時期は、法科大学院出身者の弁護士が通常任官できる弁護士経験年数を経た時期と一
致しています。

このように、通常任官に関心を持つ若い弁護士が増えてきた現状を踏まえ、修習生を対象とした
広報の徹底を含め、通常任官者を着実に確保するためには、継続的な活動が必要であることはもち
ろんですが、弁護士会が早期に重点的に取り組まなければならないこととしては、次のものがあげ
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られます。①平成 13 年 12 月 7 日の最高裁判所と日弁連との間での「弁護士任官等に関する協議
の取りまとめ」で指摘されている支援事務所（弁護士任官希望者や弁護士任官の退官者を支援でき
る事務所）の充実をはかることです。また、②採用内定から任官までの間、必要な準備期間を確保
できるようにするなど、任官しやすいように制度の改善を求め、弁護士会として任官希望者を支援
していく必要があります。さらに、③下級裁判所裁判官指名諮問委員会が弁護士任官の応募者を不
適格と判断していることについて、引き続き対応策を検討する必要があります。

イ　非常勤裁判官制度
非常勤裁判官制度は、弁護士が、週に 1 日、簡易裁判所の民事調停及び家庭裁判所の家事調停に

おいて民事調停官あるいは家事調停官として調停を主宰する制度であり、平成 16 年 1 月に発足し
ました（なお、東京地方裁判所と大阪地方裁判所には非常勤裁判官が配属されています。）。平成
25 年度現在、全国で 2 地裁、16 簡裁及び 12 家裁で実施され、約 120 名の弁護士が非常勤裁判官
として活動しています。

非常勤裁判官制度には、通常任官への橋渡しの役割と調停制度の充実・活性化をはかる役割があ
ります。これまでに非常勤裁判官から通常任官した弁護士は 13 名ですが、最近増加傾向にありま
す。非常勤裁判官制度は、調停制度の充実という面ではその役割を十分果たしていると評価されて
います。また、東京、横浜、大阪などでは、募集人員に対しそれを上回る応募者が出るようになっ
ています。

今後は、非常勤裁判官からの通常任官者を増加させるための方策の検討や非常勤栽裁判官の権限
の拡大などを検討する必要があります。

⑶　裁判所委員会、裁判官の人事評価制度
ア　裁判所委員会

裁判所の運営に広く国民の意見を反映させるための制度として、平成 15 年に地裁の裁判所委員
会の制度ができ、あわせてそれまであった家裁の裁判所委員会も一新されました。この裁判所委員
会は、学者、マスコミあるいは民間団体などの学識経験者が、法曹三者の委員とともに、裁判所や
裁判所に関するテーマについて意見を述べ、それを裁判所の運営に反映させていこうとするもので
す。大阪では、大阪地方裁判所委員会と大阪家庭裁判所委員会が設けられ、これまでに、例えば、
調停制度、裁判員裁判、裁判所の広報（地裁）、離婚調停、成年後見制度、少年の保護観察（家
裁）といったテーマについて意見交換が行われてきました。

この裁判所委員会が、国民が司法に参加する裁判員裁判等とともに、その機能を十全に発揮する
ためには、時機を得たテーマの設定や、市民委員から出された意見を裁判所の実際の運営に反映さ
せるプロセスの整備などが課題となります。

イ　裁判官の人事評価制度
また、大阪地裁は各部の裁判長は裁判官会議で決めるという制度を全国で一番長く維持してきま

した。現在は、裁判長は所長が選任することになっていますが、裁判官の人事評価は常に透明性、
客観性を確保したものでなければなりません。それを実現するために、最高裁は、平成 16 年に

「裁判官の人事評価に関する規則」を制定し、判事及び判事補の人事評価はその所属する裁判所の
長が行うものとする一方、裁判所長がその人事評価を行うにあたっては、市民や弁護士など裁判所
外部からの情報についても配慮するものとされています。

大阪弁護士会は、この裁判官の人事評価制度を実効性のあるものにするために、会員の中から裁
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判官執務情報提供モニターを選任したり関連委員会の委員に外部情報の提出をよびかけるなどして、
裁判所により多くの外部情報を集める取組をしてきましたが、これまでは十分な数の情報が集まっ
ていませんでした。

そのため、大阪弁護士会では、平成 26 年夏を目標に、大阪高裁、大阪地裁、大阪家裁の裁判官
について会員弁護士が評価を書き込むアンケートサイトをそのホームページの会員専用サイト内に
て開始する予定です。会員はいつでもこのサイトにアクセスできますので、裁判官の対応に感銘し
たとき、疑問をもったときにすぐ書き込めます。収集したアンケート結果は裁判官及び裁判所の現
状を示す資料として、裁判官名を匿名にしたうえで大阪弁護士会月報などで公表することも検討し
ています。

この新システムは、裁判所がおこなう人事評価情報の収集とは別に、弁護士会独自の活動として
おこなうものです。したがって、その収集結果が裁判所の人事評価情報になるわけではありません
が、この新しいシステムが会員の問題意識を高め、裁判所にたいする正式な情報提供も増加すれば
と期待しています。
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5　大阪の検察庁
⑴　大阪の検察庁の現状

ア　大阪の検察庁の配置
大阪府下には、次の検察庁が設置されています。
大阪高等検察庁　1 か所　　大阪市福島区
大阪地方検察庁　3 か所
本庁（大阪市福島区）、堺支部（堺市堺区）、岸和田支部（岸和田市）
大阪区検察庁　　13 か所（1 分室を含む）
大阪　交通分室　大阪池田　豊中　吹田　茨木　東大阪　枚方　堺　羽曳野
富田林　岸和田　佐野

イ　大阪の検察官、職員の数
検察官には、検事総長、次長検事、検事長、検事、副検事の 5 種類があります（検察庁法第 3 条）。
そして、大阪府下には、合計 245 名の検察官が配属されています（平成 25 年 4 月 1 日現在の定

員数）。その内訳は、検事長 1 名、検事 194 名（高検 14 名、地検 180 名）、副検事 50 名です。
副検事は、簡易裁判所が管轄する窃盗事件などの捜査や公判に従事するほか、検察官事務取扱と

して、詐欺、業務上横領、覚せい剤取締法違反等の地方裁判所が管轄する事件の捜査や公判にも従
事しています。

なお、平成 25 年度の全国の検察官の定員は、検事 1,812 名、副検事 899 名で、総数は 2,721 名
です。

したがって、大阪の検察官の数が全国に占める割合は、おおむね約 9％です。

⑵　大阪の検察庁・警察における捜査の現状
ア　刑事司法の現状

刑事司法は、多くの深刻な問題を抱えています。
捜査段階では被疑者から自白を採取することが中心とされ、取調べの現場では、警察署の留置場

での長期の身柄拘束を利用して、憲法が保障する黙秘権を無視して自白を強要することさえ見受け
られます。

近年、そのような問題のある取調べを原因とするえん罪の例として、平成 19 年 2 月に全員無罪
判決がなされた鹿児島県における公職選挙法違反事件（いわゆる志布志事件）、同年 10 月に再審
無罪となった富山県内における連続強姦事件（いわゆる氷見事件）、平成 22 年 3 月に再審無罪と
なった栃木県内における女児誘拐殺人事件（いわゆる足利事件）などが挙げられます。

大阪でも、平成 22 年 12 月には、大阪府警東警察署の警察官が取調中に脅迫を行った行為が発
覚し、検察庁は取調べ警察官に対し脅迫罪により略式裁判を申し立てましたが、裁判所は正式裁判
として扱う決定をしたという事件がありました。

イ　検察官の本来の職務と現状
まず、検察官には、法曹三者の一員として、警察権に対するチェック機能が期待されています。

また、検察官は、収集された証拠を用い、公益の代表者として刑事裁判を行いますが、その場合、
検察官は、適正な処罰を求めて、適正な訴訟活動を行うことが求められています。しかし、現実の
検察は、その機能を十分に果たしているとはいえません。

105



ウ　検察官による独自捜査の現状
現在、東京、大阪、名古屋の各地方検察庁には特別捜査部が設置されており、贈収賄、脱税、背

任等の高度な政治的又は経済的犯罪の捜査を担当しています。これは、政治事犯については、地方
公共団体の行政組織でもあるという性格の強い警察で捜査を行うことは、必ずしも適切ではないと
考えられているからです。また、高度な法律的知識が必要な経済事犯についても、法律家である検
察官の捜査に委ねるのが適切であると考えられています。

大阪地検特捜部も、これまで、バブル期のイトマン事件を始めとし、近年では、平成 18 年の和
歌山県知事による収賄事件の摘発など、一定の成果も挙げています。

しかしながら、平成 22 年 9 月には、大阪地検特捜部の主任検事が、証拠品を改ざんしていたと
いう証拠隠滅行為が発覚し、その後、証拠隠滅罪で起訴されました。さらに、その上司である事件
当時の大阪地検特捜部長、同副部長らが、同主任検事を犯人隠避したという嫌疑で、それぞれ起訴
されています。

これらの事件を契機に、特捜捜査の弊害等が指摘され、検察のあり方についての審議会が設置さ
れ、議論されました。そこでの議論などをふまえて、検察庁は、失われた国民からの信頼を回復す
るために、現在、改革に向けて、以下のような諸方策を実施しています。

①検察官倫理規定「検察の理念」の」制定
②前記無罪事件の弁護人等の外部講師による講習
③分野別専門委員会の設置

⑶　検察官・事務官の増員の必要性
（2）で述べたような現状を改善するためには、第 1 に、検察官の大幅な増員が必要です。
大阪は大都市であり、犯罪の発生件数も多い状況にあります。警察庁発表の統計をもとに、平成

24 年中の交通関係事件を除く犯罪全体の認知件数、検挙人員、凶悪犯（殺人、強盗、放火、強姦）
の犯罪認知件数、検挙人員を、全国と大阪とで比較すると、下記表のとおりです。

認知（全） 検挙（全） 認知（凶悪犯） 検挙（凶悪犯）

全国 1,382,121 437,612 6,961 5,368

大阪 146,966 29,127 1,012 547

上記統計資料を見ると、大阪は、犯罪全体の全国認知件数の約 10.6％、全国検挙件数の約 6.7％を
占め、凶悪犯においても、全国認知件数の約 14.5％、全国検挙件数の約 10.2％を占めています。要
するに、全国の犯罪の約 1 割は大阪で発生しているといっても過言ではない状況にあります。

しかしながら、上記のとおり、全国の検察官のうち大阪の検察官が占める割合はおおむね約 9％で
あり、大阪における犯罪認知件数や検挙件数の全国に占める割合と比較すると、少ないといえます。

とりわけ、大阪は、東京に次ぐ経済都市であり、上述のとおり、検察官が警察の手を借りずに独自
捜査を行う特捜部が設置されて、そこに相当数の検察官が割かれていることをも考慮すれば、やはり
大阪における検察官の数は少なすぎます。

実際、大阪の本庁や堺支部では、原則として捜査を担当する検察官と公判を担当する検察官とは分
けられていますが、捜査を担当する検事は、たくさんの事件を同時に担当し、それらを並行して捜査
し、処理を決めなければなりません。そして、多いときには被疑者が合計 10 数人から 20 人以上に
もなる複数の事件を同時に担当し、取調べを行います。これでは、警察の捜査に対するチェックを行
き届かせることはできず、検察官による取調べも警察の捜査の上塗りになってしまわざるを得ません。
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また、副検事は、本来簡易裁判所に対応する軽微な事件を担当する役割を担いますが、大阪におい
ては、地方裁判所に係属する重大な事件を担当することも多く、また、犯罪自体が軽微であっても、
例えば痴漢の否認事件のように、慎重な事実認定を必要とする困難な事件を担当することもあります。
このように法曹資格を持たない副検事が検事の肩代わりをしているという問題が、えん罪事件を生ん
でいる原因の一つであるといっても過言ではありません。

さらに、公判を担当する検察官も、1 人につき 100 件を超す事件を同時に抱えていることが多く、
本来、捜査における問題点を再度チェックすべき役割を担っている公判検事が、捜査を上塗りするに
すぎない公判活動に従事していることも、問題点として挙げられます。

このようなことから、少なくとも大阪における検事の数を現在の 2 倍程度にまで増員することが不
可欠と考えます。

また、検察事務官は検察官を補佐して捜査等を行う役割を担うものですが、検察官による本来の警
察へのチェック機能を十分果たさせるためには、検察官の増員に対応して、検察事務官も増員しなけ
ればなりません。

⑷　検察に関するその他の改革
ア　捜査等の改革

違法・不当な取調べを生む原因は、何よりも、「精密司法」の名の下に、執拗に詳細な自白を求
めようとする捜査側の誤った姿勢にあります。したがって、取調べの全面可視化を実現し、捜査を
近代化・合理化することによって、ひたすら自白を求めるといった風潮を改めさせなければなりま
せん。現在、検察庁は一部の事件について取調べの録音・録画を実施していますが、長い取調べの
中のごく一部を録音・録画するものにすぎない上、最も問題となり得る警察での取調べについては
一切録音・録画はされておらず、現状では著しく不十分であることが明らかです。

大阪弁護士会では、取調べの全過程の可視化を実現する運動を強めています。
イ　特捜部捜査の改革

特捜部が担当する政治事犯、特に収賄事件は、物証等客観的証拠が少ないことが特徴であり、関
係者の供述が重要となります。

そこで、特捜部では、伝統的に、「割り屋」と称される自白を獲得することが上手な検事によっ
て真相を解明する手法がとられてきました。

しかしながら、平成 22 年 9 月に発覚した大阪地検特捜部の主任検事による証拠改ざんにより、
その捜査方法に批判が集中しています。

このような捜査手法は、密室捜査の弊害であり、抜本的に改め、取調べを全面可視化することに
より、客観的な証拠を重視するという捜査の基本に立ち返ることが不可欠です。

ウ　告訴告発事件の改革
検察官には、警察官に対して捜査を指揮する権能が認められています（刑事訴訟法第 193 条）。
仮に、警察が被害者等による告訴・告発の受理を拒否した場合には、上記指揮権に基づいて、検

察官により、そのような誤った対応が是正されなければなりません。
被害者等が告訴・告発の受理を拒否された場合に、検察官にその是正をするように求めることが

できる専門の窓口、例えば、「告訴・告発相談センター」のようなシステムを検察庁に設けるべき
です。

エ　検察審査会の改革
検察審査会は、不起訴とされた事件について不起訴処分が妥当であったか否かを審査する機関で
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す。ただ、従来は、検察審査会が起訴相当という決定を下しても、それには検察官に対する拘束力
がありませんでした。この点は、平成 21 年に検察審査会法が改正され、同一事件について起訴が
相当であると 2 回議決された場合には、起訴が強制されることになりした。

しかし、検察審査会の権能が強化された一方で、被疑者には検察審査会で反論する機会が保障さ
れていません。

適正手続保障のためには、被疑者の反論権を整備する必要があります。
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6　大阪の裁判外紛争解決機関（ADR）
⑴　ADR（裁判外紛争解決機関）の意義

平成 13 年 6 月の司法制度改革審議会意見書は、「司法の中核たる裁判機能の充実に格別の努力を
傾注すべきことに加えて、ADR が、国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう、その拡充、
活性化を図るべきである」と指摘しました。裁判外紛争解決機関（ADR）が、裁判と並ぶ魅力的な選
択肢となるよう、その拡充・活性化を図ることが求められているのです。

これを受けて、「裁判外紛争解決手続きの利用の促進に関する法律」（ADR 促進法）が平成 19 年 4
月 1 日に施行されました。この法律は、ADR 機関に対する「認証」という制度を設け、認証を受け
た ADR 機関に対して、手続利用者に対して詳しく事前に説明する義務や手続の経過や内容を記録化
して保存する義務などを定め、利用者の手続的保障を徹底しています。さらに、ADR 手続に、時効
中断効、調停前置の特則、訴訟手続の中止の効果を認め、これによって、ADR 手続は、市民にとって、
より安心で利用しやすいものになりました。

⑵　大阪弁護士会が運営に関わるADRの現状
ア　公益社団法人総合紛争解決センター

裁判と並ぶ魅力的な紛争解決機関になることを目指し、平成 21 年 1 月 30 日、大阪弁護士会を
含む各種専門家団体、経済団体、消費者団体、自治体等が参加する総合紛争解決センターが一般社
団法人として設立されました。その後、このセンターは、平成 21 年 9 月 3 日に公益認定を受けて
公益社団法人となり、同月 14 日に上記の認証を取得しました。

このセンターは、民事全般に関する和解あっせん手続及び仲裁手続を行なっており、その特色は、
司法関係者だけでなく、紛争の内容に応じたそれぞれの分野の専門家が、和解あっせん人、仲裁人
として関与することにより、事案の特色や専門性に応じた解決を図ることにあります。これにより、
市民にとっては「どこの機関に行けば良いのか？」と迷うことなくワンストップ方式で ADR 手続
を利用できることになりました。これまでも、不動産（マンション含む）に関する紛争、請負契約
に関する紛争、交通事故・けんか・医療過誤・スポーツ事故等の不法行為に関する紛争、男女間ト
ラブルによる紛争、家族やその関係者の間における紛争、職場の紛争など、民事のあらゆる場面に
おける紛争を取り扱ってきました。

同センターの年度別の申立受理件数、終結事件数、成立件数（和解及び仲裁の合計）は下記のと
おりです。およそ 3 件に 1 件が解決に導かれている点は評価できるが、申立受理件数自体の更な
る増加が今後の課題です。

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

申立受理件数 132 件 144 件 131 件 136 件 147 件

終結事件数 92 件 155 件 125 件 129 件 148 件

成立件数 26 件 58 件 38 件 54 件 51 件

成立率 ※ 28.3％ 37.4％ 30.4％ 41.9％ 34.5％

※　成立率＝成立件数÷終結事件数

イ　大阪住宅紛争審査会
評価住宅や保険付き住宅について、注文住宅の場合は請負人と発注者間の、分譲マンションや建

売一戸建て住宅の場合は売主と買主間の紛争の解決を図る機関です。全国各地の弁護士会が国土交

109



通大臣の指定を受け、「住宅紛争審査会」という名称で紛争処理の業務を行っています。主な解決
の方法は、あっせん、調停、仲裁です。

紛争処理が利用できるのは、建設住宅性能評価書が交付された住宅かまたは住宅瑕疵担保責任保
険契約に係る新築住宅であり、住宅に不具合があったとか、工事内容が約束と違うなどの紛争が発
生したときに利用できます。

ただし、売買契約が建設工事完了後 1 年を経過した住宅や、転売契約、近隣トラブル、賃貸人と
賃借人間の紛争などの場合は、利用することはできません。

また、相談内容に関する問合せについては、「住まいるダイヤル 0570-016-100」で一級建築士な
どの資格者が相談員として、紛争処理申請の方法などについて説明しています。なお、この相談を
利用できるのは、評価住宅または保険付住宅の取得者または供給者、住宅リフォーム工事の発注者、
発注予定者に限られます。

ウ　境界問題相談センターおおさか
境界問題相談センターおおさかは、大阪弁護士会と大阪土地家屋調査士会とが協働する ADR 機

関であり、土地の境界問題に関する紛争を取り扱っています（詳細は第 1 の 18（土地の境界紛争）
に記載）。

⑶　総合紛争解決センターの充実
上記のとおり申立受理件数を更に増加させることが課題であり、市民に対して ADR 手続及びこの

センターの周知性をこれまで以上に高める必要があります。従前は、リーフレットを作成し、参加団
体、市役所、裁判所、消費生活センターなどに備え置くほか、平成 23 年には大阪市営地下鉄の車内
広告等を実施するなどの PR を行なったが、効果が持続していません。そこで、新たな試みとして平
成 24 年及び平成 25 年の天神祭りの際にうちわ 15000 部を南森町、梅田、淀屋橋、天満橋、北浜、
本町の各駅において配布し、平成 25 年 2 月 10 日から同年 3 月 31 日までの間にテレビ大阪の CM100
本配信、平成 25 年 10 月より地下鉄御堂筋線のつり革広告を掲出しました。さらに、大阪市役所本
庁への当センター内容の動画配信を実施する予定です。

今後、その広告の効果を検証するとともに、リーフレットを備え置く提携先の拡充、自治体などの
各種相談窓口との連携、マスメディアを利用した効果的な PR 活動などを検討する必要があります。

また、このセンターに参加する団体の構成員に対する広報として、平成 26 年のカレンダーを作成
し、参加団体の構成員に配布し、この制度の利点である、和解あっせん人は専門分野に応じた専門家
が務め、相手方の同意があれば和解あっせん人を名簿から選任できること、管轄の制約がないこと、
認証取得によるメリット・効果などを浸透させることも予定しています。

⑷　その他のADR機関
その他にも、交通事故や注文住宅、公害、労働、商事、知的財産など特定の分野における紛争解決

機関も存在します（各機関の取扱分野・連絡先は 5（ADR 機関の連絡先）に記載）。

⑸　ADR機関の連絡先
各 ADR 機関の連絡先は以下の表のとおりです。
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紛争解決機関 取扱分野 連絡先

（公社）総合紛争解決センター 民事紛争全般 06-6364-7644

大阪住宅紛争審査会 住宅に関する紛争 06-6364-1244

境界問題相談センターおおさか 境界に関する紛争 06-6942-8750

（公財）交通事故紛争処理センター大阪支部 交通事故に関する紛争 06-6227-0277

（公財）日弁連交通事故相談センター大阪支部 交通事故に関する紛争 06-6364-8289

大阪府建設工事紛争審査会 注文住宅に関する紛争 06-6210-9736

大阪府公害審査会 公害に関する紛争 06-6210-9576

大阪府地方労働委員会 労働に関する紛争 06-6941-7191

（社）日本商事仲裁境界大阪事務所 商事紛争 06-6944-6164

日本知的財産仲裁センター関西支部弁護士会分室 知的財産に関する紛争 06-6364-0861

日本知的財産仲裁センター関西支部弁理士会分室 知的財産に関する紛争 06-6453-8205
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7　裁判員裁判の対応と府民のサポート
⑴　大阪府の裁判員裁判の実施状況

ア　対象事件数
裁判員制度が実施された平成 21 年 5 月 21 日から平成 25 年 10 月末までの間の裁判員裁判対象

事件の新受人員は、全国 6760 人、大阪地方裁判所本庁 582 人、同堺支部 174 人でした。
また、この間の終局人員は、全国 5923 人、大阪地方裁判所本庁 484 人、同堺支部 151 人でした。

（数値は最高裁判所ホームページ「裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成 25 年 10 月末・
速報値）」他より）。　大阪府下で実施された裁判員裁判は全国の 1 割程度です。

イ　裁判員候補者数、裁判員数
裁判員制度実施後平成 25 年 10 月末までの間に選定された裁判員候補者数は、全国総数で 150

万 606 人、そのうち呼出状が送付された裁判員候補者数は 51 万 3768 人、選任手続期日に出席し
た裁判員候補者数は 17 万 531 人、さらにそのうち選任された裁判員数は 3 万 3467 人、補充裁判
員は 1 万 1454 人でした。

なお、辞退者の割合は、裁判員制度実施後平成 24 年 5 月末までの全国累計で、最終的に辞退が
認められた裁判員候補者数は選定された裁判員候補者総数の 57％でした（裁判員裁判実施状況の
検証報告書より）。

ウ　裁判員裁判対象事件の審理期間
公判開始から終局までの実審理期間は、全国での自白事件 3344 件の平均実審理期間は 4.7 日、

平均開廷回数は 3.6 回でした。否認事件では全国 2455 件の平均実審理期間は 9 日、平均開廷回数
は 5.1 回でした。実審理期間の最長は 95 日、最短は 2 日でした。

また、自白事件での評議時間の平均は 462 分、否認事件での評議時間の平均は 720 分となって
います。

⑵　弁護士・弁護士会に課せられた課題と対応
～わかりやすい法廷弁護活動の実現に向けて～
裁判員裁判は、裁判員である市民が裁判官とともに、被告人が有罪かどうか、また有罪の場合には

その量刑を判断します。
裁判員経験者のアンケートや裁判員経験者との意見交換会での意見からは、弁護人に対して、より

一層わかりやすい法廷弁護活動が求められています。
弁護士会では、研修体制を確立し、より一層市民にわかりやすい法廷弁護活動が行えるよう研鑽を

重ねていきます。

⑶　大阪の司法・弁護士・弁護士会は、府民をどのようにサポートするか
ア　刑事裁判への理解

裁判員裁判は、市民が事実認定および量刑の判断に参加します。その判断にあたって、無罪推定
の原則、証明責任が検察官にあること、証拠裁判主義等の刑事裁判のルールに則した判断が求めら
れることは当然です。

刑事裁判のルールは、法律の専門家である弁護士にとっては当然のルールです。
市民にとっても、裁判員となった場合の当然のルールとして理解されるため、広報や法教育等を

通じて理解を深めていく必要があります。
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個別事件を担当する弁護人は、裁判員が無罪推定の原則等刑事裁判のルールに即した判断を行う
よう求める弁護活動を行うことが重要です。

イ　広報一般について
弁護士会としては、講師派遣要請を通じて刑事裁判の原則や弁護人の役割についての理解を求め

ていきます。
ウ　裁判員経験者のサポート

裁判員裁判は実施されてから 5 年です。
裁判員を経験された市民の貴重な経験を聞き意見を伺うことは、裁判員裁判の実態を把握してよ

り良い制度としていくうえで重要です。
特別な窓口は設置していませんが、弁護士会へのアクセスを歓迎しています。
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8　大阪における法曹の養成
⑴　大阪の法科大学院

ア　大阪府下の法科大学院の現状
大阪府下にある法科大学院は、下表の 5 校であり、法科大学院制度発足時から増減はありません。

ただし、大阪学院大学法科大学院は、平成 26 年度の募集を停止しました。
【平成 25 年度の状況】

法科大学院名 受験者数 合格者数 合格率 平成 18 年 3 月
修了者合格率

大阪大学法科大学院 140 51 36.4% 81.0％

大阪市立大学法科大学院 106 35 33.0% 88.9％

関西大学法科大学院 135 19 14.10% 60.8％

近畿大学法科大学院 41 2 4.98% 66.7％

大阪学院大学法科大学院 37 2 5.4% −

新しい制度による司法試験が始まって以降の大阪府下の法科大学院の合格者率は、平成 19 年度
は 64.3％（全国は 40.2％）だったものの、その後は、全国の合格率と同様、下降し続けていて、
平成 25 年度は 23.97％となっており、当初 70 ～ 80％と想定されていた合格率を大きく下回ってい
ます（もっとも、個々の受験者ごとに 5 年以内、3 回までの受験機会で見た場合の合格率は、たと
えば平成 18 年 3 月の修了者について見れば、上記表の右端欄のとおりであり、それなりの合格率
にはなっています）。これは、各大学が法科大学院を競って設置し、近畿で 15 校におよび、総定
員数が、大阪の 5 校で平成 19 年入学の 415 人から平成 25 年には 105 人引き下げられたとはいえ
310 人（全国では平成 19 年に 74 校 5825 人であったのが平成 25 年には定員が 1564 人削減されて
4261 人、なお平成 25 年までに募集を停止した法科大学院が 5 校あります。）に及んでいることが
主たる要因であり、さらに、平成 22 年ころまでに司法試験の合格者数を年間 3000 人程度とする
ことを目指していたにもかかわらず、合格者数が 2000 人程度にとどまっていることがこれに拍車
をかけていると考えられます。法科大学院間の格差も浮き彫りとなっており、また、既修者・未修
者間の合格率にも大きな差が生じています。

法科大学院は、多様化・高度化する法曹に対する需要に対応するため、社会人や他学部出身者な
ど多様な経験を有する人材を受け入れて、新司法試験と有機的に連携した専門教育機関でなければ
なりません。実際、多くの社会人等が法科大学院で学んでいますが、法科大学院入学者のうち社会
人経験者の割合は、合格率の低迷も影響し、減少の一途をたどっています。

また、司法試験は、法科大学院の教育内容を踏まえ、その結果を反映したものでなければなりま
せんが、法科大学院においては司法試験合格率が最大の関心事となっており、法科大学院の設立理
念が失われかねない状況になっています。

イ　司法試験予備試験の制度開始とその現状
平成 23 年から、経済的事情等により法科大学院に行けない者に司法試験受験資格を得させるた

め、司法試験予備試験（通称「予備試験」）の制度が開始されました。
ところが、実際には、学部の学生や法科大学院生など、法科大学院修了前に司法試験を受験した

い者が多数予備試験を受験しており、しかも予備試験から司法試験を受験した者の合格率が法科大
学院修了者の合格率よりもかなり高いという現象が見られます。つまり、予備試験は、法科大学院
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を修了する前に司法試験受験資格を得るという、短距離コース的な利用がされていることが多いと
いえます。このため、このような予備試験の利用のされ方が、法科大学院制度を中核とする法曹養
成制度と根本的にそぐわないのではないかという問題提起がされています。

ウ　課題
法科大学院が発足し、新司法試験も 8 回実施されました。新司法試験には 5 年間で 3 回という

受験回数の制限があり、既に受験回数制限によって受験資格を喪失した学生も生じています。
法科大学院によって授業内容や教育体制が異なり、合格者についても質の低下が指摘されるなか、

また予備試験が短距離コース的に利用されているという実情もあり、本来は理論と実務の架け橋と
なるべき法科大学院のあり方について検討すべき課題は山積しています。

弁護士会としては、これまでも実務家教員との懇談会、法科大学院の授業参観、法曹養成制度シ
ンポジウム、第一線の実務家による集中講座（ロールーム）等を実施し、法曹養成制度の在り方や
課題について議論と提案を重ねてきましたが、今後も引き続き、検証を重ねていく必要があります。

⑵　大阪の司法修習
ア　司法修習の現状
ア　新しい修習制度

法科大学院を終了し、司法試験（平成 25 年 5 月実施、新しい司法試験制度が導入されて 8 年
目）に合格した司法修習生 1,975 名（うち大阪配属 223 名）が平成 25 年 11 月に 67 期として修
習を開始しました。

司法修習生は、もともと国から給与を支給されていたのですが、65 期から給与制が廃止され、
希望者に対して国から生活費が貸与されることになりました。

現在の司法修習（原則として法科大学院を終了し、新司法試験に合格した者の修習）では、司
法試験合格者の大幅増に伴い、修習期間が 1 年間に短縮され（平成 10 年修習開始の 52 期以前
は修習期間が 2 年間、平成 11 年修習開始の 53 期から平成 17 年修習開始の 59 期までは修習期
間が 1 年 6 か月間でした。）、司法研修所で行われる前期修習（実際に実務を修習する前に、全
国の修習生を司法研修所に集めて行う導入的な修習）は廃止され、まず 8 か月間の分野別実務修
習（民事裁判、弁護、刑事裁判、検察を 2 か月間ずつ）が行われ、その後司法研修所での 2 か
月間の集合修習と 2 か月間の選択型実務修習が実施されます。選択型実務修習は、裁判所、検察
庁、弁護士会などが提供するプログラムから修習生が自由に選択して修習するという制度です。

新 60 期（法科大学院を卒業し、新司法試験を受けた 1 期生。65 期までは従来型の修習も実施
されていたため、60 期から 65 期まで「新」「旧」の文字をつけて区別していました。）では、司
法研修所において、従前の前期修習に代わるものとして約 1 か月間の導入研習が実施されました
が、新 61 期からは実施されていません。その代わり、新 61 期からは、司法研修所の教官が実
務修習地に出張して講義を行う教官派遣講義などが実施されています。68 期からは、3 週間の
導入的集合修習の導入が予定されています。

イ　従来型の修習

従来型の司法試験は平成 22 年で廃止され、平成 23 年からは新司法試験のみが実施されるこ
ととなりました。これにともない、従来型の修習も終了しました。

ウ　修習生の就職状況

司法修習生の総数は、57 期、58 期では毎年 1,200 名弱でしたが、新しい修習制度開始後は従
来型修習との合計で 2,200 ～ 2,400 名程度まで増加し、その後従来型の修習が廃止されても
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2,000 名を超える状態が維持されました。この急激な増加によって、法律事務所への就職が困難
な状況が生まれています。日弁連が行った求人アンケート結果などから、平成 23 年以降、司法
修習を終了した時点でなお就職できない者が毎年約 400 名を超えたといわれています。

イ　司法修習に関する課題と対応策
ア　司法修習を終了する際の試験（俗に「二回試験」と言われています）において、近年では毎回、

数％程度の不合格者が出るようになっています。このことをもって最近の修習生の質が落ちたと
いう見方が一部ではされています。

また、法科大学院間の教育内容や水準にばらつきがあり、差を是正する必要があります。
修習期間が短縮され、さらに前期修習が廃止されたりしたため、法律実務家としての能力を養

うために十分な修習をすることが困難になっています。
イ　大阪弁護士会では、新 61 期から、弁護実務修習の初めの段階で、民事弁護及び刑事弁護の実

務について手ほどきをする冒頭修習を実施しています。
このような実務への導入教育は、本来は司法研修所において実施されることが望ましいといえ

ます。このため、司法研修所は、上述の教官派遣講義などで対応しようとしていますが、現状で
は到底十分とは言えません。68 期以降の導入的集合修習の導入に期待したいところです。

ウ　法曹の研修は、修習生の間だけではなく、弁護士になってからのオン・ザ・ジョブ・トレーニ
ング、特に経験のある弁護士と仕事をしながら事件の処理方法や依頼者・相手方への接し方を学
ぶことが重要です。

就職難のために、法律事務所に就職することができず、直ちに開業することになれば、オン・
ザ・ジョブ・トレーニングの機会がないまま自己流で仕事を処理していくことになってしまいま
す。これは、一人前の弁護士になるための教育という観点からも深刻な問題です。修習生の就職
問題の対策は、弁護士になってからの教育の場の確保という観点からも重要です。

大阪弁護士会では、就職先がなく、やむを得ず弁護士になってすぐに独立して弁護士業務を行
っている者などに対して、このようなオン・ザ・ジョブ・トレーニングの機会を確保すべく、先
輩弁護士から個別指導が受けられるような機会を設けています。
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9　法教育
⑴　法教育の必要性

法律や法的なものの考え方を学ぶことは、子どもたちが社会の基本的な枠組みを知り、自発的・自
律的に学校や社会等で活動していくために必要です。また、一般市民が刑事裁判手続に参加する裁判
員制度が始まったことにより、刑事裁判の基本原則を早い時期から学ぶことが不可欠となっています。
国も学習指導要領で法教育の重要性を意識した記載をしているところです。

⑵　大阪における対応
ア　大阪弁護士会では子どもの権利委員会が中心となって平成 10 年に高校生向けの法教育教材「法

むるーむ」を作成し、同年から、具体的な法律問題を素材に、弁護士が高校に出向いて出張授業を
始めました。平成 17 年 4 月には、新たに法教育委員会が設立され、中高生に対する出張授業や模
擬裁判指導等が本格化しました。

イ　平成 22 年 4 月からは、大阪府下の高校を対象にそれまで有料であった弁護士による出張授業を
無料で行う「無料弁護士派遣事業」（テーマは①弁護士の仕事、②少年事件、③男女間の法律問題、
④家族・親子の法律問題、⑤刑事事件と裁判員裁判、⑥労働問題、⑦交通事故、⑧消費者問題（悪
徳商法等）、⑨多重債務問題、⑩講師に一任。これ以外のテーマは有料）を開始しました。これに
より派遣数は飛躍的に増加しました。平成 25 年度は無料化 4 年目となり、計 49 校（ただし、複
数学年派遣含む延べ派遣回数は 61 回）、379 クラスに弁護士を派遣しました（平成 23 年度は計 45
校、259 クラス。平成 24 年度は計 44 校、295 クラス）。

上記以外にも、個別に高等学校やボーイスカウト等の依頼を受けて、複数名（指導クラス数と同
数程度）の弁護士を派遣して刑事模擬裁判指導（有料）を行ったりもしています。

ウ　毎年夏休み期間中には、中学生を対象として弁護士会館に集まっていただき、法教育授業や模擬
裁判、実際の裁判見学などの体験をする『ジュニアロースクール』（無料）を開催しています。

高校生を対象とした活動としては、高校生が弁護人役と検察官役に分かれて、ある架空の事件に
ついて他校の弁護人又は検察官役の生徒とそれぞれの立場から刑事事件における活動を行う、日本
弁護士連合会「市民のための法教育委員会」主催の『高校生模擬裁判選手権　関西大会』への運営
協力を行う等の法教育活動も行っています。

エ　上記のような法教育活動以外にも、これに必要な教材作成も継続して行っており、平成 22 年に
は出張授業に赴く弁護士向けの「出張授業マニュアル」を作成し、平成 24 年にはこれを改訂して
います。

また、プレーヤーが裁判員裁判の裁判員となって評議を体験するというパソコンゲーム「ゲーム
で裁判員！スイートホーム炎上事件」を作成しています（大阪弁護士会ホームページを通じてダウ
ンロードできます。）。

さらに、弁護士でなくても、学校において法教育に関する授業ができるようなパンフレットや教
材作りを行っています。

⑶　課題と方策
子どもたちがよりよい社会生活を営む上で法教育が不可欠であることからすれば、より多くの中学

生、高校生等が弁護士の出張授業や刑事模擬裁判指導を受ける機会を増やすことが必要です。そのた
めには、教育現場において法教育の重要性を認識してもらうことが不可欠です。
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大阪弁護士会は、これまで、大阪府社会（地歴・公民）科研究会との協働による法教育教材作成や、
公立小学校での法教育授業のサポート等を行ってきましたが、今後更に教育現場と連携しながら法教
育の普及に努めることが求められます。

また、出張授業や刑事模擬裁判指導等の法教育諸活動の裾野を広げるためには、各事業の予算化が
必要であり、平成 22 年度から大阪弁護士会は無料弁護士派遣事業を実施する等しているところです
が、今後は大阪府・大阪市・堺市等により本事業が予算化されるよう働きかけて行くことも必要です。

⑷　行政との連携
平成 22 年度に大阪弁護士会が無料弁護士派遣事業を行うにあたり、派遣対象となる大阪府下の公

立高等学校を管轄する大阪府教育委員会、大阪市教育委員会、堺市教育委員会や、大阪府下の私立高
等学校を管轄する大阪府私学・大学課担当者等と連携し、高校校長会等での説明の機会を設ける等し
ています。

また、大阪弁護士会法教育委員会と大阪府社会（地歴・公民）科研究会とが協働し、改訂版「法む
るーむ」を出版する等の活動を行っています。

今後も、教育現場や教育行政等と連携し、法教育への理解を深めていく努力が必要です。

法教育（出張授業、刑事模擬裁判指導等）に関する依頼先
大阪弁護士会　委員会担当室（法教育委員会担当）
電話 06-6364-1227
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◆無料電話相談一覧
無料電話相談 曜日 時間 電話番号 担当委員会

犯罪被害者弁護ライン 火曜日 15時～18時

06-6364-6251

犯罪被害者支援委員会

子どもの人権 第2木曜日
水曜日

18時～20時
15時～17時 子どもの権利委員会

女性に対する暴力 第2木曜日 11時30分～13時30分 人権擁護委員会

外国人の人権 第2・4金曜日 12時～17時 人権擁護委員会

公益通報者サポートセンター 月曜日 12時～15時 公益通報者支援委員会

高層マンション建設等電話相談 第3木曜日 15時～17時 公害対策・環境保全委員会

交通事故（民事責任のみ） 毎月10日 11時～12時／13時～16時 06-6364-4652 総合法律相談センター運営委員会

電話ガイド（5分間） 月～金曜日 10時～12時／13時～15時 06-6364-1281 総合法律相談センター運営委員会

ひまわり（高齢者・障害者） 火・水・金曜日 13時～16時 06-6364-1251 高齢者・障害者総合支援センター運営委員会

遺言・相続センター
月～金曜日 13時～16時 06-6364-1205 遺言・相続センター運営委員会

法律相談は30分以内5,400円（税込）。遺言書作成の手数料は原則108,000円（税込）で、複雑な事案などの場合で
も324,000円（税込）を上限とし、相談者に弁護士費用が明示されます。

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般

月～金曜日

13時～16時

06-6364-1248
受付時間

（月〜金）
9時～20時

（土）
10時15分〜
15時30分

30分：5,400円

延長の場合は延長料金発生
労働相談：�法テラス資力基準に該当する方について

は3回まで無料で相談可能（延長不可）

クレジット・サラ金
10時15分～
11時45分

13時～16時
30分無料

中小企業相談 月～金曜日

13時～16時

30分：5,400円
消費者

（事務所相談） 月～金曜日 30分：5,400円

労働 月～金曜日 30分無料
（労働者側のみ）

医療過誤
（事務所相談） 水・金曜日

30分：5,400円知的財産
（事務所相談）

水曜日
毎週実施

住宅建築相談
（事務所相談） 火・木曜日

交通事故
（民事のみ） 月～金曜日 11時～16時 06-6364-8289

30分無料

延長不可

少年刑事事件
事前にお問
い合わせく

ださい
13時～16時

06-6364-1248 加害者側のみ

民事当番
（予約なし）

月～金曜日 06-6364-5021
大阪地裁・管内簡裁係属事案無料／訴状等必要

家事当番
（予約なし） 大阪家裁係属事案無料／訴状等必要

土曜相談 土曜日
10時15分～
11時45分

13時～16時
06-6364-1248

受付時間
9時～20時

30分：5,400円 一般及びクレジット・サラ金相談のみ／延長不可　
クレジット・サラ金相談は30分以内無料／延長不可

夜間相談
（一般／サラ金） 月～金曜日 17時30分～

20時
30分：5,400円 クレジット・サラ金相談は30分以内無料／延長不可

日曜相談の会場はパブリック法律事務所日曜相談
（一般／サラ金） 日曜日 13時～16時 前 日々16時まで

受付
私選紹介（当番）

弁護士 月～日曜日 9時30分～
18時 06-6363-0080 1回目の面会の費用

は無料
土の待機時間／10：00～16：30
日祝日の待機時間／10:00～16:30

少年・被疑者国選 月～日曜日 9時30分～
18時 06-6363-0080 1回目の面会の費用

は無料
土の待機時間／10：00～16：30
日祝日の待機時間／10:00～16:30

◆市民法律相談センター（弁護士会館）

法律相談（総合法律相談センター）

大阪弁護士会の相談先一覧
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◆なんば法律相談センター
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／
クレジット・サラ金相談 月～金曜日

10時～12時30分
13時30分～
16時30分

06-6645-1273
受付時間

9時30分～12時
13時～16時30分

9時〜20時

30分：5,400円 クレジット・サラ金相談は30分以内無料

交通事故
（民事のみ）

月・水・
金曜日

10時30分～
15時30分

30分無料

延長不可

民事当番
（予約制）

月～金曜日 10時～12時
13時～16時

大阪地裁・管内簡裁係属事案無料／訴状等必要

家事当番
（予約制） 大阪家裁係属事案無料／訴状等必要

夜間相談 月～金曜日 17時30分～20時 30分：5,400円 延長不可／土曜相談を実施する週は月曜日の相談
は無し

土曜相談 第2・第4
土曜日

13時30分～
16時30分 30分：5,400円 延長不可

◆堺法律相談センター
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／
クレジット・サラ金相談 月～金曜日

10時～12時30分
13時30分～
16時30分 072-223-2903

受付時間
9時～12時
13時〜17時

30分：5,400円 クレジット・サラ金相談は30分以内無料

交通事故
（民事のみ） 火曜日 10時30分～15時

30分
30分無料

延長不可

民事当番（予約制）
月～金曜日 10時〜16時

大阪地裁・管内簡裁係属事案無料／訴状等必要
家事当番（予約制） 大阪家裁係属事案無料／訴状等必要

◆岸和田法律相談センター
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／
クレジット・サラ金相談 月～金曜日

10時～12時30分
13時30分～
16時30分 072-443-9391

受付時間
9時～12時
13時～17時

30分：5,400円 クレジット・サラ金相談は30分以内無料

交通事故
（民事のみ） 木曜日 10時30分～

15時30分
30分無料

延長不可

民事当番（予約制）
月～金曜日 10時～16時

大阪地裁・管内簡裁係属事案無料／訴状等必要
家事当番（予約制） 大阪家裁係属事案無料／訴状等必要

※第2金曜、第3・4火曜休館日

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

外国人 金曜日 13時～16時
06-6364-1248

受付時間
9時～20時

30分：5,400円
（通訳付きは60分）

法テラス資力基準に該当される方については無料で
相談可能

生活保護 月・木曜日 13時～16時
06-6364-1248

受付時間
9時～20時

初回のみ
30分以内無料

ひまわり
（高齢者・障害者）

火・水・金曜
日 13時～16時

06-6364-1251
受付時間

10時～12時
13時〜16時

30分以内5,400円

ひまわり
（高齢者・障害者） 出張相談 -

06-6364-1251
受付時間

10時～12時
13時〜16時

1時間以内10,500円
交通費は

実費を頂戴します

高齢や障害のため弁護士会などに出向いて法律相
談を受けられないという方のために行ないます。
相談担当弁護士が、あなたの自宅・病院・老人ホー
ム・施設などにお伺いして相談をお聞きします。
ご相談内容は、高齢者・障害者特有の問題に限られ
ません。

弁護士紹介 月～金曜日 13時～16時
06-6364-1248

受付時間
9時～20時

— 請求が成り立たない場合など、案件によっては紹介
できない場合もあります。
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◆谷町法律相談センター
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／
クレジット・サラ金相談

月～金曜日

10時30分～
12時30分

13時～16時
06-6944-7550

受付時間
10時～16時45分

30分：5,400円 クレジット・サラ金相談は30分以内無料

民事当番（予約制）
10時30分～16時 30分:無料

大阪地裁・管内簡裁係属事案無料／訴状等必要
家事当番（予約制） 大阪家裁係属事案無料／訴状等必要

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般／
クレジット・サラ金相談 月曜日 13時15分～16時

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：5,250円 クレジット・サラ金相談は30分以内無料
労働相談は初回のみ無料

◆南河内法律相談所

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 第3火曜日 13時～15時45分

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆イオンモール日根野

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 第4火曜日 13時～16時

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆イオンモール堺北花田

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 第2金曜日 13時～16時

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆イオンモール大日

北河内地区相談

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 第1火曜日 13時～16時

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆枚方市市民会館

◆寝屋川市民会館
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 第2土曜日 13時～16時

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

相談内容 曜日 時間 予約電話番号
（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 第3木曜日 13時～16時

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆尚山学園カルチャーセンター
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相談内容 曜日 時間 予約電話番号（受付時間） 備考

日本司法支援センター（法テラス）・
コールセンター 月～土曜日

平日の9時〜21時
土曜日の9時〜17時

（日曜祝祭日・年末年始休業）
0570-078374 （PHS・IP電話からは03-6745-5600）

日本司法支援センター（法テラス）・
コールセンター（犯罪被害者支援ダイヤル） 月～土曜日

平日の9時～21時
土曜日の9時〜17時

（日曜祝祭日・年末年始休業）
0570-079714 （PHS・IP電話からは03-6745-5601）

法テラス大阪 月～金曜日 平日の9時～17時
（日曜祝祭日・年末年始休業）

050-3383-5425
受付時間

平日9時～17時

ご利用には一定の収入額以下等の
要件が有ります。

法テラス堺 月～金曜日 平日の9時〜17時
（日曜祝祭日・年末年始休業）

050-3383-5430
受付時間

平日9時～12時
13時～17時

ご利用には一定の収入額以下等の
要件が有ります。

◆高槻市立総合市民交流センター
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他

第1・3
月曜日

13時15分～
16時15分

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆南千里（ラコルタ）
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他

第2・4
水曜日

13時15分～
16時15分

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

◆池田NPOセンター
相談内容 曜日 時間 予約電話番号

（受付時間） 相談料 備考

一般／クレジット・
サラ金相談／その他 毎週木曜日 13時15分～

16時15分

06-6364-1248
受付時間
9時～20時

30分：無料 一般・クレサラ以外も取り扱うが、相談内容によっては
一般の域を出ないことを了解いただく必要がある。

北摂地区相談

日本司法支援センター（法テラス）
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◆借金問題（サラ金など）

【消費者被害】

●公益社団法人総合紛争解決センター　　電話　06－6364－7644

●�公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター�
相談窓口（住まいダイヤル）10時〜17時（土日祝休日を除く） 
電話　0570－016－100 （PHS・一部のIP電話からは03－3556－5147）

●大阪府消費生活センター 
　電話　0570－064－370

●公益社団法人全国消費生活相談員協会 
　週末電話相談（日曜のみ）　電話　06－6203－7650

●公益団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会（NACS） 
　ウィークエンド・テレホン（土曜のみ）　電話　06－4790－8110

相談窓口 所在地・電話番号 内容 相談日

大
阪
弁
護
士
会

弁護士会館：
総合法律相談センター

大阪市北区西天満1-12-5
大阪弁護士会館1階
電話 06-6364-1248

○�債務の返済方法や債務整理等
の相談

※相談料無料（30分以内）

月～土曜日:10時15分～16時（要予約）
平日夜間:17時30分～20時（要予約）

日曜日:13時～16時（要予約）
※日曜日は別会場

なんば法律相談センター
大阪市中央区難波4-4-1　
ヒューリック難波ビル4階

電話 06-6645-1273

月～金曜日:10時～16時30分（要予約）
平日夜間:17時30分～20時（要予約）

（月曜日は休みの場合あり）
第2・4土曜日:13時30分～16時30分（要予約）

堺法律相談センター
堺市堺区南花田口町2-3-20

三共堺東ビル6階
電話 072-223-2903

月～金曜日：10時～16時30分（要予約）

岸和田法律相談センター
岸和田市宮本町27-1

泉州ビル205号
電話 072-433-9391

月～金曜日：10時～16時30分（要予約）
（第2金曜日、第3、4火曜日休館）

谷町法律相談センター
大阪市中央区谷町3-1-9

MG大手前ビル5階
電話 06-6944-7550

月～金曜日：10時～16時（要予約）

南河内法律相談所
富田林市寿町2-6-1

大阪府南河内府民センタービル1階
電話 06-6364-1248

月曜日：13時15分～16時（要予約）

法テラス大阪
大阪市北区西天満1-12-5
大阪弁護士会館地下1階

電話 050-3383-5425

○�民事法律扶助※を利用した債務
整理等の相談

（※）�一定の資力要件に該当する方
に対し、無料法律相談（30分
以内）や裁判費用、弁護士又
は司法書士の費用等を立て替
える制度。

月～土曜日：10時15分～16時（要予約）
（電話予約：月～金曜日）

　9時～17時

法テラス堺
堺市堺区南花田口町2-3-20

三共堺東ビル6階
電話 050-3383-5430

月〜金曜日：10時～12時�
13時〜16時30分（要予約、水曜日除く）

（電話予約：月～金曜日）
　9時～12時、13時～17時

近
畿
財
務
局

金融監督第四課
大阪市中央区大手前4-1-76

大阪合同庁舎第4号館
電話　06-6949-6520

○�近畿財務局長登録貸金業者の
苦情・相談、登録の有無等 月～金曜日：9時～17時

財務広報相談室
大阪市中央区大手前4-1-76
大阪合同庁舎第4号館8階

電話 06-6949-6355

○�多重債務者に対する相談受付、
助言 月～金曜日：9時～17時

大阪府再チャレンジ支援プラザ
（お金の悩み相談室）

大阪市住之江区南港北1-14-16
咲洲庁舎25階

電話 06-6210-9512

○�消費者金融・クレジットに関する
返済方法や債務整理等の相談 月～金曜日: 9時～18時（要予約）

大阪府商工労働部
貸金業対策グループ

大阪市住之江区南港北1-14-16
咲洲庁舎24階

電話 06-6210-9512

○�大阪府知事登録貸金業者の苦
情・相談、登録の有無等 月～金曜日: 9時～18時（要予約）

大阪府警察本部 悪質商法110番 大阪市中央区大手前3-1-16
電話 06-6941-4592

○法外な金利を取られた時
○暴行・脅迫等が発生した時 終日

市区町村設置の相談窓口 お住まいの各市区町村へお問い合わせ下さい

その他の相談機関
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【交通事故】

●�公益財団法人日弁連交通事故相談センター大阪支部 
豊中市役所内　　電話　06－6858－2034　無料　毎週火曜日　13時〜15時30分 
茨木市役所内　　電話　072－620－1603　無料　毎週火曜日　13時〜15時30分 
門真市役所内　　電話　06－6902－5602　無料　毎週火曜日　13時〜15時30分

●公益財団法人交通事故紛争処理センター大阪支部　　電話　06－6227－0277

【DV（配偶者間暴力）】

●�大阪市配偶者暴力相談支援センター　無料　月〜金曜日　9時30分～17時 
電話　06－4305－0100

●�各自治体の男女共同参画センター等での法律相談�
（→お住まいの各市区町村へお問い合わせ下さい。）

【高齢者・障害者】

●�大阪府社会福祉協議会・大阪後見支援センター（あいあいねっと） 
大阪市中央区谷町7丁目4－15　　電話　06－6191－9500 
専 門 相 談（木曜日）　弁護士・社会福祉士が対応

●�大阪市社会福祉研修・情報センター�
大阪市西成区出城2丁目5－20　　電話　06－4392－8214（相談支援機関、支援事務所からの相談に限る） 
権利擁護相談�（水曜日）　弁護士・社会福祉士が対応 

 （木曜日）　弁護士が対応
●ろうあ会館　　電話　06－6761－1394

【公害・環境問題】

●大阪府公害審査会　　電話　06－6210－9576

●各自治体の公害苦情相談窓口（→お住まいの各市区町村へお問い合わせ下さい。）

【民事介入暴力】

●�公益財団法人大阪府暴力追放推進センター（暴追センター）�
中央相談室　　電話　06－6946－8930 
淀川相談室　　電話　06－6303－8930 
堺 相 談 室　　電話　072－221－8930

【人権問題】

●行政における各種人権相談（→お住まいの各市区町村へお問い合わせ下さい。）

【貧困問題】

●�OSAKAチャレンジネット�
Webサイト　　http://www.osaka-lsc.jp/netcafe-sc/ 
相 談 料　　無料 
相談方法　　電話・メール・来館 
電 話　　0800－200－0656（通話料無料。大阪府内のどこからでも繋がります。） 
受付時間　　平日の10時〜19時（土日祝、お盆、年末年始は休み） 
来 館　　大阪市中央区石町2－5－3　エル・おおさか南館9F

●近畿生活保護支援法律家ネットワーク　電話　078－371－5118
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【建築紛争・リフォームトラブル】

●公益�財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター�
相談窓口（住まいダイヤル）10時〜17時（土日祝休日を除く） 
電話　0570－016－100（PHS・一部のIP電話からは03－3556－5147）

●大阪市立住まい情報センター　　電話　06－6242－1177
●公益社団法人総合紛争解決センター　　電話　06－6364－7644
●大阪住宅紛争審査会　　電話　06－6364－1244
●大阪府建設工事紛争審査会　　電話　大阪府庁　06－6210－9736

【土地の境界紛争】

●�境界問題相談センターおおさか　（有料、予約制） 
大阪市中央区北新町3番5号　大阪土地家屋調査士会館内 
電話　06－6942－8750
●�大阪法務局　地図整備・筆界特定室　（無料） 

大阪市中央区谷町2丁目1番17号　大阪第2法務合同庁舎内　火・木曜日（時間13時〜16時） 
電話　06－6942－1994　受付時間（9時15分〜20時）

【企業の問題】

●日本弁護士連合会　ひまわりほっとダイヤル�
　電　　話　0570－001－240 
　受付時間　月〜金曜日　10時〜16時（12時〜13時を除く）
●�大阪商工会議所経営相談室が行っている法律相談（大阪商工会議所の会員の場合） 

大阪商工会議所2階　月～金曜日　13時～15時　　電話　06－6944－6472

【犯罪被害者支援】

●�法テラス・犯罪被害者支援ダイヤル�
電話　0570－079714（ PHS、IP電話からは、03－6745－5601） 
受付時間　平日 9時～21時　　土曜日　9時～17時

●�大阪地検犯罪被害者支援員室「被害者ホットライン」�
電話　06－4796－2250　FAX06－4796－2242

●�警察相談室（警察へのご意見・ご要望・苦情や事件事故等に関する相談）�
電話　06－6941－0030　プッシュ回線 #9110

●�ウーマンライン（女性警察官による性犯罪被害相談専用電話）�
電話　06－6941－0110

●�ストーカー110番（警察関係）�
電話　06－6937－2110

●�NPO法人大阪被害者支援アドボカシーセンター�
電話　06－6774－6365（相談電話）

●�全国犯罪被害者の会（あすの会）�
電話　03－6434－5348（事務局）

●�TAV交通死被害者の会�
電話　06－6362－7225

●�大阪府女性相談センター（DV被害者・女性からの相談対応及び支援）�
電話　06－6949－6022
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